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第14回　海洋工学パネル

〔海　の　資　源〕

平成8年7月24日

於　日本大学　理工学部　駿河台校舎

海洋工学連絡会



海洋工学連絡会の概要

海洋の自然を解き明かし、その本質をそこなわないように利用、開発してゆく開発工

学が対象とする範ちゅうは極めて広範なものであります。

従来、既存の工学諸分野がそれぞれの伝統分野内の海洋工学について学問や技術の進

歩を進め、多大の成果を上げてまいりました。

しかし、今後、海洋の利用、開発をさらに実質化し拡大していくには、より深く未知

なる環境に踏み込み、より高く、新しい目標に挑戦していくことが必要であり、このた

めには広範な既存工学分野の有機的な協力、既存工学分野間にある境界領域の発展、関

係の深いハイテクを取り込むことによる海洋工学の高度化が是非とも必要となります。

そこで、海洋工学と関係の深い７つの学協会が協力して、上記の目的に沿った活動を

するために、「海洋工学連絡会」を昭和63年１月26日に設置いたしました。

本会当面の活動は、共同調査、情報交換を行い、年２回の集会を開催することであり、

現在までに「今後の海洋開発に対する期待と各工学分野の役割｣、「海洋開発における境

界領域（その１）｣、「海洋開発における境界領域（その２）｣等のテーマで、１３回の海洋

工学パネルを開催してまいりました。

今後、さらに海洋工学に関係の深い学協会に参加を呼びかけ、充実した構成にしたい

と考えています。皆様方の積極的なご支援をお願いします。

(社)石油技術協会、（社)土木学会、（社)日本建築学会、（社)資源・素材学会、

(社)日本水産工学会、（社)日本造船学会
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第14回海洋工学パネルプログラム
パネルテーマ：海の資源

１．人口問題と水産資源開発一大洋や深海利用による大規模海産タンパク源開発一

吉田昭彦氏産業能率短期大学教授

食料の消費は人口の増加による直接消費ばかりではなく、食肉や酒などによる間接消

費にも大きく依存する。この間接消費は経済成長の速さと深く関わっており、経済成長

とともに急増する。今日、巨大な人口を擁する東南アジア地域では間接消費が急増中で

あり、飼育用を中心として、年毎に穀物不足が深刻化している。今後、増加するタンパ

ク源の需要に対しては薄陸上動物にのみ依存することには限界がある。地球の４分の３

は海であり、海洋資源によるタンパク質利用を従来以上に積極的に考えなければならな

い。特に、大洋や深海の利用による大量のタンパク質の産出は急務となっている。

２．国連海洋法条約の発効とわが国の条約締結について

新美潤氏外務省海洋法本部海洋課

国連海洋法条約は、付属書等も含め500条に及ぶ大部の条約であり、海洋の法的秩序

について包括的に規定していることから、「海の憲法」とも呼ばれる。同条約は、三次

にわたる国連海洋法会議を経て1982年に成立し、その後更に10年以上を経て、1994年に

発効した。わが国は、先に終了した通常国会において、条約及び関連法案を承認したが、

右に至るまでには様々な議論があった。条約は７月20日（海の日）にわが国に対して効

力を発生するが、これに伴い、関連法令に基づき、排他的経済水域が設定され、接続水

域が設定される等、わが国の主権的権利に関わる種々の措置がとられることになる。ま

た韓国、中国等近隣諸国との間で海洋に関する話し合いが促進されることになる。

討論１

３．世界における水産資源

中村充氏福井県立大学生物資源学部海洋生物資源学科

ＦＡＯの資料によれば、1950年に2,500万トン程度であった世界全漁獲filは1988年に

は１億トンに急増し、その後漁獲量は横這いに推移している。この漁獲の急増は漁船の

大型化や漁携技術の発達等にも関係し、必ずしも資源増大とはいえない。しかし、ＦＡ

Ｏの推計では１億トンの漁獲は最大持続生産量（ＭＳＹ）であるとしている。急激な人

口増加に対する食料問題として極めて悲観的である。しかし、この予測は最適漁漉管理
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の目安であって、水産資源は漁獲管理のみによって決まる訳ではない。深層海水の湧昇

によって漁獲資源を40億トンと見積もる説もある。海の人工生態環境技術の進展によっ

て、潜在的水産資源生産の可能性を検討する。

４．地球規模の石油資源について

関岡正弘氏東京国際大学国際関係学部教授

大陸棚の石油開発は、事実上、第二次大戦後に始まった。アメリカ。メキシコ湾の湿

原地帯の石油開発が自然の流れとして沖合に延長されたのだ。やがて、中東でもペルシ

ャ湾の下の石油資源が関心の的となり、1950年代から開発が始まった。そのごく初期の

頃、アラビア石油が利権を取ることに成功した。1960年代後半、北海の石油開発が始ま

り、次々に巨大油田が発見された。最近では水平掘りなどの技術により、通常では採算

の合わない小規模油田が次々に開発され、北海の生産規模を押し上げる原因となってい

る。メキシコ湾岸では、今や400ｍもの水深で油田が開発されている。水深が深くなる

につれ生産設備が巨大化するので、海底生産施設の開発などが必要であろう。

５．２１世紀の非在来型天然ガス資源「メタンハイドレート」

増田昌敬氏東京大学エ学系研究科助教授

低温．高圧下でメタンなどの炭化水素と水が存在すると、ハイドレートという包接化

合物（固体）を作る。世界各地の海洋底下や永久凍土地域の地層条件はハイドレートの

生成条件を満たしているため、天然のハイドレートは膨大な賦存量を有すると推定され

ている。その存在はＯＤＰやＤＳＤＰの海洋掘削のコア掘りで確認されており、平成１１

年度には日本近海のハイドレート層掘削が石油公団により実施される。

メタンを多量に含む天然のハイドレートをメタンハイドレートと呼ぶが、これは次世

紀のエネルギー供給に寄与する非在来型天然ガス資源として期待される。本講演では、

メタンハイドレートとは何か、海底下にハイ1ルートが何故形成されるのかを易しく解

説後、海底メタンハイドレートからのガス生産方法、必要とされる技術開発等の観点か

ら、そのエネルギー資源としての可能性と展望を述べる。

討論２

(注：第14回海洋工学パネルでの吉田、中村両講師のご講演は、上述の講演タイトルで

したが、当テキスト用にご提出頂いた論文では、改めて新タイトルを付けて頂き

ましたので、本文ではそのまま採用しております。）
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開会の挨拶

海洋工学連絡会運営委員会委員長岡野靖彦

海洋工学連絡会の運営委員会の委員長をつとめております岡野でございます。恒例に

よりまして、私からご挨拶とご報告を申し上げます。

本日は早朝よりお集まり頂きまして、まことに有り難うございます。運営委員会を代

表致しまして厚く御礼申し上げます。ご存知の方も多いと思いますが、当連絡会は海洋

工学関連の学協会の緩い結合体として発足し、今年で９年目を迎えております。これま

での主な活動内容は、年２回の報告会あるいはパネルの開催でありますが、その他にい

くつかの国際会議への協力も行ってきました。

ところで、昨年夏の第１２回パネルではパネルのテーマが出尽くしたのではないかとい

うこともあって、当会の過去の活動の再評価と今後のあり方について討議いたしました。

その結果、当面は従来通りの活動で良いのではないか、またパネルテーマについても、

時を隔てれば再度取り上げるべきテーマも多いのではないかと言うような結論に達しま

した。そこで運営委員会としましても意を強くいたし、前回の第13回パネルからシリー

ズで、環境富資源、空間利用を再度取り上げることになった次第です。なお、今回すな

わち第１4回の「資源」は大きなテーマですので、次回パネルにその２として持ち越すと

言うことも、運営委員会では検討しております。

それでは、ご多用中にもかかわらず、』快くお引き受けいただいた本日の講師の先生方

によろしくお願い申し上げますとともに、会場の皆様からも活発なご発言を頂きますよ

う、お願い申し上げます。
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大規模海洋開発の必要性に関する研究

吉田昭彦

産能大学

1．現実化するマルサスの予言

かつて、マルサスは「人口は幾何級数（指数）的に増加する。しかし、食料の供給は算術級数（線

形）的なものに留まる。その結果、増え続ける人口増加に対して食料の供給が追い付かなくなる日が

必ず到来する。」として、将来のある時期に、食料不足が到来することを人々に警告した。そのマル

サスの警告が、今まさに現実化しつつある。

人類全体による食料の消費量（Ｔ）は

ノＶ

Ｔ＝Ｚ,Ｐｉ＊ｃｊ
Ｉ＝１

(1)

である。但し、Ｐｉ、Ｃｉは、それぞれ各民族または国家の人口と、－人当たりの平均消凝量であり、

Ｎは民族または国家の数である。また、Ｔ、Ｐｉ、Ｃｉは時々刻々変化する錐であるから、これらは

時間の関数である。

食職の増加蝋:はＴの微分fitであり、

Ⅳ Ⅳ

〃/此=ZdPj/がcj+Ｚ〃dlci/ｄｊ
ノーｌ ｉ＝１

(2)

で与えられる。

第１項は人口増加（ｄｐｉ／ｄｔ）による寄与分であり、マルサスが予言した増加である。しかし、

第２項のｄＣｉ／ｄｔはマルサスが予測しなかったものであり、人口とは関係のない、生活様式（食

生活）の変化に由来する寄与分である。食糧消費の増加に対して、長い間、この第２項による寄与分

は多くの人間によって無視されていた。ところが近年、看過できない事態に至った（文献１）。その

理由は、東および東南アジア地域におけるような人口の多い地域における急速な経済成長による生活

様式の変化である。

２，人口l1iil題と食悩11M題

世界の人口は、現在（１９９６年７月）、５８億を超え、それでもなお毎年８６００万ほど増加し

ている（文献２川国遮の低位推計ですら、今後30年は現在の状況が続くとしている。人口の増加率

は徐々にではあるが低下してる。しかし、全体の数が毎年増加しているため、増加総数はそのわりに

は減少せず、長期にわたって、８０００万以上の人口増加が続くとされる所以である。
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人口増加の９５９６は発展途上地域で占められ、発展途上地域では今なお激しい人口増加が続いてい

る。一方、先進国地域では人口の増加はほぼ止まり、静止人口|ﾋﾋ会に入った。特に、西ヨーロッパや

日本では合計特殊出生率（－人の女性が一生の間に生む子供の数）は２を大きく下回り、現状が続く

とすれば、人口は増加するどころか、将来、減少に転ずる。

世界の食糧問題を考察するとき、考慮しておかねばならないことは、絶対･貧困と呼ばれる生命維持

に必要とされる１日１８００Kcalを確保できない人口が、推定で８億以上も存在していることである。

全人口の１５９６以上の人々が飢餓状態に陥っているとすれば、現在ですら、既に厳しい食糧不足は到

来していると言える。そのため、今日、一般に考えられている食糧問題とは、買うことの出来る人々

の間では、と言うことになり、取引可能な人々の間における分配の問題であって、絶対的な過不足の

問題ではない。

穀物市場では第二次大戦後、一貫して供給過剰であり、長い間価格は安定していた。大幅な生産増

を支えてきた大きな要因は化学肥料の大量投与、潅慨施設の導入、あるいは、種子の改良による緑の

革命などの農業技術の進歩であった。そのため、増産を支えたのは農地面積の拡大より、単位面積当

たりの収穫量（単収）の増大であった。

農耕の開始以降、人口は絶えず増え続け、それとともに農耕可能な土地は開墾され続けてきた。農

地面積の大幅な拡大はなく、５０年前と言えどもすでに、農耕可能な処女地は既に開墾され尽くされ

ていたとも言える。新たに耕地化された農耕地の多くは潅慨によるものであり、これらの地域は塩害

の影響も出始め、土壌の劣化により、農耕の継続が可能なﾆﾋ地は減少しつつある。また、大幅な生産

増をもたらした農耕地の多くは、化学肥料や農薬の大量投与による生態系の悪化のため土壌の劣化が

著しく進行し、表土の流出とともに、単収を減少させつつある。今後は大幅な農地面積の拡大と、単

収の増大が見込めないため、食糧の大量増産は極めて難しい。

食糧の需給バランスは先進国地域では生産過剰であるのに対して、発展途上地域では不足状態とな

っている。先進国のうちで、食糧の自給を達成させていない国は日本、イタリア、オランダ、スイス

である。イタリアやオランダは自給を達成させているＥＵの加盟国である。また、スイスも経済的に

は実質的にＥＵの域内にあり、食糧の調達には不安はない。先進国地域（日本を除く）では、今後と

も人口増加もなく、また、大きな食生活の変化も見込めないため、現在以上に食糧の需要が大きく増

加することはない。

一方、発展途上地域では激しい人口増加が続いているため、厳しい食糧不足に陥ってし塾る゜この地

域では、食糧の大幅な増産に適した処女地はほとんど残されていない。また、かろうじて農地化可能

な土地も、造成費用の不足により耕地化することが出来ない。そのうえ、食糧を購入する費用すら調

達できていない。食糧不足が深刻化している地域はインド、パキスタン、バングラデッシュなどの南

アジアの国々やアフリカの国々である。そのうち、特に、深刻なのはサハラ以南の地域である。飢餓

の規模は非常に大きく、飢えや栄養不足により、５歳未満の子供が、毎年２０００万人近く死亡して

いる。食糧不足の解消のためにも、発展途上地域では一刻も早く、人口増加の抑止を実施せねばなら

ない。

３，間接需要の増大と経済成長

経験則ではあるが、人類に共通していることは、経済が成長し暮らし向きがよくなるに連れて、食

肉の消費量が増加するということである。食肉の対象となる家畜あるいは家禽としては、牛、豚、羊、

鶏、アヒルなどがある。しかし、そのうちの大部分を占めるのが牛、豚、鶏である。牛は草食動物で
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あるため、草原における放牧により飼育が可能であるが、飼育期間を短縮したり、嗜好に応じた良質

の肉を得るためにはカロリー量の商い飼料用の穀物が与えられる。今日、豚や鶏の飼育は工業的にな

され、その飼育には多量の飼料用穀物が与えられている。

元来、東および東南アジアの地域はモンスーン気候を利用して、稲耕作が行われ食肉を主体とする

文化ではなかった。稲緋作のできない内陸部の乾燥した地域では、遊牧も行われていたが、その数は

わずかなものである。中国には古くから食肉の文化があるが、その中心的な存在は豚である。その豚

は、農家から日々発生する残飯や雑穀で飼育され、タンパク質を回収する有効なリサイクル動物であ

った。と'二は腱馴:の労役用として貴重な動物であり、食用の対象となることはなかった。また、鶏は食

用とはされていたが、今日のようなブロイラーの大量生産は、第二次大戦後、アメリカで開発された

ものであり、穀物を用いた大量生産は行われてはいなかった。

中国では豚を中心として食肉文化が存在していたとは言うものの、－人当たりの消饗錘は、今日の

アメリカや西ヨーロッパのそれと比較すれば、ごく少ないものであった。その他の東および東南アジ

アの地域、たとえば、日本やタイなどのインドシナ半島の国々では仏教徒が多く、四つ足である獣肉

をロにすることを、また、マレーシアやインドネシアではイスラム教徒が多いため豚肉を食すること

は禁じられ、食肉の消撒の習慣は鶏を除くとほとんどなかった。

稲は東および東南アジアのモンスーン気候に適した作物であるばかりでなく、水耕栽培であるため、

土壌に対する負荷が少なく、地球環境に優しい作物でもある。そのため、１年に２～３回収穫が可能

であり、土壌生産性が高い。その上、米は麦に比較して、必須アミノ酸の含有髄が多く、パンなどの

麦を原料とした食文化ではミルクや食肉などのタンパク源を摂取せねばならないのに対して、米食文

化では大豆や小魚などをi11i助的に摂取するだけで十分に生命維持が可能である。麦食文化は栄獲素的

な見解からも、ミルクや食肉の分化を融合せざるを得なかったと言える。その麦iljl:作は畑作であるた

め、水田耕作に比べて土壌への負荷は大きい。連作に対しては、大量の化学肥料を投与する必要があ

る。その結果、土壊の生態系が大きく乱され、表土の流出が助長される。麦iljI:作以上に地球環境に負

荷をもたらすのが、牧畜である。牧畜が行なわれている地域は、かつては森林であり、森林が伐採さ

れて牧場が作られた。今日、世界中には大規模な牧場が数多くあり、そこがかつて森林であったこと

を考えるならば、牧畜が大きな森林破壊の要因であったことになる。

麦食文化は麦耕作と放牧の双方の要因で環境破壊を繰り返し続けてきた。一方、米食文化は土地生

産性の高さと、大豆や小魚などの補助的摂取による効率のよさにより、環境への負荷が小さく、狭い

土地に多くの人口を存在ならしめた。こうした要因により東および東南アジアの地域は、農耕開始以

降、世界最大の人口稠密地域となり、現在に至っている。

東および東南アジアの地域で、最も早い時点で経済成長を達成させたのは日本である。第二次大戦

直後の日本は激しい人口増加と厳しい食糧不足のため、社会情勢は'惨鵬たるものであった。人口増加

は１９'１７年～１９４９年の頃にピークに達し、その増加率は396代半ばで、今日の発展途上国以上

の激しさであった。しかし、政府と国民が国を挙げて人口の仰lIiUに取り組んだため、１９４７年から

の１０年1M]で、人口の増加率を半減させることに成功した（文献３）。人口の抑制に成功してからの

数年後には、日本は高腱経済成長時代に突入した。高度経済成長の要因は“所得Ⅷ倍増”とした経済政

策によるところが大きい。しかし、興味あることは、今日、著しい経済成長を遂げつつあるＮＩＥＳ、

あるいは、ＡＳＥＡＮ諸国は激しかった人口増加を抑止させてから、いずれも数年後には禰度経済成

長を達成させている点である。

日本は１９４７年からの１０年間で人口の増加を半減させたが、日本に遅れることl４年して香港
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が１９６１年からの１０年間で、人口増加率を半減させている。シンガポールは１９６４年から、そ

して、その後、台湾、韓国と続き、最大の人口を擁する中国は１９６７年からの１０年間で半減させ

ることに成功した。これらの国々に共通していることは、396代半ばという激しい人口増加を１％台

に半減きせたということである。これらの国々は今日、いずれも著しい経済成長を達成させているが、

先進国の仲間入|，とされる－人当たりの年間所得１万ドルへの達成時点の順序は人口増加の抑止のそ

れと同じであった。

日本で高度経済成長が始まった頃、東京でオリンピックが開かれた。１９６４年のことである。１

９６４年当時、日本の－人当たりの年間食肉消費量は１０ｋｇ未満であった（文献４）。また、同時期

の－人当たりの年間米消践量は１２０ｋｇである。一方、１９９４年の時点における食肉、および、米

の－人当たりの年間消費量は４４ｋｇ、５８ｋｇである。東京オリンピック以降、若干の1111折はあった

にせよ、石油ショックや円高を乗り越え、日本は経済成長を持続させて、今日に至った。その結果、

現在、日本の－人当たりの年間所得はアメリカを凌ぎ、世界の最寓水準に達している。３０年間を平

均してみると、経済成長とともに日本は、毎年、食肉の消識量を１ｋｇづつ増やしてきた一方で、米の

消費量を２ｋｇづつ減らしてきた。

１９６４年当時も食糧の自給は達成されてはいなかったが、日本の食糧の輸入量は現在に比較すれ

ば決して多いものではなかった。その後、食糧の輸入鐙は年毎に増加し、現在の穀物輸入量は３００

０万トンを越え、世界最大規模である。輸入量の増加の要因は食肉増産による飼料用穀物の消費の増

加である。飼料の中心的な存在であるトウモロコシの輸入量は１７００万トン（１９９４年）に達し、

実に、全世界の貿易量の４分の１を日本が輸入している。大豆の場合も同様で、１８％に達している。

現在、Ⅲ本の食糧自給率はかろうじて２０％を保っている状態である。食糧自給率がこれほどまで

に低い国は日本と韓国を除いては他にない。金さえあれば食織は世界中から調達可能であるという考

え方があるが、これは自由な市場が形成されている時のことである。,供給国がなんらかの形で不足状

態に陥ったとき、十分に余剰があるときと同じように穀物を市場に供給するであろうか。これには大

きな疑問がもたれる。自国にすら十分な供給ができない場合、まず間違い怠く穀物は自由な取引市場

には供給されない。そのような場合には、たとえいくら金を出したとしても、穀物の購入は可能では

ない。

食職の安全保障という立場に立つならば、日本はエネルギーと同様に極めて脆弱な立場にある。エ

ネルギーの場合は、不足状態に陥ったとき、省エネルギー努力で消費量を切り下げることはできるが、

食糧の場合、省食は容易なことではない。さらに、エネルギーは大量に地下に埋蔵されているのであ

るが、食糧は毎年作りだすものであり、需要が増える状態で不足状態に陥った場合には、問題解決が

極めて難しいことを考えておかねばならない。

食糧の消費には直接食用として消費される直接需要と食肉や酒などの消費を通じて消費される間接

需要とがある。間接消費の量は、麦食文化であるか米食文化であるかなどの文化的な違いや暮らし向

きの向上などによる生活様式の違いにより、大きく変化する。今日、世界的な規模で発生しつつある

穀物需要の増大は、この間接需要の増大によるものである。間接需要の増加は経済成長の速さと密接

な関係にあり、経済成長の速度が速く、暮らし向きの向上が著しければ著しいほど、需要は増す。経

済成長の速さは年率1096を越える場合も珍しくない。ベトナムなどではこれからの数年の間は毎年

２０％近い成長が続くものと見られふ。

一方、直接消溌による需要の増加はほぼ人口増加率程度で増加する。人口増加率は大きくても、せ

いぜい３Ｗ>止まりであり、｜世界平均では１．５％である。間接消費に注目せねばならない理由はここに
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ある。つまり、間接消劉による需要の増大はその速さが極めて速いため、需給関係が逼迫し始めると、

よほどの供給増でもない限り、需給関係を安定させることは極めて困難であると結論付けることがで

きる。

今日の間接需要の増加量を大きくさせている要因は３つある。第１は東および東南アジアの人々の

食肉の消費鍵は非常に小さく、今後とも、増加傾向が長く続くことである。第２は東および東南アジ

ア（ミャンマー以東）地域には１８億という巨大な人口があることである。第３は経済成長が著しく、

－人当たりの食肉消費鼓の増加率が非常に大きいことである。

前述したように中国で梢illiされる食肉の大部分は豚肉である。中国は８０年代後半以降、経済成長

を速めるが、１９８５年当時の中国における豚肉の１年間の消費量は１７２９万トンであった。それ

が、１９９４年のそれは３３８４万トンとなっている。実に、１６５５万トンの増加で、１９８１年

に２倍の増加である。特に、著しく増加した年は９３年から９４年にかけての１年間で、５２０万ト

ン増加している゜中|劃の豚肉消識の全世界に占める割合は、１９８５年のそれは２９．７９６であるのに

対して、１９９４年のそれは４２．９９６であり、世界的な増加に対して、に１．国の堀加が特に際立ってい

る。中国で注目せねばならない点は食肉の増加ばかりでなく、酒消}|iの増加の凄さである。中国の全

穀物消費量に占める食肉生産に係る割合は１９８１年から１９９１年までの11年間で１６％から２

１％への増加であるのに対して、酒消費の場合は６％から1396へとほぼ橋増している。李白や陶淵

明が人々に人気があるように、中国文化には飲酒が深く係っていることが、数字の上からも読み取る

ことができる（表１～３）。

１９７８年の改革IWii放政策後、農家における責任請負iliUにより、Ｉ:'１国の穀物生産は著しく増加した。

その結果、中国は穀物のIliiili入国から、大量の穀物輪ｌＩｊ国へと変身を遂げた。しかし、中区|の穀物生産

量は８０年代の後半以降、停滞気味となる一方で、食肉や酒による１Ｍ接需要は急速に噸川した。特に

天安門事件以後の９０年以降は、増加のペースはさらに加速し、９３年庇に至っては前述した通りで

ある。間接消澱としての豚肉１ｋｇを生産するにはトウモロコシに換算して、およそ７ｋｇの穀物を必

要とする。９３年からの１年間の豚肉消澱の増加５２０万トンに対しては、およそ３６００万トンの

穀物が消費されたことになる。この量は世界最大の穀物輸入同である日本の年間総iMi入逓を凌ぐ量で

ある。中国の食柵事情が急変し始めたのは、９４年頃からであり、まさに、食肉による間接需要の箸

増した時期と一致する。１９９６年の正月（２月）、中国では公式の席での白酒による乾杯を自粛す

るようにとの通達が出された。中国の食糧不足がいよいよ現実化してきた情報として受け止めるべき

である。

８０年代半ば以降、中国では－人当たりの食肉の消費量は毎年１～１．５ｋｇづつ増加しているが、

１９９４年度の－人当たりの食肉梢iMi量は３０ｋｇ前後であり、アメリカの１１２ｋｇ、ドイツやフラ

ンスの１００ｋｇに比較して３分の1以下である。また、同年のロ本のそれは４４ｋｇである。日本の

消蕊篭は一見少ないように見受けられるが、日本の場合には、海産魚介類から大鎧に動物タンパク質

を摂取していることを考え合わせるならば、必ずしも食肉の消徽鑓は少ないとは言えず、今後、日本

における食肉梢iMのjWi加は緩やかなものに留まるであろう。｜]本の食肉消撒の絶対･鑓は欧米に比較し

て少ないが、Ｉ:1.国の消澱職は日本に比べても、今なお３分の２程度である。

中国における海産魚介111Nの消費量は少なく、食肉消費の増加が現在のペースで２０年間続いたとし

ても、－人当たりの年間消費鑓は５０～６０ｋｇであ|，、アメリカやヨーロッパの半分程度である。経

済成長が続く限り中国では、今後２０年間は毎年国全体では１２０～１８０万トンの割合で食肉消識

の増加が見込まれる。それに必要とされる穀物の量は、毎年８００～１３００万トンである。２０年
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後には、１億６０００万～２億６０００万トンの穀物力泌要とされる。さらに、人口増加率が低下し

たとは言うものの、、中国における人口増加は毎年１４００万であり、２０年後には少なく見積もっ

ても、今より２億は増加する。その増加人口による食肉消費量は１０００万～１２００万トンに及ぶ｡

これに要する穀物髄は６０００～７２００万トンであり、この量が先程の量に加わるのであるから大

変である。そのため、「中国はこれだけの量の穀物を増産可能か、あるいは、誰がこの鑓を補給する

のか」という問題が発生すあ。

人口と食糧の問題を考えるとき、重要なことは、世界的に人口増加の抑止の必要性が叫ばれ始めた

のは最近のことであり、人口は食搬供給能力の範囲内で絶えず増加し続けてきたということである。

そのため、歴史の浅いアメリカなどはりUとして、歴史の長い東および東南アジアの国々、特に、中国

には容易に農地化可能な処女地はほとんど残されていない。ここに問題の深刻さがある。

東および東南アジアには、中国の他にも５億以上（日本を除く）の人口がある。この地域の一人当

たりの年間食肉消磯量は、フィリピンを除くと、すべてが１０ｋｇ未満である６多いフィリピンです

ら１０ｋｇを少々越えた程度であり、決して多い量ではない。この地域で、今後、一人当たりの食肉消

費量が毎年１ｋｇづつ増え続けたとしても、２０年後には、現在の中国程度のレベルである。総量と

しては１０００万トンの食肉消費量の増加である。この分を生産するには豚ならば７０００万トン、

鶏（1ｋｇ当たり穀物３ｋｇ必要）であるならば３０００万トンの穀物が必要である。牛の場合には放

牧をするか否かにもよるが、東南アジア地域に広大な放牧地はなく、全てを飼料により飼育するとす

れば、およそ、１０倍以上の般物が必要とされる。ちなみに、１０００万トンの牛肉生産鐡はアメリ

カの生産量（1100万トン）を若干下回る量である。

４．最後にせまりくる問題

食撒の需要j]Mは人口増加による直接需要堀と生活様式の変化から生ずる間接需要増との和である。

この関係は第１章の（２）式の言わんとするとするところの帰結であるが、これは現時点でのことで

あり、将来の問題点を提示するものではない。

前述したように、食繼需要増加の問題は、長らく人口増加の寄与分のみ、つまり（２）式の第１項

のみが考えられてきた。ところが、これも既に指摘済みのことであるが、今や（２）式の第２項によ

り寄与分も考慮せねばならなくなった。そして、増加量としては第２項による寄与分の方が、第１項

のそれよりも大きく、かつ、増加のペースがより速いことであった。その第２項による寄与分を大き

くしている要因は人口増加率であるｄＰｉ／ｄｔより、より大きな経済的な変化率であるｄＣｉ／ｄ

ｔであることもさることながら、大きな人口Ｐｉにも起因するからである。

８０年代半ばまでの第２項による寄与分は先進国によるものであり、Ｐｉ（先進国地域の人口）や

ｄＣｉ／ｄｔ（経済成長率）は比較的小さかった（日本を除く）。しかし、８０年代後半からの場合

にはＰｉは東およびﾌｌＩ南アジアの人口であり、また、ｄＣｉ／ｄｔはこの地域における高い経済成長

率である。東および東南アジアの人口（Ｐｉ）は１７億（日本を除く）であり、先進国地域（ロシア

や東欧を含むか否かにより大きく変わる）の１．５倍から２倍である。箙二次大)伐後から、１９８０年

代半ばまでの先進国地域の年平均経済成長率は３～４％であったのに対して、８０年代以降の東およ

び東南アジア地域のそれは８～１５％である。束および東南アジア地域の経済的な成長の速さは、か

つて、先進国地域で経験されたものよりはるかに速く、３～４倍となっている。人口が多く、速い経

済成長によりもたらされた結果は、第２章で述べた如くである。

間接需要の増加率は経済成長によってもたらされた暮らし向きの向上の結果波及し始めることであ
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ろから、東および東南アジア地域における間接需要の本格的な増加はこれからである。時間的な流れ

で見ると、（２）式の示す食槌需要の増加の傾向は、まず、人口増加に始まl)、次に人口増加力荊止

された段階で経済成長が始まり、第２項による増加が新に加わることである。今日、世界の穀物市場

を逼迫させた要因は東および東南アジア地域の寄与分が第１頃から第２項に移ったことにある。しか

し、先進国地域の人口を１２億（日本を含む）、東および東南アジア地域の人口を１７．億（日本を除

く）とすれば、その合計人口は２９億であるが、世界の人|コは５８億であり、全人口の半分による第

２項への寄与分は未だ含まれていない。第２項には、かつて日本による、そして、近くでは東および

東南アジア地域による寄与分は含まれていなかった、これらの地域による寄与分は、今日では主要な

部分を占めるに至ったように、現在第２項に寄与していない人口の過半を占める発展途上の国々も、

インドを始めとして近い将来に次々と寄与し始めるはずである。

問題はさらにある。今後２０年間の間、人口は毎年８０００万ほど1Wえ続け、２０年後には少なく

とも１６億以上はiIi加する。今日「中国を誰が養うのか」ということが問題となっているが、１６億

とは現在の中国の１．３倍の人口である（文献５）。人口増加の大部分は発展途上地域によるものであ

り、この新たな人口増加による寄与分は、まず第１項に登場する。それ以後の経緯は前述した通|?で

ある。

世界の穀物市場が逼迫し始めたと言われるが、東および東南アジア地域における需要増大は始まっ

たばかりで、本格的な需要の増大はこれからである。しかし、需要の増大要因には全人口の半分によ

る寄与分は考廠されていない。さらに、２０年後のことになるが、その時点では少なくとも、１６億

の人口による寄与分を考・慰せねばならない。

食栂の大幅な増産には長い時iHIを必要とする。また、大'１１高な食継のjji9産は地球環境に大きな負荷を

もたらし、大規模な自然破壊要因となる。地球規模の環境破壊は日増しに深刻化し、人類の存続すら

危ういものとしている現状のもとでは、食糧の増産と言えども環境への負荷を鹸小限に留めねばなら

ない。今後とも食WIl需要の増加は長く続くため、環境への負荷の小さい大ｌＩ１Ｆｉな食糧増産プロジェクト

を一刻も早く瀞手する必要がある。先進国の中では食糧自給率が著しく低い日本にとっては、こうし

たプロジェクトの実施は極めて重要な国家的課題である。

５.大規模な水産資源開発の必要性

ａ）内陸水域の有効利用の促進

食糧の需給関係を逼迫させた最大の要因は陸上の動物タンパク源の需要の急増であった。そのため、

陸上の動物タンパク源の需要を抑制する効果を持つ水産タンパク源の増産は、今後の食糧の需給関係

の改善には非常に有効である。また、食糧の大幅な増産は地球環境に大きな負荷をもたらすため、食

糧需要の抑制は地球規模の環境保全には非常に重要なことであ為。

人類に必要なタンパク源は陸上タンパク源と水産タンパク源に二分される。陸上タンパク源は放牧

や飼料飼育によって得られる家畜や家禽である。一方、水産タンパク源は魚介類であるが、これは淡

水塵と海産の魚介類とに分けられる。海産魚介類の漁独高は全世界でおよそ１億トンであるのに対し

て、淡水塵の場合には詳しいデータすら存在していない。

大河の流域や大きな湖に面した地域では、昔から多くの水産資源が利用されてきた。しかし、捕獲

される魚介類の多くは自然からの収奪的なものであり、養殖などの飼育によって得られたものではな

い。そのため、狭い水域におけ為淡水産の資源は海産資源以上に乱渡され、生態系の維持すら難しく

なっている種が数多く見られる。資源保護と将来に向けた噸産利用を目的とした研究に地球規模の取
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組が必要となっている。

淡水魚介類を最も多く利用しているのは中国である。特に、長江は魚介類が豊富であり、さらに、

中･下流域には洞庭湖などの大きな湖も数多くあって､昔からこの地域では肉以上に魚介類が利用され

てきた。この地域で水揚げされている魚介類の総量はデータにばらつきがあり、明確な数字を示すこ

とはできないが、かなりの量に及び、淡水産としての利用では世界的に飛び抜けて大きなものとなっ

ている,。しかし、長江の本流を始めとして、風光明媚を誇っている洞庭湖などの多くのiiillは都市化や

工業化により汚染が著しく進み、資源堂が急速に枯渇しつつある。また、それと同時に有害物質が多

量に流入し、それらは魚介類を通して濃縮されるため、人⑤体への影響も心配され始めている。

緯度の低い地域における内陸水系は水量も多く、かつ、水質も富栄獲であるため、強い太陽光を利

用した総合的な養殖漁業は極めて生産性が高い。こうした地域は赤道直下のアフリカには数多く存在

している。食撒不足が深刻化しているアフリカでは、内陸水系の生態系の復元を目指すとともに、モ

ノカルチャー的にならないような総合的な養殖漁業を推進すれば、産業の振興ばかりでなく、深刻な

食撒不足を大幅に緩和させることができる。

南米大陸のほぼ中央部、ラプラタ河の上流地域に世界最大の熱帯湿原地パンタナールがある。この

湿原地はブラジル、ボリビア、パラガイにまたがり、総面積は２０万平方キロを越す。アンデスulllR

中部地域やブラジル北部高原から南に流れ出た水は全てこのバンタナールに集まるため、水量は多く、

かつ、富栄謹化している。強い太陽光のもとにおける盛んな光合成による生物生産量はアマゾン地域

より多く、生物種もまたアマゾン地域より多い。このパンタナール地域では近年、乱獲により魚介類

の量が急速に減少し始めた。パンタナール地域には豊富な魚介類を餌とする水鳥を始め、多くの水生

生物が棲息している。魚介類の減少はこれら水生生物の生態系を大きく乱す。生物種の保談や生態系

の保全を目指した大掛かりな対策を施す必要がある。その一方で、大規蝋な総合的な養殖漁業を試み

れば、新に産業を芽生えさせる可能性もある。

豚は雑食性の動物であるため、飼料として小魚を与えることもできる。また、富栄養化の水を強い

太陽光を利用して、栄養価の高い藻類を多量に作り出し、飼料とすることもできる。内陸国家である

ボリビアは南米で最も貧困化の進んだ国であるが、バンタナールの豊富な資源を利用して産業を育成

し、パンタナールを保護するとともに、ラプラタ河の河'11交通を整備するならば、ボリビアの貧困解

消を大きく前進させることができる。

ｂ）沿岸漁業の促進と国際援助協力

日本では沿岸養殖漁業が盛んに行われているが、東南アジア地域におけるエビ養殖を除くと、世界

的に見るならば、沿岸養殖漁業が大規模に行なわれている例は極めて少ない。近年、チリでフィヨル

ドを利用した大規模なサケ養殖業が日本の援助協力で実施され、見事に成功した。チリ産のサケは日

本にも大鑓に、かつ、定期的に輸入されるようになった。チリ産のサケはブラジルの市場にも大量に

出回っている。

チリやペルーの１１|]合は世界最大のアンチョビの漁場である。アンチョビは直接食用にされることも

あるが、ほとんどはミールとして養殖用のエサ、あるいは家畜の飼料用として用いられている。大量

にとれる活きの良いアンチョビを用い、天然のいけすとも言えるフィヨルドを利用した養殖漁業は非

常に効率がよく、また、品質も優れている。チリやペルーの沿岸を赤道に向けて北上するフンポルト

海流は低温海水であり、プランクトンを多量に含んだ栄養価の高い海流である。そのため、チリやペ

リーの沿岸域は沖合と同様に優れた漁場である。
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ペルーの北７００キロほどのところにトルヒーヨという都市がある。この都市より北の沿岸部は沿

岸から内陸部にかけて、比較的平野部が多くなる。海岸に近い平野部は低温海水と強い太陽光により

１年中霧が発生し、海岸に近いほど霧が発生しやすく、日照時間が非常に短い。しかし、内陸部に入

るにつれ霧は晴れる。プランクトンを多く含む海水を内陸部に引き込み、養殖漁業を行えば、他地域

とは異なったユニークな養殖漁業を興すことができる。低温海水であり、昆布を大量に入手すること

が可能であることにより、大規模なウニやエビの謹殖は可能である。

一般に、熱帯地域の外洋に近い沿岸域の海水は貧栄謎で、プランクトンが少ない。赤道直下には数

多くの島があり、これらの島々はサンゴ礁に囲まれている。サンゴ礁の内域は光合成も盛んに行われ、

生物生産力は高い。しかし、面積が小さいことと、周りの海水が貧栄養であるため、全体としての生

物生産量は少ない。ところが、サンゴ礁の外側は急に深くなっていることが多く、深海水には多くの

栄獲分が含まれている。深海水を利1;lilした養殖漁業を推進すれば、極めて効率が高く、多様性のある

養殖漁業が可能となる（文献６）。さらに、深海水は４℃近くの冷水であることから、海面近くの高

温水との温度差を利用して、発電しながら養殖施設の維持を図れぱ、省力的であり、地球に負荷をも

たらさずに、大量の水産タンパク源を生産することができる。余分な電力は島民に供給することも可

能である。

ｃ）深海水を利用した大規模海洋開発の必要性

全世界の漁換量はおよそ１億トンであるが、沿岸漁業やサケやマスの稚魚の放流などを除けばほと

んどの場合、漁漉の対象に対して育てることのない収燕漁業である。資源の増減に対しては多くの見

解があるが、いずれも実態を明確に把握しているか否かは疑わしく、研究をより一層推し進める必要

がある。宇宙開発には多くの研究饗が投じられ、その進歩の跡は著しい。しかし、海洋の研究に対し

ては研究予算も少なく、海洋の研究は宇宙の研究に比べて大幅に立ち遅れている。２１世紀に向けて

人類が生き残れるか否かに関しては、海洋が多くの謎を秘めている。しっかりとした海洋の研究から

まず、着手せねばならない。

食臘の増産に対して、陸上の場合にはどの程度増産可能であるかについては大方の予測はできる。

しかし、海洋の場合には大きく異なり、皆目見当がつかない。それだけ海洋に対しては未知の分野が

多いと言える。水産資源は、毎年、１億トン程捕獲されているが、魚はどこの海にも同じようにいる

というものではなく、調査結果によると、世界の魚類の生産の半分以上は海面域の０．１％を占めるに

過ぎない狭い海域で生産されている。この海域では深海水が湧き上がる湧昇現象が発生していて、プ

ランクトンが非常に多い｡さらに､大型のプランクトンは湧昇のため沈み雌〈､無駄の少ない生態系(食

物連鎖の階数が少ない）が形成されている。

人工湧昇とは言わずとも赤道直下の強い太陽光の得られる海洋で、大規模に深海水を汲み上げれば、

効率の高い養殖漁業を行うことが可能である。さらに、海洋の場･合には、陸上のような二次元的利用

とは異なり、工夫をすれば三次元的な利用も可能となって、生産性をより一層高めることができる。

光合成の活発な水域ではプランクトン濃度も高く、光は途中で吸収され、３０メートル以内で、表

面光度の196以下に減衰する。光合成を行うためには少なくとも表面光度に対して１％の光度は必要

とする。しかし、グラスファイバーなどを用いて表而光を減衰させずに水中に導けば、さらに深い水

域でも光合成をおこきせ為ことができる。深海水を表面に散布すれば、深海水は低温であるため重く、

ゆっくりと沈み込むが、沈んでいく過程でも強い光があれば、光合成により有効に利用できる。

深海水を用いた発電や養殖は既にフイジビリテイースタデイーを終えている。しかし、海洋上にお
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ける大規模なプラント建設となると問題は別であり、まず、しっかりとした生態系などへの調査が必

要である。次に、海洋資源を用いてどのようなプラント施設が建設可能か、あるいは、どのような施

設が実際に必要であるのかを検討せねばならない。エネルギー利用に関しては、太陽光と深海水を用

いるのであるから再生エネルギーの活用ということであり、問題はない。問題は生態系への影響とコ

ストである。前述したように、海洋における組織的な生態系の研究は皆無に近い。このことに関して

は、海洋は２１世紀に向けて人類がよりどころとせねばならない最も重要な地域であるため、プラン

トの建設を実施するか否かにかかわらず、国際的に一刻も早く積極的に進めねばならない。

プラントのコストは建設コストと維持コストであるが、維持には深海水と太陽光を主に用いるため

少なくてすむが、施設が大きく建設には巨額の磯用を必要とする。コストの回収には生産された資源

を当てねばならないが、それには資源の価格が大きな問題となる。価格は需要と供給により決定され、

供給が増えないもとで需要が増加すれば、価格は上昇する。水産資源に対しては乱獲がたたり、漁獲

量は頭打ちの傾向がある．各魚種に対する漁獲量の規制は年毎に厳しさを強めている。その一方で、

魚介類への需要は世界的に増加している。墹加が著しいのは中国である。今後、魚介類の国際Ⅷ価格は

急騰することはあっても下落することはない。

価格以上に重要なことは自然環境の問題である。大規模のプラント建設によって、毎年１０００万

トンの水産タンパク源が供給されるとすれば、その分陸上タンパク源の増産を抑制することが可能で

ある。豚肉１０００万トンに対してはトウモロコシ換算でおよそ７０００万トンが必要である。トウ

モロコシの単収は１ｈａ当たり７ｋｇであるから、増産のためには１０００万haの畑が必要である。新

たな畑の造成には森林を伐採せねばならず、自然環境は大きく破壊される。人類の存続に対して、現

在以上に地球環境への負荷を掛けてはいけないことを認識するならば、価格の高低で済まされる問題

ではない。

６）終わりにあたって

農耕開始とともに、人類は人口増加と食料増産との悪循環により環境破壊を繰り返し続けてきた。

その結果、地球規模の環境破壊は、人類の存続すら危ういものとしている。今後は食料の増産と言え

ども環境への負荷を最小限に留めるものでなければならない。食料の増産に対して、陸上に残された

処女地は少なく、また、開発の場合、これまで以上に環境に大きな負荷をもたらす。一方、海洋開発

は陸上に比べて、生産性は著しく高く、かつ、多くの可能性を秘めている。陸上開発に対して、代替

性のある海洋開発はできる限り海洋開発で実施すべきである。

日本は養殖漁業などにより積極的に沿岸漁業を進めてきた実績があり、この分野における技術的な

レベルは高い。また、大型の船舶や石油掘削用のリグなどの建造技術では世界最高の技術レベルを誇

っている。こうした技術を統合して、地球環境に負荷の小さい海洋プラントを作り上げることは、他

の先進国では実施しがたいことであり、海洋立国日本として、実に意義深いことである。そして、そ

の国|懸貢献は現代に生きる人々ばかりでなく、遠く子孫にまで、大きく及ぶことになろう。
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表1～３

■中国と世界の豚肉と鶏卵の生産量（表-1）

中国の豚侭 中国の鶏卵 世界の豚肉 世界の鶏卵

1985年 L7Z9 427 5,814 3,022

1986年 1,881 4５３ 6,121 3．１３８

1987年 Ｌ872 ６１７ 6,157 3,382

1988年 ２，０１３ 660 ｄ438 3,489

1989年 2.207 BT卵 6,746 3,471

1990年 2,373 750 6９４６ 3,576

1991年 2５４６ 碓侭 7.085 3,538

1992年 2,746 703 7,219 3，６１１

1993年 2８６４ 924 7,389 3,794

1994.年 3,384 1,006 7８９５ 3,935

単位（万ｔ）

■世界に占める中国の豚肉と鶏卵生産量の割合（表-2）

中国の豚肉 中国の鶏卵

1985年 2９７ 14.1

1986年 3０７ 1４．４

1987年 3０．４ 1８．２

1988年 ］ｌＢ ]９２

1989年 3２７ 1９６

1990年 ３４」 ZＬＣ

1991年 3５９ 1９４

1992年 3Ｒｎ 】９５

1913年 3８．８ 2４．４

1994年 42.9 ２５－６

単位（％）

■中国の穀物生産量：（表-3）

米 小麦 トウモロコシ 大豆

1985年 1７，１４８ 8,5Z９ 6,225 1,052

1986年 17,700 8９００ 6,556 1,10］

1987年 17,653 8,772 7,650 1,212

1988年 17.237 8,751 7，３８２ 1,092

1989年 17,94Ｃ 9,100 7.584 1,082

1990年 18,840 9,60Ｃ 8,765 1,151

1991年 18,745 9,500 9,335 9８１

1992年 18,815 10,100 9,534 971

1913年 18,72］ 1０，５０１ 10,338 1,301

1994年 17,825 1０，１２１ lq355 1,633

単位（万ｔ）
－１５－

【:'二１国の豚肉 中国の鶏卵 世界の豚肉 |世界の鶏卵

1985年 1,729 4２７ 5814 iO22

986年 1， 8１ 4５ ,121 ,１３８

987年 1 7２ ６１ ,1５７ ,382

988年 Ｚ 1３ 615 ,438 ,489

989年 2， 0７ 6８ ,746 ,471

990年 ２ 7３ 7５ ,946 ,576

991年 2， 4６ 6８ ,085 ,538

992年 ２ 4６ 703 ,２１９ ,６１１

993年 ２ 6４ 924 ,389 ,794

914年 8４ 1,006 ,895 ,935

に|ｺ国の豚肉 に１．国の鶏卵

1985年 ２９．７ 1４．１

986年 30.7 1４．４

987年 30.4 1８．２

988年 ３Ｌ３ 1９２

989年 32.7 1９６

990年 3４ 21.Ｃ

991年 3５ 1９．４

992年 3８ 1９．５

913年 3８ 24.4

994年 ２５．６

米 小麦 トウモロコシ 大豆

1985年 17,148 8,5Z， 6,225 1,052

986年 17,700 8,900 ,556 1,101

987年 17,653 8】772 ’6５０ 1,212

17,237 ８，７５１ ,３８２ 1,092

989年 17,940 DjlOO ,584 1,082

990年 18,840 9,600 ,765 1,151

991年 18,745 9,500 ,335 9８１

992年 18,815 10,100 ,534 9７１

913年 １８､721 10,501 1338 1,301

994年 17,825 1０１１２１ ,3５５ 1,633



国連海洋法条約の発効と

わが国の条約締結について

しんみじ＊ん

新美ｉ閏

外務省海洋法本部海洋課

１．はじめに

「海の憲法」と呼ばれる国連海洋法条約が、何十年にもわたる歴史を経て１９９４年１１月に発効

しましたが、わが国は、今次の国会で条約及び関連法案を成立させ、同条約は、本年７月２０日の

「海の日」にわが国に対して効力を発生しました。わが国は条約締結に際し、後述するような排他的

経済水域（ＥＥＺ）の全面設定や接続水域の設定、直線基線の採用や漁業制度の抜本的改革等を行い、

従来懸案となってきた海洋に関する基本政策を大きく前進させたと言えます。本日の講演においては、

戦後、海洋法の問題が国連の場で議論されはじめてから条約が成立するまでの経緯、条約の概要、国

内法整棡備の概要、条約締結に伴いわが国が取った政策の内容等を、御説明していきたいと思います。

２．条約と'慣習国際法

(1)海洋法の話に入る前にほんの少しだけ国際法一般の話をさせていただきます。、国際法には条約等

いわば明文化された国際法と、いわゆる慣習国際法という二つの分類がございます。一般の方にわか

りづらいのは慣習国際法であり、これは、国家実行や国際司法裁判所（ＩＣＪ）の判例の秋み重ねに

よって形成された、いわば明文の規定のない国際法であり、その個々の内容については、事例毎の各

国政府の解釈や学者の方の書かれた文献等をひもといていかなければなりません。また、国によって

その解釈が異なることもあり、法的な安定性という意味においては、明文の条約・協定と比して問題

がないとは言えないわけです。

(2)海洋にかかわる諸問題については、環境、海運、領海といった個々の分野毎に、今まで個別の条約

が作られてきましたが、海洋に関する包括的な秩序について明文で規定する条約については、今まで

ないというのが実状でした。すなわち、･個々の分野における個別の条約でカバーされないような問題

が生じた際には、今';|ﾖしあげた慣習国際法という、乱暴に申し上げれば目盛りのかならずしもはっき

りしない定規を基準にあてて物事を判断しなければいけなかったわけです。そこで、何十年にもわた

る国連の議論等を経て、国連海洋法条約が作られ、わが国もその締約国となったことにより、今後は

この条約に規定されている５００条近くの規定に基づいて、海洋を巡る個々の問題に対処できること

となったわけです。条約発効後２年近く経った現段階において、条約締約国数は１０３ヶ国に及んで

いますので、国連海洋法条約は各国一般に通ずる、普遍的な条約として認知されるに至っていると思

います。

一］６－



３．国連海洋法条約の成立に至る経緯

(1)そもそも海洋に関する国際法は、中世の時・代から各国や学者の間で議論がなされてきており、学者

の方の中には、海洋法というのはもっとも古い国際法であるという方もおります。具体的に、海洋法

に関する包括的な条約を作ろうという努力は、国際連盟の時代から行われてきたわけですが、海に関

する各国の利害関係の調整、権利・義務等を明文の規定でどのように定めるかについて、各国間の意

見の調整が難航し、事実上失敗に終わりました。

(2)戦後、国際連合が設立された際も、海洋の法的秩序に関する包括的な条約を作成するということが

国際法の世界においてもっとも重要なことであろうという各国の共通認識が生まれ、その結果、１９

５８年から３次にわたり国連海洋法会議が開かれました。この会議は非常に難航し、第１次国連海洋

法会議においてはいくつかの個別の条約はできたものの、包括的な海洋に関して全てをカバーするよ

うな大きな条約を作ることはできませんでした。

(3)その後、第２次海洋法会議の失敗を経て、更に１９７３年から１９８２年までの約１０年間にわ

たり第３次の国連海洋法会議が開催され、幾多の困難な交渉を経て、ついに１９８２年に条約が成立

しました。

しかしながら、困難はそこではおわりませんでした。国際法の世界においては、条約が単に「成立一

するだけでは法としての効力を認められず、「発効」することが求められます。国連海洋法条約につ

いては、６０番目の国が条約を批准してから１年目に条約が発効するという発効要,件が付せられてい

るわけですが、深海底に関する規定が開発途上国よりであるということで、わが国を含め先進国の多

くが条約を批准せず、結果として６０番目の国（ガイアナ）が条約を批准したのは条約成立後１０年

後の１９９３年１１月でした。その１年後の１９９４年１１月１６日に条約が発効したわけですから、

成立から発効まで１２年かかったわけです。しかしながら、この１２年間に先進国の批准を阻んでい

た深海底に関する規定の見直しが進められ、その結果、１９９４年夏に深海底の規定を実質上改正す

る新たな協定、「国連海洋法条約第１１部の実施協定」が作られたことから、わが国を含め先進国が

国連海洋法条約を締結する道が開かれたのです。

(4)今申し上げた１９９４年夏の実施協定の成立、先程申し上げた同年１１月の国連海洋法条約の発効、

この二つを契機に、先進国を中心に怒涛のように条約締結国が増え、条約は一気に普遍的なものとな

りました。かかる経緯の中で、わが国が今次国会に条約及び関連法案をかけ、これらが７月２０日に

わが国に対して効力発生、施行されたことは、既に申し上げたとおりです。前述のとおり、現在まで

に、韓、中、独、伊、仏をはじめ、１０３ヶ国が条約の締約国となっています。

４、国連海洋法条約の概要

条約は関係の議定書や実施協定を含めると大体５００条程度になる、極めて大部なものであり、外

務省が今まで国会にお諮りした条約の中でも五本の指に入る位の大きな条約であると考えられます。

既に申し上げたとおり、「海の憲法」と言われ、海洋に関する法的秩序を包括的に定めている同条約
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ですが、イメージをつかむ意味からも、中になにが書いてあるのかということを駆け足でご説明申し

上げたいと思います。但し、その前に、国連海洋法条約の.世界において、「海」が地理的にとのよう

に区分されているかということをまず御説明したほうが、皆様の理解が速まると思います。

(1)まず、前提となる概念として「基線」があります。基線は後述する領海や排他的経済水域等の地理

的範囲を決める基準になる線でございます。詳しくは後述しますが、とりあえずは低潮線ということ

で整理しておきましょう。条約上、基線から測って最大１２海里までの水域に領海を設定することが

できます。領海というのは、わが国の主権の及ぶ範囲であり、領土と領海、更には湾の中等内水をあ

わせて、領域と呼びます。領海の外、基線から測って２４海里までには接続水域を設定できます。こ

れは、入管関係や衛生関.係等、いくつか特定の事項について、領海の外で沿岸国が一定の取り締まり

を行える水域です。更に、領海の外、基線からはかって般大２００海里までに排他的経済水域を設定

することができます。同水域の中においては、漁業資源、鉱物資源などの資源に対する権利、更には、

例えば波力発電、環境保全、科学的調査等についても、沿岸国が管轄権を有することができるとされ

ています。

(2)以上は海洋の主として「水」の部分についてお話致しましたが、海の底には海底があります。条約

においては、基線から２００海里までは「大陸棚」として生物、鉱物資源等に対する沿岸国の管轄権

が及ぶこととされています。ここで御注意いただきたいiのは、条約上は、海底の地形、深度等如何に

かかわらず、相対国等がない限り、原則として２００海里までは、自動的に沿岸国の管轄権が認めら

れるということであり、これは、ある意味で画期的な規定であると言えると思います。更に、沿岸国

の管轄権が及ばない海底、すなわち具体的には、大陸棚の外側ということになりましょうが、ここに

ついては「深海底」と呼ばれ、深海底に眠る資源については人類共同の遺産として、条約の規定に従

い種々の管理等が行われることとなっています。ここでも御注意いただきたいのは、地学上の観点と

は関係なく深海底の範囲が決められていることであり、,例えば非常の水深の浅いような水域でも、沿

岸国の管轄権が及ばないのであれば、条約の規定上は、深海底ということになります。

５，直線基線

以上のような説明を前提に、条約の概要と右に関連してわが国がどのような政策をとったのかとい

うことについて、順番に御説明していきたいと思います。まず、基線についてですが、国連海洋法条

約については、基線として、既に御説明した低潮線以外にも、直線基線を採用することを認めていま

す。直線基線とは、一言でいえば、凹凸の激しい海岸、あるいは、海岸沿いに島が連なっている場合

等に、海岸線に平行な形で基線として引く直線を言います。実は、直線基線の制度については、国連

海洋法条約を待たずしても、１９６４年に発効し、わが国も締約国となっている領海条約においても

既に採用されていたのですが、領海条約にわが国が入った１９６４年当時は、直線基線が制度として

まだ成熟しておらず、近隣諸国もあまり採用していなかったことから、わが国としては、導入を見送

った経繍があります。その後、韓国、中国、ロシアはじめ各国が同制度を採用するに至ったこと、制

度自身も国家実行の積み重ねにより成熟してきたこと等から、我が国としても、条約締結を契機に、

直線基線を採用することとした次第です。いかなる地形について直線基線を採用できるかについては、
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条約の中に具体的な規定が定められています。直線基線を採用することによって、結果として領海、

接続水域、大陸棚、排他的経済水域等の外縁が前面に押し出されることになります。また、基線や水

域の外縁がまつすぐになりわかりやすくなるので、水域管理等の観点からも望ましいと言えます。わ

が国は、この度の領海法改正により新たに法律によって同制度を採用できる旨規定し、同法律は７月

２０日に施行されましたが、実際に基線を引くのは利用者への周知徹底の期間を見込んで、来年の１

月１日からということになっています。

６，領海の幅員について

条約は、領海の幅員を最大１２海里までと定めていますが、実はこれは画期的なことといえます。

なぜなら、領海の'幅員のあり方については従来より関係各国間で様々な意見が別れ、領海条約を含

め、今まで条約に明文でこれを規定することができなかったからです。沿岸国としての管轄権を拡大

したい国は国際法上許容される領海の幅をなるべく大きくとろうと主張し、「領海２００海里論」を

主張する国も出る程でしたが、わが国をはじめとする海洋国家、すなわち海洋を利用する立場の国は、

自国船舶の海洋における活動の自由を少しでも広く確保するという観点から、狭い領海を主張してき

ました。わが国は、１９７７年に領海法を成立させ、領海１２海里を既に実施していましたので、か

かる意味において、わが国としては結果として国連海洋法条約を先取りしたことになります。なお、

条約は、領海幅員を最大１２海里と定めているだけであって、１２海里以下でも国際法違反とは当然

なりません。実際、海峡における航行の観点から、わが国はいくつかの海峡部分について領海幅員を

３海里に押さえています。

７、接続水域

接続水域については、既に申し上げたとおり、例えば密入国者の取り締まり、密輸の防止、検疫の

強化等の観点から沿岸国にとって効果のあるものです。わが国周辺水域における外国船舶の活動の増

加等を背景に、今次の国連海洋法条約の締結を契機に、わが国は接続水域を新たに設定しました。な

お、直線基線の場合と同様、接続水域についても領海条約の下で既に認められていた制度です。

８，排他的経済水域

(1)排他的経済水域の設定は、今次の我が国の条約締結に際し最も大きな話題となった重要な政策決定

課題でした。まず、同水域についておさらいすれば、条約によれば沿岸国は領海の外側に基線から２

００海里を超えない範囲で排他的経済水域を設定できるとされており、同水域の中では、漁業資源、

鉱物資源のみならず、波力発電・環境・科学的調査等経済的な事項について沿岸国が主権的な権利を

有することができるとされています。また、排他的経済水域の中に人工島や構築物といったものを作

る場合にも、沿岸国がその設置や利用に関し一定の管轄権を有するものとされています。
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(2)わが国は、１９７７年末、漁業水域暫定措置法に基き漁業水域を設定していましたが、これは、そ

の名前からも明らかなように漁業に対する管轄権だけを主張しうる水域でした。更に、漁業水域につ

いては中国や韓国に対而している西の部分については設定していませんでした。かかる状況下、今次

条約を国会にあげるにあたり政府部内においては総理、国会においては与野党を巻き込んで、以下の

３点が大きな議論となりました。

(ｲ)まず、漁業水域にかわり排他的経済水域を設定するべきかという問題です。この点については、沿

岸国として及ぼしうる管轄権の内容が漁業にとどまらず拡大するわけですから、条約上の権利の行

使として、当然新たに設定すべしということで、関係者の間で意見の一致がありました。

(ﾛ)次に、漁業水域は西の部分に部分的に設定されていませんでしたが、排他的経済水域を設定する際、

同水域を漁業水域と同標に部分設定するか、あるいは全面設定するかという問題です。これは、条

約上記がられた権利を最大限行,便すべしという観点からは、当然全面設定ということになりますが、

他方、全面設定すればわが国固有の領土である竹島等にも水域が引かれることになり、韓国をはじ

め近隣諸国との関係がむずかしくなるのではないかとの議論がありました。

(ﾊ)３つ目の議論は、韓国及び中国漁民に対する適用除外制度の問題です。すなわち、漁業水域内にお

いては、わが国の管轄権が及ぶわけですから、水域内で操業を行おうとする外国漁船は当然のこと

ながら事前にわが国当局の許可を得ることが必要であり、また、無許可で漁獲を行えばわが国の取

り締誇りの対象となるわけですが、韓国と、中国の漁船についてだけは、適用除外、すなわちわが

国の許可も不要で、また、我が国の取り締まりも受けないという特別の扱いが許されており、これ

を適用除外制度と通称しています。この適用除外制度については、現在の日輔漁業･協定及び日中漁

業協定にも基づくものですが、なぜこのような条約の規定があるかと言えば、かって韓国や中国の

漁業が弱体でわが国の漁業が強大であった時期にこれら条約が作られたことから、わが国漁船の韓

中沿岸での自由な活動を確保する観点から、「お互い自国の船は自国で取り締まることとし、沿岸

国は手出ししない」という形で二国間条約を締結したという経緯があるわけです。ところが、その

後、韓中の漁業が大発展し、わが国沿岸における乱獲等が問題となってきたことから、国内におい

ては、わが国周辺水域における韓中漁船の活動を取り締まるべしという議論が巻き起こることにな

ったわけです。韓中漁民からすれば、自分の都合の良いときに自国に有利な形で協定を作っておい

て、自分の都合が悪くなったらそれを変更したいとは日本はなんと身勝手なという話にもなりまし

ょうが、逆に言えば、韓中漁船による漁獲がわが国漁業にとってそれほどにも驚異となってきてい

るという厳然たる事実があるわけです。

(3)さて、以上のような選択肢に対し、わが国はどのような政策決定を行ったのでしょうか。排他的経

済水域の設定自身は誰もが反対できない方針として、選ぶべきは、まず、水域の範囲を全面設定する

か部分設定するかという選択と、韓中漁民に対する適用除外をやめるか（全面適用）維持するか（部

分適用）かという選択です。すなわち、それぞれ二つの選択肢があり両者を乗ずると２×２で４とお

りのオプションがあったわけです。政府部内や国会、更には与野党、漁業団体等との色々なやりとり

を経て、最終的に法律等の形で決定された選択肢は以下のとおりです。

(ｲ)排他的経済水域の範囲については、全面設定とする。水域の一部除外は行わない。

(ﾛ>適用除外制度についてはとりあえず維持し、新たな日韓、日中漁業秩序の榊築に向け早急に両国と

協議を行う。
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(4)以上のとおり、わが国の選んだ選択肢は、新聞の見出し風に一言で言えば「全面設定、部分適用」

というものでした。全面設定については、国内の評価は得ましたが、他方、韓国、中国からは強い非

難を招き、特に、韓国においては、反日的運動が激化し、我が方大使館、領事館等に連日抗議のデモ

が押し寄せました。また、竹島の領有権に対する主張を強化するためといって、竹島問題が韓国国内

で大きくとりあげられ、竹島観光ツアーが企画されたり、大統領が竹島の警備責任者を電話で激励す

る等、ナショナリスティックな反応がヒートアップしています。日韓両国の外交当局間では、排他的

経済水域の境界画定交渉を一刻も早く開始するということで、基本的に認識が一にしていますが、具

体的にどのような線引きをするかという点については、未だなにも結論は出ていません。

(5)他方、適用除外制度をとりあえず維持するという方針は、国内の特に漁業関係者から強い反発を受

けました。政府としては、適用除外制度の廃止を強硬するためには、既存の日韓・日中漁業協定を終

了させねばならず、このことは両国との二国間関係に深刻な影響を与えるという全般的な観点から、

韓、中と話し合いにより早急に既存の制度の見直しを行うという方針を貫きましたが、韓国、中国漁

船に自分の漁場を荒らされ、それに対し手出しを全くできないという状況にがまんを重ねてきたわが

国漁民の間からは、既存の協定を廃棄して谷適用除外制度を廃止すべしという強い意見も出されまし

た。その結果、適用除外制度はとりあえず維持されたものの、与党三党からは、韓、中との交渉を－

年以内にまとめよとの厳しい指示をいただいている次第です。

９，大陸棚

以上、排他的経済水域についての説明が長くなりましたが、大陸棚については、既に申し上げたと

おり、基線から２００海里までがいわば自動的に沿岸国の主権的権利として認められることになりま

した。更に、細かい説明は割愛しますが、場合によっては、２００海里以遠についても沿岸国として

大陸棚の権利を主張できることについて、条約は非常に細かい技術的規定をおいています。具体的に、

わが国の大陸棚として２００海里以遠についても主張しうる地域があるのかについては、現在海上保

安庁において調査を行っていますが、結論がでるのはかなり先になるのではないかと思います。

大陸棚については、報道等でも－時大きくとりあげられましたが、中国との間で境界画定をめぐり

大きな問題がございます。すなわち、中国大陸とわが国の間は４００海里の幅に満たないので、わが

国、中国がともに２００海里の大陸棚を主張すると重複する部分が出てくるわけですが、わが国が、

かかる場合には中間線原則によるべき旨主張しているのに対し、中国側は、当該海域における大陸棚

は中国大陸が太平洋にむかって張り出してきたものであり、琉球諸島のすぐ西の沖縄トラフを境とし

て、以西は全て中国の大陸棚であるという主張を従来よりしているのです。実は、この問題について

は、国連海洋法条約締結以前から存在しているのですが、国連海洋法条約を日中両国が締結したこと

により、問題が一層顕在化したのではないかと思います。中国は、わが国固有の領土である尖閣諸島

に対しても領有権を主張しており、前述した排他的経済水域の問題と並び、大陸棚をめぐっても色々

と摩擦が続きそうです。
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１０、水域設定による面積の拡大

以上、領海、接続水域、排他的経済水域と大陸棚の説明が終わったところで、これら水域に関する

数字を若干披露致しますと、全くの試算ではございますが、わが国の領土の面積は大体３８万平方キ

ロメートル、領海の面積は３１万平方キロメートルですが、排他的経済水域を全面的に設定したこと

により、４１１万平方キロメートルがわが国の主権的権利が及ぶ海となったわけです。この数字は、

領土の約１１倍、領海の１３倍にあたります。わが国は、領土は極めて狭いのですが、この排他的経

済水域の面積では世界第６位だとおっしゃる方もいます。

１１、深海底

以上、わが国の主権的権利が及ぶ水域について御説明して参りましたが、先に申し上げたとおり、

その先の梅、すなわち、沿岸国の主権的権利が及ばない海底を、深海底と呼びます。その上部の水域

は、原則として公海ということになります。条約においては、深海底は人類共同の財産としての位置

づけがなされ、一つの国の管轄権の下に開発するのではなく、国連の下で各国が強力して開発しよう

ということになりました。具'体的には、条約に基づき国際海底機構という国際機関が新たにジャマイ

カに設置され、各国は、同機構のレジームの下において深海底に関する開発を行うという仕組みにな

っています。わが国は、深海底資源開発（株）という民間会社がハワイの南東沖で深海底の探査を行

っており、暫定的に鉱区を確保しています。この鉱区は、北海道と同じ程度の広さと聞いています。

深海底においては、レアメタルであるコバルト、ニッケル、マンガン等が眠っています。マンガン

団塊や熱水鉱床については、私より皆様のほうが詳しいのではないかと思います。現在の技術力では、

これら資源を商業ベースで開発することはできませんが、来世紀のはじめ頃には、技術の発達により

採算にのせる形で開発ができるのではないかと言われています。御承知のとおり、わが国はレアメタ

ルのほとんどを輸入に頼っていますところ、これらを一部需給できるという体制が整いうることは、

極めて重要と考えられます。

１２、国際海洋法裁判所

国際法に関する常設の裁判所としては、オランダのハーグにおかれている国際司法裁判所がありま

すが、国連海洋法条約に基づき、今秋に、国際海洋法裁判所が設置されることとなりました。裁判所

はドイツのハンブルグに設・置される予定であり、２１名の裁判官の選挙が本年８月１日にニューヨー

クの国連本部で行われる予定です。国際海洋法裁判所は、国連海洋法条約の解釈に関する問題により、

締約国の付託を受けて裁判を行う機関であり、判決は付託国について拘束力を有します。かかる意味

においても、海洋国家であるわが国としては、同裁判官選挙に高い関心を有しており、上智大学の山

本草二教授（国際法）を候補として指名しているところです。
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１３、まと肱

以上、国連海洋法条約の概要、わが国としてとってきた政策等について概要ご説明してきました。

以上をお聞きになってもはやおわかりのとおり、海洋法の歴史は、広い公海、狭い領海から、狭い公

海と広い領海、接続水域、排他的経済水域の時代に移ってきています。これは、沿岸国の管轄権を地

理的にも、内容的にも拡大していこうという一環した流れであります。海洋国家であるわが国として、

かかる動きが結果として有利に働くのか、不利に働くのかは、現時点ではなんとも言えませんが、か

かる時代の流れが止めようもない段階まで来ている以上、わが国としてそれを最大限利用すべ〈、必

要な政策と法整備をとる必要があったわけです。

１４、国内法整備

最後に、今次の条約締結に伴い整・備した法令をご紹介すれば以下のとおりです。

領海法の一部改正法案

海上保安庁の一部改正法案

排他的経済水域及び大陸;棚法案

排他的経済水域における漁業等に関する管轄権の行鰯使等に関する法律案

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律案

水産資源保護法の一部改正法案

海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律の一部改正法案

原子炉等規制法及び放射線障害防止法の一部改正法案

御清聴、どうもありがとうございました。
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逼討･論１

●司会（佐久田）ただいまから、吉田先生、新美先生のお話についてご質問あるいは

ご意見をちょうだいしたいと思います。まずご質問からちょうだいいたしましょう。

●有田（船舶技術研究所）海洋法についてお伺いします。排他的経済水域の経済活動

というのはどういう定義をされているのでしょうか。私は造船関係なのですが、例えば、

大きな構造物を浮かべて固定するということは経済活動として認められるのかどうか雨

そのへんについてお伺いしたいと思います。

⑪新美（外務省）排他的経済水域における活動の具体的な内容でございますが、まず

非常に無機質的に条約の規定を読みますと、「海底の上部水域ならびに海底、およびそ

の下の天然資源（生物、非生物を問わない）の探査。開発・保存。管理のための主権的

権利、あるいはその他の経済的な探査および開発のための活動（海水、海流、風からの

エネルギーの生産等を含む）、さらに人工島設備、構築物の設置。利用、海洋の科学的

調査、海洋環境の保護および保全」と非常にわかりにくいのですが、一言で申しますと、

およそ経済的な活動であれば、環境も科学的な調査も含め、天然資源であれば生物であ

ろうと鉱物であろうと、沿岸国の管轄権が及ぶことになります。

今のご質問は非常に難しいご質問なのですが、大きな海洋構築物については、これは

国内法上の問題かもしれません。何が船かという定義で運jliiiii省と建設省でいつもケンカ

をしているらしいのですが、一般的に申しあげれば、海底に固定されている構築物につ

いては海洋法の世界でいう人工構築物ということで、沿岸国の管轄権が及ぶということ

になると思います。

例えば、私も聞きかじりですが、たしか福島県の沖か何かの領海沖に石油探査のため

のリグがありまして、これは固定されているので、当然沿岸国たる日本の管轄権および

法令が及ぶということになります。他方難しいのは、皆さんもご専門だと思うのですが、

非常に大きな、船ではないけれど構築物については、例えば、海底にきちっと固定され

ていないようなものが、船であれば沿岸国の管轄権は及ばないで旗国の管轄権が及ぶこ

とになりますが、これを構築物とみなせば、日本の沿岸国の権限が及ぶことになる。そ

のへんの境界がぎりぎりどこになるかという問題については、私はむしろ皆様からいろ

いろ教えていただいて勉強しなければいけないと思っています。

●岡野（東京大学）新美さんにお伺いしたいのですが、先ほど深海底の鉱物資源の開

発について先行投資国が有利な話で進んでいたところを修正したおかげで、今度こうい
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う形にこぎつけたというふうにおっしゃったように伺ったのですが、簡単で結構ですの

で、どういうところを修正されたのかお聞かせください。

●新美非常に難しいご質問ですが、一言でいいますと、概念的には、今度ジャマイカ

にできました国際海底機構が深海底に関する開発の総元締であるということで諭一つは、

深海底に関する開発の利益みたいなもの、あるいはお金を各国から集めて、それをまた

平等に各国に分配すること。つまりお金の面で元の海洋法条約には今までいっぱいお金

を注ぎ込んできた先進国に対し、結果として不利であるという規定がございましたので、

そこをもう少し先行投資国寄りに有利な規定に直したということが－つございます。

もう一つは、実はこれはエンタープライズまたは事業体と呼んでいるのですが、条約

の規定に基づきまして、国際海底機構という国際機関自身が自ら深海底の開発をすると

いうことになっていたわけですが、今の時点で深海底からのレアメタルの開発は商業

ベースにのっていないわけですから、その時点から何か大きな国際海底機構の事業体を

つくって、そこにお金をいっぱい注ぎ込んでも意１床がないだろうということで、エン

タープライズに対壜するお金の拠出の規定を凍結したわけです。非常に雑でございますが、

イメージとしてそういうことでございます。

●星野（海洋システム）吉田先生にご質問をさせていただきます。今日の先生のお話

のような規模で水産の開発事業をやるということで初めて水産に関する海洋開発という

言葉が生き生きとしてきたわけで、非常にうれしいと思います。ただ、先生はこういう

活動をおやりになって痛感されていると思いますが、こういう規模のお仕事をやるにつ

いての開発費は、予算の面では現行の水産庁の予算とかその他とはまったく規模の違う

ことになると思います。先生はずっとこういうお仕事に携わってきて仲間づくりもやっ

てこられたと思いますが、そういう実行面で、とくに予算面、施策面では、いっぺんに

よくなることはないと思いますが、しかし期限的には20年ではなくて10年以内にやって

しまわなければならない、量についてもはっきりとした見通しをお持ちでございますけ

れど、これをどういう切り口でやったらいいかということについての感触などをお聞か

せいただきたいと思います。

●吉田（産業能率短期大学）皆さんよ<ご存じだと思いますが、世界の漁獲量は約１

億トンで頭打ちになって、それに対して需要はどんどん増えている。だから、水産資源

開発は食料問題の一環として考えるべきです。これは政府に対してということになるで

しょうけれども、まず現在の農業の総予算の問題をもう一度整備しなおして、日本の農
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業の場合には、一般に穀物の問題を通してやっていますが、穀物だけで生きていかれる

ものではなく、タンパク質の問題にもなりますから、結局、穀物の自給率と畜産と水産

のタンパクの自給率を考えなければいけないわけです。

そのなかでさらに陸上タンパクの問題はアメリカとかいろいろなところに依存してい

くのですが、私が考えますのは諭食料の自給というもの､.あるいは自給ではなくても達

成確立の安全保障ということで考えますと、今申しました予算というならば、将来的に

は農業予算を水産へまわすということ。あるいは、もう少し世界の食料安全保障という

ことでは、直接消費というのは人口増加で伸びてまいります。８億とか10億の絶対的な

貧困は別として、人口増加で伸びてきますから１．５％ぐらいです。しかし、経済成長で

くる部分はもっと旱うございます。食料不足というものはまだ価格の問題ですが、もし

今年の夏にアメリカが旱魅になった場合には、アメリカが自由に出すか出さないかとい

う問題が出てまいります。現実にアメリカでも肉の生産量が減っています。飼料が高く

なってきたために生産をとりやめたわけです。牛をどんどん殺してしまったので、将来

の牛の生産力が下がったわけです。

このように、動物タンパクの問題に対して各国が逼迫してくる問題が出てまいります

ので、これからは農業予算を減らした部分を食料の安全のほうに稲だから農業の維持と

いうことではなくて、日本国民の食料の安全保障で、穀物分野、タンパク分野、それを

陸上と海産と分けるような形にして予算を捻出すると。その中から出てくる部分は、

ＯＤＡとして発展途上国へまわす。発展途上国では食料不足で餓死者が出ています。と

くに子どもが深刻で、５歳未満の子どもが2,000万人ぐらいずつ死んでいるので、こう

いうことに対する配給とか、そういう部分も兼ねた国際的な共同機構による大きな構造

物というものを考えるべきではないか。そういう意1床においては、ＯＤＡあるいは日本

の食料の農業予算などからの拠出というものを考える。

要するに、日本の場合には食料の安全保障をトータルとして考えるということ。そう

いうふうに考えれば、今いう農業だけではなくてもっと幅広いものになって、農業部分

からも全部入れたことが考えられるということです。先ほどもいろいろなお話をしまし

たが、農業だけではなくて水産、漁業も含めて、陸上も海も総合して考えるときになっ

たと思いますし、そう考えないと、環境だけが一方的に破壊される。このように思いま

す。

⑪司会（佐久田）ありがとうございました。
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国国際会議報告

●司会（松田）私は水産工学会からの運営委員で、東海大学の松田です。よろしくお

願いいたします。恒例でありまして、最初は国際会議報告ということで、今回は３人の

方に総計７件の報告をお願いいたします。まず最初に、佐久田先生のほうから、「ＯＴ

Ｃ」と「ＰＡＣＯＮ」についての報告をよろしくお願いいたします。

●佐久田（日本大学）国|際会議の報告ということで、「ＯＴＣ（OffshoreTechnology

Conference)｣と「PACOMPacificCongressonMarineScienceandTechnology)」

の２つの国際会議につきまして報告させていただきますので、よろしくお願いします。

ＯＴＣといいますと、むしろ皆様方のほうが詳しいかと思いますが、毎年５月の初旬

に米国のヒューストンにおいて開催される国際会議です。これが始まったのは10数年前

であったと思いますが、なかなか大きな国際会議として著名ですので、皆様方も１回や

２回はご参加になったかと思います。今年は５月６日～９日に開催されました。場所は

おなじみのアストロドームというヒューストンの大きなドームであります。会期は６日

～９日となっていますが、実質的には８日で終了しました。

この会議の特徴はご案内のように、アメリカの海洋石油開発に関して、原油および天

然ガスの開発業界が中心になって毎年開かれており、わが国からの参加は、展示会およ

び学術研究発表の２つの部門の各々に相当数参加しておりましたが、今年は残念ながら

展示会のほうは非常に少数でした。新日鉄ほか２社だけで、ブースも３つでした。これ

は全体の総数からすると、コンマ数％というようなパーセンテージです。石油業界、と

くに海洋石油の開発状況からすると無理からぬ状態ですが、学術研究発表のほうもそれ

に比例するような格好で、わが国から参加しました数が非常に少数でした。そのあたり

は、もちろん当事者としては数をふやしたいと思っておりますが、学術会議の論文数あ

るいは展示会のブース数も残念ながらここ数年減少の一途をたどっています。

これが全体のレイアウトです。アストロホールの下のほうといいますか、弓型になっ

ているこの部分で学術研究論文発表会がありました。メイン会場はあくまでも展示会に

なります。この横のほうに大きな建物があり、それも展示会場に使われています。これ

はおなじみの形かもしれません。

２つの部分に大きく分かれています。１つは、テクニカルプログラムという格好での

学術研究の発表です。もう１つが、先ほどから再三ふれておりますエキシビション慰い

わゆる展示会です。私としましては、もちろん展示会場も結構ですが、学術論文の発表

会のほうに興味が集中しました。

これが全体のセクションスケジュールです。このような格好で、横軸は月曜から水曜
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まで実質的には４日間となっており、縦軸に部屋をとり、７つの部屋をうまく利用した

プログラムです。１日を午前と午後の２つに分け、各セッションが活用するということ

になっています。赤いマークがついているのは冠私が興味をもったところで、この会場

を順繰りしたというわけでとくに意味はありません。

このなかで全体の流れとして私が感じたのは、探査のほうについては、３Ｄという格

好で、時々刻々と探査の状況を、あるいは地下構造が変化するのをグラフ化し、それを

的確にキャッチしようというテクノロジーとか、あるいはノルウェー沖のハイド湾にあ

る油田のテンション・レグ・プラットホームについての構造的ないろいろなペーパーが

出たようです。それから南シナ海の新しい油田の開発計画や、ブラジル沖の油田の開発

計画がメインのテーマになっていたようです。私がそう申しあげますのは、キーノート

の発表とか、ランチョンの発表会を順繰りにまわり感じたものです。

個々のセッションについては、以下のようなものでした。これは火曜日の午前の部の

117室と114室のプログラムです。時間割としては、左側のほうは２時間半で６つのテ

ーマですから、１テーマ30分弱です。右のほうも２時間半で６つのテーマですから、１

テーマについてはそういう時間配分になります。右のほうは南シナ海の開発計画で、左

のほうはプロテイン。プロダクション・テクノロジーについてのペーパーをまとめてい

ます。

全体のペーパーの数としては、私の記録では300強ありました。これぐらいの報告に

なりますが、来年も同じようなスケジュールで５月の初旬に行うというアナウンスがあ

り、くれぐれも論文発表をよろしくお願いしたいということをしきりに勧誘していまし

た。ＯＴＣについては以上です。．

もう一つの「ＰＡＣＯＮ」のほうはなじみが薄いところがあるかもしれませんが、

「ＰＡＣＯＮ９６」といいまして、今年の６月17日～22日の６日間、実質的には５日間

ですが、米国ハワイのホノルルで開催されました。ＰＡＣＯＮは毎年１回開催されてい

ます。これは海洋関係全般について云々ということをうたい文句にしています。これは

ＯＴＣと違いまして、石油関係のどうこうというのはわりと色が薄いというか、そうい

う傾向は強くありません。このあたりでＯＴＣがちょっと変わった国際会議といえば、

たしかにそういえます。ＰＡＣＯＮはともかく海洋関係をまんべんなくということを標

梼しています。太平洋一帯の諸外国から参加しており、今年の学術論文の発表の国別の

データが出ておりましたが、２０カ国となっています。

向かって左側のほうは、来年のＰＡＣＯＮ会議の予定です。「ＰＡＣＯＮ'９７－|は香

港で８月６日～８日の開催予定になっています。たまたま７月１日に香港の返還という

ことがあり、その翌月で、まだざわざわしているかと思いますが、香港で開催されます。
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このＰＡＣＯＮ会議の性格は、「パシフィックフォーラム・フォー。マリーン・サイ

エンス．アンド゜テクノロジー(PacificforumforMarmeScienceandTechnology)」

という格好で、太平洋一帯の海洋に関する話題なら何でも結構ですというような会議で

すので、今までの経過をみますと、左上に今までの国際会議の歴史のようなものが出て

います。８４年から、８６覇８８，９０と、もちろんハワイが中心ですが、北京で開いたり、

オーストラリアのタウンズビルや、来年は香港、来々年はソウル、その次はハワイで開

催することになっています。これは１年おきのスケジュールになっています。これが本

会議と称するもので、この間に地域別の会議をしようというので、こういうリストにな

っているわけです。

さて、今年のＰＡＣＯＮの会議には一つ特徴がありました。ＰＡＣＯＮの会議と並行

して、「コングレス・オン。コースタル．アンド・マリーン゜ツーアリズム（Congress

onCoastalandMarineTourism)」という、コースタル・エンジニアリング（海岸エ

学)､海岸観光開発的な会議が行われました。これはＰＡＣＯＮとまったく独立した会議

です。６月19日～22日というスケジュールでわかりますように、重なるような格好で、

そして同じ場所のイリカイホテルで行われました。中規模の国際会議をこういうふうに

並行して行うというのも一つの方法ではないかと思って、別の角度で興味をもったわけ

です。この２つの国際会議は並行して行われたわけですが、もちろん登録料.などは別立

になっています。しかし‐両方の会議に出る方にはそれだけメリットを与えますという

格好で、いろいろな条件をつけて優遇しています。

ＰＡＣＯＮの会議のほうは私のメモでは、論文数は212編になっています。論文全体

が２つの大きなブロックに分かれて、「オーシャン・サイエンス。アンド・テクノロ

ジー（OceanScienceandTechnology）」というサイエンスとテクノロジーというもの

で１つのブロック。それから「マリン・リソース・マネージメント．アンド・ディベロ

ップメント（MarineResourceManagementandDevelopment）」といって資源の問題、

マネージメントの問題、純然たる開発の問題という形でひとくくりして、大きく２ブロ

ックに分けています。最初のサイエンス．アンド・テクノロジーのところでは76編、２

番目のブロックのマリン・リソース・マネージメント．アンド・ディベロップメントで

はその倍近い136編があり、合計すると212編になっています。１のブロックを14セッ

ション、２のブロックを23セッションに分けて、各々20分～25分の発表および質問時間

となっていました。

全体の傾向については、なかなかとりまとめが難しいところがありましたが、海洋開

発あるいは海洋に関するサイエンス.アンド。テクノロジーについて広く皆さんが応募

してこられました。日本からの応募者も相当数ありまして、全体で17～18編、数え方に
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よっては20数編になるかと思いますが、これらの皆さん方が発表を行ったわけです。以

上でＰＡＣＯＮ９６は終わりたいと思います。

今申しあげましたＯＴＣとＰＡＣＯＮ'９６の学術論文の発表会と並行して、あるいは

終了してからのテクニカルツアーは両会議とも非常に面白いツアーを組んで、皆さん方

が参加されました。

この国際会議の報告というものの目的が、お忙しい皆さん方は国際会議のニュースだ

けで実際にご出席なさる機会が少ないので、それを何とかカバーするような方法は考え

られないだろうかということからこういうプログラムを作ったと伺っていますが、はた

してその目的に、私の今のお話がどの程度参考になりましたかちょっと疑問です。短期

間のビジターとして、２つの国際会議に出席したそのままの感触を申しあげた次第です。

ご静聴ありがとうございました。

←

●司会（松田）佐久田先生ありがとうございました。続きまして、東京大学の前田先

生のほうから、「ＩＳＯＰＥ'９６」、「ＯＭＡＥ'９６」、「オーシャノロジ－.インターナ

ショナル｣､この３つについて報告をお願いします。

●前田（東京大学）それでは、順番としては、まず最初に|~オーシャノロジ－．イン

ターナショナル（Oceano10gyInternational)｣、続いて「ＩＳＯＰＥ’９６」､最後に「Ｏ

ＭＡＥ'９６」､この順番で国際会議のご報告をさせていただきます。その後、こういった

会議で今話題になっておりますいくつかのトピックスのなかでも私が個人的に特に|こ目

についたものを紹介させていただきます。

まず、「オーシャノロジ－．インターナショナル」ですが、これは毎年行われている

会議で、時期もいつも３月に行われます。今回は３月５日～８日の４日間を使って行わ

れました。場所も毎年決まっていて英国・ロンドンの南にあります保養地のブライント

ンで開かれます。

この会議は、ちょうど先ほど佐久田先生がご紹介くださったＯＴＣというエキシビシ

ョンが非常に有名な会議と、もう一つアメリカで「ＯＣＥＡＮ’Ｓ」という会議がありま

して、その両方を合わせたような感じの会議になっています。参加者が非常に多いとい

うのは、エキシビションに来る人が多いということです。ＯＴＣの場合ですと何万人と

いうオーダーが参加しますが、このオーシャノロジ－．インターナショナルは欧州にお

ける最大の会議という感じになろうかと思います。やはりヨーロッパ中心の会社が多い

わけですが、展示会社が500社ほど集まって、エキシビションが非常に盛大に行われま

す。それと同時にテクニカルセッションが行われておりまして、３つのセッションがパ
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ラレルに進んでおります。これが４日間あるということで、110件ほどの論文が出され

ます。セッションの数は全部で18です。

この会議の特徴といたしましては、海洋計測、水中音響、リモートセンシングなどで、

それ以外に最近は海洋環境の問題にも非常に力を入れてきています。オーシャノロ

ジ－．インターナショナルはどちらかといいますと、海洋学のグループが応援されてお

りまして、なかでもとくに英国でやられているということで英国の海洋学のグループが

積極的に応援しています。現在英国では、海洋学、海洋工学のグループをサザンプトン

大学に全部集中させていくというのが国の方針だそうでして、サザンプトン大学に国立

の海洋学の研究所、海洋関係の研究所を統合いたしまして、新しい敷地に非常に立派な

研究所が建てられています。そのグループが積極的に応援しています。

続きまして、「ＩＳＯＰＥ'９６」について報告いたします。ＩＳＯＰＥとは「イン

ターナショナル・シンポジウム・オブ・オフショア｡アンド・ポーラー・エンジニアリ

ング（InternationalSymposiumofOffshoreandPolarEngineering)」の略でありま

して、同じＩＳＯＰＥという名前の学会がありまして、それが主たるオーガナイザーに

なっています。それは「インターナショナル。ソサエティー・オブ。オフショア。アン

ド・ポーラー・エンジニアーズ（InternationalSocietyofOffshoreandPolar

Engineers)」という学会です。この学会は主に個人のレベルで皆さんが積極的に参加さ

れていまして、それ以外に海外の学協会が応援しているということです。日本では、関

西造船協会が後援グループに参加しております。これはもともとは、そのあとご紹介し

ます「ＯＭＡＥ」というグループと同根でありまして、そこから発展的にこちらが分離

独立したものであります。ですから、内容はほとんどＯＭＡＥと同じ内容になります。

具体的にはまた後ほどＯＭＡＥの報告のときにご紹介させていただきます。

今年の「ＩＳＯＰＥ'９６」は５月27日（月）～30日（木）の４日間、ロサンゼルスで

開かれました。参加者数、セッション数や特徴というのは、この後ご説明いたしますＯ

ＭＡＥの会議と同じ規模です。日本からも多数の方が参加されております。われわれの

海洋工学連絡会のグループからは秋田大学の麻生先生がご参加になられました。

これと同じ内容の国際会議が「ＯＭＡＥ'９６」であります。これは「オフショア・メ

カニクス.アンド゜アークティック・エンジニアリング（OffshoreMechanicsand

ArcticEngineering）」という国際会議であります。これは来年日本の横浜で開かれま

す。この件につきましては、このあと吉田委員からご説明があります。今年は６月17日

（月）～2０（木）の４日間、今年の場所は最高でして、イタリアのフローレンスという

ことで大変大勢の方が集まりまして、参加者が450人。例年ですと、この会議はご婦人

方が30名ほど集まるのですが、フローレンスということで今年に限って60名以上のご婦

－３１－



人が集まったということです。日本から論文が20数件出されまして、３０名以上の方が参

加されました。

論文数は全部で320件ございました。これはセッションが同時に10セッション進むと

いう形で非常に大型の会議になっています。全部でセッション数が62ありました。この

会議はそれぞれ主催が、毎年行われる開催地の学会とアメリカの機械学会、その中に

「ＯＭＡＥｄｉｖｉｓｉｏｎ」というのがありまして、そこが主催ということになっていますｃ

後援団体といたしましては、世界中から23の学会が後援しておりまして、日本では造船

学会が後援団体に入っています。

ｌＳＯＰＥもＯＭＡＥもそうですが、この特徴としましては、先ほどのオーシャノロ

ジ一・インターナショナルが海洋計測とか海洋学のグループの方のご発表が多いのです

が、ＯＭＡＥは海洋石油、海洋工学一般ということであります。先ほどのＯＴＣはやは

り海洋石油がいちばんのテーマになっておりますが、ＯＴＣの場合は現場で即役に立つ

論文だけを採択するというのが基本方針になっています。こちらのＯＭＡＥのグループ

では、あまりにもアカデミックすぎず、かつあまりにも現場すぎず、アカデミックのも

のが実際に役立つアプリケーションの立場からの学術論文というものを標袴しておりま

して、論文自体はフルペーパーのレビューを行うという前提で行っておりますので、非

常に質の高い論文の学術会議といわれています－．

以上が私の担当の今年行われました３つの国際会議についてのご報告でありますが、

これらのなかで話題としまして特徴的なものをあげてみたいと思います。まず初めに、

ディープウォーターについて、これは前々からディープウォーターといわれていますが、

ディープウォーターの定義も非常にそれぞれ担当される学会によってずいぶん解釈が違

い、この海洋工学パネルでも以前ディープウォーターのテーマでパネルを行われたこと

があります。例えば、海岸工学、港湾工学のグループですと、２０メートルだと深い、と

くに50メートルを超えると非常に深い、こういう受け取り方をされるという話でした。

海洋石油の世界ですと、今までは1,000メートルを超えると深いといわれていましたの

が、２～３年前にブラジルあたりがそうですけれど､２，０００メートルをデイープウォー

ターとみなすというお話が出ておりました。今年行きましたら、それをさらに超えまし

て、今や３，０００メートルの時代だそうです。とくにブラジルとかメキシコ湾岸でお話を

聞いてみますと､3,000メートルまでをターゲットにするのだといっております。これが

今回新しく得た情報です。

また、海洋石油の分野でも、例えば、ダイバーを使うとか、ダイバーが使えなくなる

深さとか、そんな言い方でディープウォーターとみている方もありまして、その場合は

300メートルとか500メートルあたりがディープウォーターの定義になっているようで
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す。それから、パイプラインのグループですと､1,500メートルという深さになるとデ

ィープウォーターだといっているようであります。

ディープウォーターにつきましては、何か開発しようという場合にはフローティング

・オフショア。ストラクチャーが必要になってまいりますので、これの位置保持の問題

とか、これがテクノロジーとしては重要になってまいります。もう一つは、深い場合の

サブシー。テクノロジーというものも重要なテーマとして取り扱われていました。

それから雨海洋石油ですと、一時期マージナルオイルの開発とかいろいろありました

けれども翰単に生産性を上げるだけで全体のコストを下げるという時代は終わったので

ないかといわれていまして、いろいろなことを勘案してコストを下げるということをこ

れから考えなければいけない分野ではないかと思います。そのときの言葉が「ライフサ

イクル・コスト・リダクション（LifecycleCostReduction)｣というのだそうです。こ

れも新しいことで、前からいろいろな分野でいわれていますが、海洋工学の分野で今回

耳にした新しい言葉であります。

これはとくに海洋石油の場合ですと、オイルカンパニーとコントラクターの関係、あ

るいはクライアントとそれを受ける会社、こんな関係になるのかもしれません。昔はオ

イルカンパニーは絶対的な力をもっていますから、それの命令一過全部プログラムが組

まれてすべての開発が行われていたようでありますが、これからは餅屋は餅屋で、それ

ぞれの特徴を生かして、オイルカンパニーでも専門の人は専門の人のグループとタイア

ップして事を処していかなければならない、これを盛んに議論されていまして、当たり

前といえば当たり前かもしれませんが、そのときにこんな三角形の絵が出ておりました。

びっくりしたのですが、大石油会社の方がおっしゃるには、コンストラクターにしる

何にしろ、お互いに尊敬しあうのがまず第一に必要です。それから情報をわかちあうの

が必要です。それで共同であの作業を行うのです。この三者があいまってはじめて役に

立つ行動が起こせるのです。こんなお話をされて、びっくりいたしました。いわれてみ

れば、もっともなことかと思います。

コストを下げるにも、デザインだけで下げるとか、そういう時代ではなくなっている

という言い方になっています。これを称してよくインテグリティーといいますが、その

前にハーモナイゼーションというのがありますが、今やインテグリティーの時代である

と。

例えば、新しいデザインの方法にいたしましても、船などはそうですが、基本的には

ルールベースド・デザインといわれているわけですが、今やそれからリライアピリテ

ィーペーストデザインとか、スーパーコンピュータを使える時代ですから、シミュ

レーションペースト・デザインとか、こういう時代になってきて、スタティックなもの
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以外にダイナミックなものも全部含めたデザインを合理的に行う必要がある。これを言

い換えれば、スタンダード。アプローチといわれていたものから、システマティック。

アプローチへと。これは何かというと、デザインとＩＭＲ（インスペクション・メンテ

ナンス・リペアー）ということで、ｔ)のを設計してから施工して作って維持管理をする

まで全体をひっくるめて最終的なライフサイクル・コスト・リダクションを図らなけれ

ばいけない。こういうのが改めて真面目に取り上げられる時代になってきたように思い

ます。

最後に簡単ですが、リスク・マネジメントとセーフティー・マネジメントといったも

のも本格的にこれから取り上げていく時代がきたように思います。セッションでもこう

いうのは積極的にはかられて、どうやってリスクを正確に捉えたらいいか、それも定性

的ではなく定量的に捉えるべきだということで、ＱＲＡ(QuantitativeRiskAnalysis）

ということがいわれています。この言葉も数年前からどんどん使われていますが、最初

は海上の火災の問題から始まって、それをあらゆるところに使っていくのです。リス

ク゜アナリシスという言葉がありますが、さらにクォンテイタテイブ。リスク・アナリ

シスをしなければいけない。そのためには個々の機器のレコードが必要であるし、いろ

いろな事故の事例のデータベースが必要であるし、さらにリサーチによって新しい危険

なり、安全の解釈の仕方あるいは考え方、計算の仕方をどんどん取り入れたものにして

いくべきである。

こういうことで、これからはハードのみならずソフトを含めて全体としていろいろな

ものを考えていかなければならない。産業ペースでいいますと、それがライフサイク

ル゜コスト。リダクションということになろうかと思います。

以上が、今回私が担当いたしました３件の国際会議と、その中でいくつか取り上げら

れた興味あるトピックスについてのご説明でございます。

●司会（松田）ありがとうございました。最後に、東京大学の吉田先生のほうから、

これから行われます「テクノオーシャン'９６」と来年度の「ＯＭＡＥ'９７」について紹

介とご案内をお願いいたします。

●吉田（東京大学）今ご紹介のなかでございましたように、これから行われる２つの

会合につきまして概要を説明して、内容のご紹介と同時に、ご参加の勧誘といいましょ

うか、ＰＲをさせていただきたいということでお話をさせていただきます。

１つは、今年の秋に行われます「テクノオーシャン'９６国際シンポジウム」です。こ

れは国際シンポジウムではありますが、日本で行われるものです。組織全体としては
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「テクノオーシャン'９６」と申しまして、国際シンポジウムと展示会が一緒に行われる

ことになっていまして、海洋関係で日本をベースにして展示会と学術論文の発表会が同

時に行われるものとしては唯一のものではないかと思います。今日ご出席の方々はほと

んどご存じのことですが、ちょっと一般的なことも付け加えさせていただきますと、２

年に１回ずつ開催され、本年が第６回でして薄そういう意|床では10年の歴史があります。

ここでご紹介させていただく－つの理由は、一般的な意味でご聴講の皆様に関係のあ

る内容が多いということもありますが、一方で、実質的な主催団体の一つであります国

際海洋科学技術協会がこの海洋工学連絡会の事務局も担当していただいているというこ

とで非常に関係が深いわけです。

このシンポジウムの他の主催団体は、神戸国際交流協会でございます。開催されてき

た場所は、この主催者からおわかりいただけますように、神戸のポートアイランドの中

にあります国際会議場あるいは国際展示場で行われてきました。－時は横浜のパシフィ

コ横浜で開催されたこともありますが、本年は再び神戸で行われます。昨年１月の大地

震でポートアイランドも、とくに外周に沿って震災の影響が大きかったわけですが、神

戸としましては、ぜひこういう会合を続けて開催して、神戸復興の一つのステップにし

ていきたいという強い意志がありまして、いろいろ苦しいに１ｺというと失礼かもしれませ

んが、ご便宜等をはかっていただける、そして我々も是非協力したいということで、会

合が継続して神戸で開かれることになったわけです。

場所は、神戸国際展示場で、展示と論文を中心とするシンポジウム等が同じ建物の中

で行われるというようなシステムになっています。今日は展示のお話はそこまでで、シ

ンポジウムを少し紹介させていただこうと思います。

期間は10月23日～25日です。受付にこういう案内書が置いてありましたので、あるい

は今お手元にお持ちの方があるかもしれませんが、先ほど見ましたら、まだ少し残って

いるようですので、ご関心のある向きはお帰りにでもお持ち帰りいただけるとありがた

いと思います。

この会合の内容は、日本で数少ない海洋関係の規模の大きいシンポジウムということ

でいろいろな内容を含むものになっており、海洋の観測・計測、資源開発、空間利用、

共通技術（それらに共通に必要となるような各種の技術）、それと新しい問題としての

環境保全、こういった何本かの柱で全体を形成するということになっています。

とくに今年のテクノオーシャン'９６では、沿岸域の環境問題、なかでも環境創造とい

うことを重要なテーマとしています。もう一つは、阪神淡路大震災の影響の問題と沿岸

域防災であります。こういうような問題を重要なテーマとして取り上げ、オーガナイズ

ド・セッションということで、主催者側の指示によるリポーターその他の方々のお話を
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中心に構成されます。

それ以外に、記念講演としまして、空間利用の一つのステップとしてメガフロート技

術研究組合が実海域実験をやっておられますが、その中途段階のご報告が記念講演とし

ていただけることになっております。

また、キーノートレクチャーは、お１人は外国からで零お１人は日本の方でございま

すが、タイトルは日本の方が「漁業者からの海域環境創造への提案」という少し新しい

観点からのお話です。外国からは「自然とともにつくる沿岸域」というタイトルでお話

していただきます。

あと、先ほど申しましたかなり広い分野にわたって百数十編の応募論文で彌１５のテク

ニカルセッションが形成されております。９月１日までが事前登録ということでいくぶ

ん登録費がお安<なるということもありますので、できるだけサポートしていただける

とありがたいと思います。

もう１つは「ＯＭＡＥＷ」という国際会議のご紹介でございます。これは先ほど前

田委員のほうからご報告がありました「ＯＭＡＥ'９６」の来年版です。これは今度は約

10年ぶりに再度日本で開くことになりまして、みなとみらい21の先にあります横浜のパ

シフィコ横浜で開くことになっています。１０年ぶりと申しますのは、1986年に第５回の

ＯＭＡＥが東京で開催されまして、１０年経ったからもう一回やりませんかという申入れ

がＯＭＡＥの理事会でございまして翰それを日本が引き受けたという経緯から今回日本

で行われます。

期間は、年度としては早くて４月13日～18日に行われます。ＯＭＡＥの性格等につき

ましては先ほどご紹介があったとおりでございますが、それを具体的に表すものとして、

ＯＭＡＥ国際会議の中身は、通常は５つのサブ会議というか、ここではシンポジウムと

呼んでおりますが熱それに分かれております。具体的にはオフショア。テクノロジー、

マテリアルズ、アークティック.アンド・ポーラー、パイプライン。テクノロジー、

セーフティー。アンド゜リライアビリティーの５つでございます。９６年からサブシー。

テクノロジーが加わりまして、来年はこの６つにもう１つ日本の特徴を生かすというか、

外国から来られる方に日本の技術の紹介という意味からオーシャン。スペース。ユーテ

ィリゼーションという７つ目のシンポジウムを設けます。ですから、全体で７つの予定

でおります。最終的にそうなるかどうかは論文の集まり方、その内容によりますので、

このとおりでない可能性もありますが、いちおう今はそういう目標でおります。

目標とする論文は世界中から400編、そのうち日本人の方の論文として約150編程度

ご参加いただけるとありがたいと思っております。国際的な理事会でもそんな線が了承

されております。テクノオーシャンのほうは先ほど申しあげたようにプログラムが決ま
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っていますが、ＯＭＡＥ９７のほうはこれからでございます。論文概要、アブストラク

トの締切が８月31日でございます。フルペーパーの締切が11月３日ということで、これ

からお考えいただいてもまだ十分時間的な余裕がございますので、ぜひご参加いただけ

るといいと思います。

内容につきましては先ほどお話があったわけですが、ちょっと付け加えますと、石油

関係がやはり中心です。そういう意味でＯＴＣと双肇、あるいはもう一つのＩＳＯＰＥ

と３本という感じもありますが、歴史的にはＯＴＣと双壁であるような会合で、先ほど

お話があったと思いますが、これはＡＳＭＥがバックになっております関係上、ＯＴＣ

に比べて学術的な･色彩がある程度濃いということで、ペーパーに多少そういう色合いが

ついたものが多く、レビュー等がかなりしっかり行われるというのが、この会合の特徴

であります。

ぜひそういう観点でご関心をおもちいただきまして、今ちょうどアブストラクトの募

集中でございますので、ご参加いただきますように、また、聴講という観点からもご予

定がいただけるとよろしいかと思います。石油中心ですが、海中技術や海洋空間利用と

いうようなＯＭＡＥにとっては新しい分野を付け加えながら、ＯＭＡＥそのものが少し

ずつ新鮮なものになっていくのかなという期待をしております。

本会との関係は、日本造船学会がこれまでの関係からＡＳＭＥと共催になっておりま

すが、この海洋工学連絡会へ参加しておられる５つの学協会がすべて協賛ということで

論文募集あるいは会議運営の一翼を担っていただくということになっておりまして、本

会と非常に深いつながりがございます。

ご紹介かたがた実質的なサポートをお願いいたしまして、私のお話を終わりたいと思

います。ご静聴いただきましてありがとうございました。

●司会（松田）吉田先生どうもありがとうございました。
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地球規模の水産資源

一食糧と地球環境―

中村充

福井県立大学生物資源学部海洋生物資源学科

1．世界の漁鍵量

国連食枇農業機関（ＦＡＯ）の資料によれば1950年に約2300万トン程度であった世界の全漁穫量は

1990年には１，億トンに急増し，その後漁獲は横這いに推移している。この漁痩の急増は漁船の大型化，

魚群探査技術，漁労技術の発達や普及にも関係し，必ずしも資源増大とは言えない。そして，ＦＡＯ

によればこれが限界漁穫量で，これ以上の漁獲は乱獲になるとしている。図１に1970年～1993年の漁

獲量の推移を，図２に，1900年以降と今後の漁獲量の予測を示す。また表１に主要水産国の近年の推

移を示す。図２で今後の漁獲量が１億トンでこの漁獲は最大持続生産量（MSY1MaximumSustai-

nableYeild）であるとしている。乱獲防止のため１国際漁業のあり方について，ＦＡＯは1995年の総

会において責任ある漁業体制の確立および水産資源の持続的利用を目指して「賢任ある漁業のための

行動規範」を定めている。すでに200海里経済水域は発効し，さらに公海漁業についても，沿岸国の主

権の及ぶ200海里の内外を出入りする魚種の資源やマグロ，カツオに代表される高度回遊魚について

「ストラッドリング・ストック（StarddlingStock）および高度回遊性魚種に関する国連協定」が採

択され，公海におけるこれら資源の保存・管理について沿岸国の果たすべき義務が規定された。資源

管理の方法では日本は漁船の隻数，トン数，馬力や漁具の規模，操業区域，操業期間等の漁獲方法を

規制して間接的に漁獲量を規定しているが世界の資源管理の趨勢は直接資源鑓を見積もって漁獲量

を割り当てる制度（ＩＱ）であり，この割り当てられた漁獲権は売ることもできる（ＩＴＱ）。

水産国日本の漁業は，国際漁業の中で大きな規制を受けつつある。
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図２世界の漁獲量の将来（FAO）図１．世界の漁獲量の推移（FAO,1993）
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表１各国の漁漣量の推移
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２．２１世紀の食糧問題

今後の世界的水産資源について，前章で述べた。

ＦＡＯは１億トンの漁漣戯は最大持続生産量である

から，これ以上の漁漉努力は乱迩になるとして。危

機的意識の上に各種の|Ⅱ際規制の強化をしつつある。

他方，食糧問題として将来を見るとどうであろうｃ

図３は1992年の国連世界人ロ基金の人口白書による

今後の人口動態を示している。中'位推計でも2050年

には100億人を越える。ここで１５０年前と現在，およ

び50年後の食樋消費を検討してみよう。表２にこれ

を示す。
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図３世界の人口動態（世界人口白書）

表２５０年前，現在，５０年後の食糧事情

紀元年人口（億人）魚（億トン）穀物（億トン）肉（億トン）
1950２５０．２３６．２047

1995５７１．００１９．０1.9

2050１００１．００２５．０２．０３

（3.34）（44.6）（5.89）
1995／1950２２８４．３５３．０６4.04

2050/1995１．７５ＬＯＯ１．３２ＬＯ７
注１括弧内の数字は現状の食生活を維持するために2050年において隼産すべき魁

２５

５７

１００

Ｏ２３

ＬＯＯ

１．００

(3.34）
４．３５

１．００

６．２

１９．０

２５．０

(44.6）

2．２８

１．７５

3．０６

１．３２

注22050年の生産予測はワールドウォッチ研究所による｡

表２を見れば漁業生産量１．億トン以上は不可能とばかりは言っておれない。単純計算でも2050年に

は3億3千万トンの漁業生産が必要である。過去人口が約２倍になって魚，畜肉の消費が４倍になって
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いるのは食生活の向上によるものであるが，現在でも''億人は飢餓と極貧にさらされていることを考

えれば，この消費増は先進国10億人によると考えるべきであろう。中進国や開発途上国の食生活の向

上を考えれば，人口増がなかったとしても表２中の括弧響き生産量以上が必要となる。ましてや，２０

５０年には人口が約２倍になるのに魚は増産零，穀物は３割増，畜肉７％増では食糧は正に危機的状況

にある。さらに密林の減少，焼き畑，輪作年の短縮による耕地の劣化，化学肥料の多用による土壌有

機物の減少，表土の流失と砂漠化，塩害，酸性雨等々，陸上環境は海以上に環境激変にさらされ，バ

イオテクノロジーによる品種改良に期待しても，陸では現在以上の生産は無理かもしれない。

私はむしろ’海の生産力に期待している。表３に海の基礎生産力と魚類生産量を示す。これは1969

年にRytherが示したものであり，現在でも多く引用されている。単位gC/､2/年は１年間に１，２の海面

で生産される有機物量を炭素量で示したものであり，栄養段階の数は食レベルを示し植物プランクト

ンを生産者，これを食べる動物プランクトンは１次の消費者であり，動物プランクトンを食べる魚は

２次の消費者という。（図４参照）イワシなどは植物。動物の両プランクトンを食べるので1,5で示し

てある。効率は成長効率のことで食べた量に対する体組織となったものの割合である。この表に見る

ように約10％の沿岸域で50％の魚類生産が，また0.1％に過ぎない湧昇域で50％の魚類生産が行われて

いる。全海洋の90％を占める外洋域では１％の魚類生産に過ぎない。

表３海の基礎生産力と魚類生産量（Ryther,1969）

効率
（%）

魚類生産量
（to､）

平均生産力
(RC/､3/年）

全生産力
(l08tonC/年）

栄瀧段階
の数

面積
(106km2）

１６ｘｌＯ５

１２ｘ１０７
１２×１０７

10外洋３２６
沿岸３６

湧昇域０．３６

50

100

30Ｃ

1６．２ ６

3．６

０．１

３

１－５

1５

２０

このような生産量を支配しているのは主として栄養塩濃度であり，農業が合成肥料を発明して今日

の穀物生産があるように，海の食jl'Bi生産には海の適正栄護化技術によって大きな可能性をもっている。

有機物生産の原点には太陽光エネルギーと二酸化炭素１水があり，何れも海洋は豊富で太陽エネルギ

ーも陸の２５倍あり，栄養塩濃度管理によって原理的

には陸の2.5倍以上の生物生産が可能である。我が国

では全世界から食樋や飼料を輸入し，農業は化学肥

科を多用し，これらを土地に還元することなしに，

川を通して海に流出させ，それも人口や産業立地の

多い内湾内海域に流出させた結果，過栄養塩海域と

なり赤潮や青潮が多発し，有７機懸濁物で海水は濁り１

海底はヘドロ化するなどの環境破壊が起こっている。

しかし，富栄養は必要なのであり，過栄謹は賛沢な

悩みである。有害物の海への投入は厳に行ってはな

らないが．栄養塩は生物生産に必要な資源であり，

/iiPilK--
/f:ｉｉ子Ｉ
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過度な遍在に問題がある。

ＦＡＯの１億トン漁穫の上限論は採る漁業の上限

論であり，作る漁業技術の進展が望まれる。図４生態系と食物連鎖
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３資源管理型漁業から人エ生態系産業へ

海の人工生態系化といえば，多くの環境保護や動物愛護の人々の反発を受けよう。しかし，水圏は

すでに人間活動の影響を受けて自然のままの環境はあり得ない。環境に敏感に反応する生物群集は当

然に人工環境の中で人工生態系化が進んでいる。しかも現在までは生態系に無関心な環境開発が行わ

れ，負の人工生態系化が行われてきたのであり，今日生態系のあり方を考えて，正の人工生態系化が

必要である。

日本では漁場環境の整備開発を目途して，1974年に沿岸漁場整備開発法なる法律を定めて，国とし

ての重要施策として1976年から同法に基づく事業を開始して現在第４次整備事業が進行中である。こ

の事業の内容は，人工生態環境の整備と水産種苗の量産放流という人工生態系化から成り立っている。

これは世界に先駆けた画期的事業である。この事業は漁業のためのものではあるが，同時に海の環境

保全，改善のためのものでもある。近年ミティゲーションという思想が世界に普及し始めている。こ

れは開発によって失われる生態環境を代償しながら開発するという精神の法律や考え方で，この実行

には生態環境の造成技術がなければならない。これは先に述べた沿岸漁場蓬･術開発事業の技術そのも

のであり，海の人工生態系畷境造成は海の生物生産と同時に環境改善技術でもある。

４．海洋生物資源の増大技術

海洋生物資源増大の技術は前章で述べたように沿岸漁場整備開発事業における技術を紹介すること

になるが，ここでは海の資質の特徴とこれを活用するための巨視的な考え方を述べるにとどめる。

海洋は地球表面積の71％に当たるa61xlO8km2の広さで平均水深は3800mである。そして海洋流は水

深lOOOm以深の深層大循環流とそれより上層の表層大循環流とからなる。前者は熱塩対流と呼ばれる密

度流で後者は主として大気循環流に起因する地衡流である。これを図５，図６に示す。

4５．９０゜１３奇巳１E､．１３５．Ｗ９０．・1５0｡４５週９０’

7日
Ｎ

、
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O

知

Ｉ

、

即
皀

図５深層大循環流（海洋大事典） 図６表層大循環（海洋大事典）

大気や海洋のようなスケールの大きな流れでは，地球自転の偏向力（コリオリカ）を受け，この力

は北半球では進行方向右直角に，南半球では左直角方向に作用する。図５は深層大循環流を示してい

る。赤道付近南北緯度20。以内は貿易風と呼ばれる東風が吹<ので大西洋の水蒸気は南北アメリカ大

陸の中間を抜けて太平洋で雨となり，繊度20。～50゜では偏西風が吹いて太平洋の水蒸気は東に運ば

れるが北半球はロッキー山脈，南半球はアンデス山脈にさえぎられて雨雲となり，再び太平洋に流れ

－４１－



込む。このようにして大西洋の水の方が太平洋の水より塩分濃度が大となる。また水温の練度分布は

当然赤道で最も高く，極地で低くなる。このように北大西洋の水が最も低渦高塩分で密度が最も重く，

ここで沈降が起こり，コリオリカの影響を受けて北米大陸沿いに深層を南下し，南半球に入るとコリ

オリカは進行左方向に作用するので次第に流れはアフリカ側に偏り，南極海の沈降流を加えてアフリ

カ南端希望峰を東へ回り，一部はインド洋に向かい，他はオーストラリア大陸の南側を回って北上し，

北太平洋で湧昇する。この駆動力は，わずかな密度差であるので，この大循環は2000年を要するとい

う。これはNＣ（放射性炭素，β崩壊して'ｌＮとなる，半減期5570年）と炭素ｌ２Ｃの割合は表層では

大気に'｡と同じであるが，深層では大気と遮断された後は次第に比の値が減少するのでⅢこれを測定す

れば沈降後の年代が測定できる。このように海洋の混合層（熱帯で200m，中繊度で300m，極地方で約

<１０００m）以下の深屑水は表層に再湧昇するのに2000年，平均でも1000年を要する。

他方，海洋生物の'且'1|瞳'1渉間（生物現存鑓／生物生産速度）が0.039年（約141二1）であり，陸上生物の

22.2年に比べ非常に短い。これは海の生物の出生死滅過程が激しいことを意味し死骸は深海底に沈み

前述のように上層に湧昇しないので，海洋の上層は清澄な海水となり貧栄護化する。湧昇海域や沿岸

域に比し，外洋域の生物生産がきわめて少ない原因である。

このように海洋混合府下の深海底には栄養塩資源が蓄積されている。巨視l1I9な生物生産の技術の一

つは湧昇流発生技術である。

傘者とそのグループは約20年前より地形住人工湧昇流の研究に取り組んできた。原理的には，①下

層流の迎動エネルギーを湧昇（位置のエネルギー）に変換利用する，②ランキン渦のスピンダウンに

伴う余剰エネルギーの湧昇への利用，③内部波エネルギーの湧昇への利用について行ってきた。水産

庁（マリノフォーラム２１）では複列扶壁型湧昇流織遺物を開発して愛媛県宇和海で実証実験を行い，

事業化しようとしている。これは水深47mの海底に高さ10,,1幅20mの扶壁付き術立を２個一列に並べ流

れに直角に設置する。この上下流側に高さ10,,幅10m補助衝立ををそれぞれ１基配置して1組とする。

これを３組，したがって総幅120mの複列衝立を配置してその効果を調査した。湧昇理論は上記②を適

用して導かれる。効果は下層水栄養塩の有光層への湧昇による基礎生産力の増大と，湧昇上層水の広

域分散による漁場形成と漁獲量の増大で示された。さらにこの効果機能に，それ自体で岩礁性生態環

境を付加した海底山脈のようなマウンド型湧昇流構造物の実証実験を長崎県玄海灘で実施しつつある。

５．深層水資源の活斥

深１画に蒋積された栄瀧塩の有光層（または混合層）への湧昇による海洋生物生産増大について前章

で述べた。ここで若干演題の主旨から外れるが深層水のもつ膨大な冷熱資源の活用について述べる。

しかし，海洋温度差発電ではない。温度差発電についてはダルソンパール（1881）以来全世界で研究

が進められている。

躯者がここで提案するのは，地球ilMl腱化対策としてこの深屑水冷熱利用である。温峻化ガスの排出

鯛lliIlは今や全世界の命題となっている。大気中のＣＯ２濃度は1985年に345pl〕u1で，なお1.3ppm/年の割

合で現在増加している。今後エネルギー消費増や人口増，森林の減少などでＣＯ２濃度増加率はさら

に大きくなり，2085年には濃度は現在の２倍となり，その温室効果で大気は約３°Ｃ上昇すると予測さ

れている。

一酸化炭素ＣＯは血液中のヘモグロビンと結合してその機能を失わしめる有害ガスであり微鐡でも

増大は許されないが，ＣＯ２は700ppmになっても，それ自体有害ではない。逆に陸上植物にとっては光
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合成を盛んにして望ましい。この程度のＣＯ２濃度

の増大は植物にとって有益であり，動物にとって

は無害である。人間にとって困るのは地表の温暖

化であり，これが大気大循環に影響し，気象，海

象に変化を与え，海水準は上昇し，降雨帯と乾燥

帯の分布が変わり，海洋流もまた変化する。

このように温暖化対策のみが問題であるので，こ

れには海洋深層水の冷熱資源を利用できる。図７に

海洋水温の鉛直分布を示す。図に見るように600m以

深は水温変化はなく，一様に４℃程度である。した
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がって表1画1水温を低下させるには低層水を混合層ま水i且(℃）

で若干湧昇させればよい。これを大気の淵暖化する図７各純度帯の海水温の鉛直分布

速度0.03°Ｃ/年に合わせて海表層温度を下げればよい。（Apel,1987を鞭）

このための湧昇量は熱帯海域（緯度0～20。）で138

万m'/秒，順'二'緯度海域（純度20～50゜）で440万m`/秒の湧昇が必要である。熱帯海域のみで湧昇させて

表層水温を冷やせば273万m3/秒となって効率がよい。しかし，この膨大な量の湧昇は可能であろうか。

温度差発電などは，このような地表冷却効果も環境改善効果として評価される必要がある。さらに，

深層水の湧昇によって海の基礎生産力は増大し，これは同時に海中ＣＯ２の分圧を下げて大気中ＣＯ２

の落人を促進し，間接的に温暖化防止の方向に.作用する。

以上に大胆な試算をした。海の環境特性の解明は急務である。

）５ユ５２５０５１５麓

水温(℃）

it度帯の海水温の`O直分布

(ApeL1987を酸）
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地;球蝋横の石油資jlXについて

関岡止弘

東怠国際大学教i授

]、石油資源開発の経緯

近代石油産業が誕生したのは、1859年８月、アメリカのアパラチア地方のオイル・クリークにおい

てである｡初期の頃、石油はもっぱら灯油として消費された。石油からつくられる灯油は、それまで

の鯨油の数十分の－の価絡で供給できた。照11Mは大衆のものと祓いその需鶏力、そして石！１１１の生産

が急imiに伸びた。アメリカについで1870年頃には、ロシアのバクー地方で石油の生産力鞘まった。ロ

シアの石油の生産は、1880年代の末黒海の港バツームまでの鉄道が敷かれると急速に伸びた。ロシア

の石油生産はl911j紀末の３年IlMアメリカを凌いで世界職高の水準に達した。しかしその後は、共産主

義者のサボタージュが頻発し後退していった。1890年代には露ロイヤル・ダッチの手によりスマトラ

で石油生産かi始まる。１９世紀から２０世紀にかけて、メキシコで石油生産力蛸まった。アメリカ国内で

も19世紀中は藍ペンシルバニアからせいぜいイリノイ辺りまで石油生産が行なわれていたにすぎない

が、２()|醗圓に入るとテキサス、オクラホマ蝋カリフォルニアなどで石油生産が始まった。また'92()年

以降は、南米ベェネズエラのマラカイポ湖で巨大芯油田が発見され,る゜’9世紀の末に自動軍が発明さ

れると、それまで灯油を主体として成長してきた石油産業は、ガソリン中心へと根本的に変質する。

同時に石油需要の規模も急増するようになる、第一次大戦中のたった４年間で、日勤車の－族といえ

る戦闘機熟戦車そして潜水艦が開発され戦争の鶴塔を劇的に変えた。もはや石油無しには戦争に勝て

なくなり、ひいては国家の維持も覚束なくなった。そこで世界的に石油資源が求められたのである｡

中でも、それまでオスマン．トルコによって抑えられていた中東の石油資源が焦点となった。

中F1証では、昔からアスファルト利lilが行なわれており漣地表に油徽があることから石油のI11i1i存は早

くから確実視されていた。まず石油生産が始まるのはイランからである。イランでは'901年にウイリ

アム．ダーシーが広大なる利権を獲得、その後いろいろな経緯を経て1907年に最初の油田を発見した。

一方もっとも有望視1されたイラクでは爵イギリスとドイツの利害が交錯し話が進展しなかった｡第一

次大戦後イラクがオスマン・トルコ領から解放されると、イギリスは戦争'1｣没収していたドイツの権

利をフランスに与え、サイクス・ピコ協定でイラクの石油利権を英仏で独占しようとした。それに文

句を(､１けたのがアメリカである。アメリカとイギリスの間で長い交渉が行なわれ、ようやく'92渋Fに

なって赤線協定が結ばれイラクの石油開発が始まった。赤線協定は諭イラク石油の株主であった当時

のビッグ。スリー、つまりジャージー。スタンダード・オイル、ロイヤル・ダッチ・シェルおよびア

ングロ。ペルシャ（現在のＢＰ）の行動のE1由を奪った。その間隙を縫ってサウジアラビアやクウェ

イトの石油利権を磯得したのがカリフォルニア。スタンダード、テキサコ、ガルフであった。それに

モービルを加えてセブン．シスターズカ寵生した。中東を含めて地球上の石油資源は、第二次大戦以

前にほとんど米英によって独占されてしまった。唯一の例外は、策一次大戦中それまで西欧の会社に

よって操業されてきたバクー油圧'を国有化したソ連だった。中東では職以後石油開発が急逮に行なわ

れる。中東における大発見時代は'雛昨に始まり'965年に終わった。’95(曄代から6(輝代にかけて、

中東においてはアブダビ、アフリカではアルジェリアとナイジェリアなどで大規模な油田が発見され
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た。地球上の石油賦仔について楽観論が広まった時期でもある。

1960年代の末驚北海で石？｢'1が発見された。大陸Mllの石油資源が注1｣されるようになったのは第~弓次

大戦後だが、まずアメリカ南部のメキシコ湾岸での開発が始まった。195()年代には'１１束湾岸のポテン

シャルが注1二|される。その'洲隙を縫って}1本の|｣I「太郎が中立地帯の利権を取るのに成功した。北海

ではまず鰯Ｉｊのグロニンゲンで|ﾕ大なガス田が発見されて以来、イギリス領海域で次々とガス田が発

見されたが、石油に|腱Iしてはむしろ悲観論が強かった｡しかし執捌に続けられた探鉱努力により、

[96()年代未遂にiililW1の発見に成功した。同じ頃アラスカの北極海沿岸で、１()()億バレル近いj4111蔵量を

持つプルウドウ・ベイ油'１１が発見された。北海油田では最大級のものでもせいぜい数十億バレル程度

にすぎない。プルウドウ・ベイのl()()億バレルという埋蔵量はJ1t界的にみても｢i人な規模である。

アメリカ国内では、それまで５億バレル梶度の規模が最大であった。1970年代にはメキシコで巨大な

油田地帯が二つ発見,された。陸上のレフオルマ油田群と沖合いのカンペチェ油Ｈ１である。とくにレ

フォルマ油ｌＨについて言えることだが雷深度がたいへん深い。４(〕()()メートルないし'１５()(〕メートルに達

するのである。中東などでは、せいぜい1500メートルないし3000メートル機度だから、たいへんな深

さといえる。油井掘削のコストは篭大雑把に言って深度が三倍になれば、その〔j乗倍ないし三乗倍に

増えていく。深度の深いメキシコの新油孤の開発コストはかなり高いと予想された。一方、北海の油

田は～水深こそ１２()メートルないし17()メートル程度で、§ｌｉ時30()メートルを越えていたアメリカ。メ

キシコ湾岸に比べて浅かったが、気象条件が決定的に違っていた。とくに冬期、北海の構造物は巨大

なサイズに成長する水椛に11iMえねばならない。そのた坊、北海の生産設備はたいへん金のかかるもの

となった。アラスカのプルウドウ・ベイノＩｌｌ田の1)M発者は別の困難に[師iIしていた。Al二塵したｲ｢油を世

界の下賜まで如何に運び出すかという問題である。タンカーが発lllL1された'380年代以来、石油の輸送

にあたってはタンカーがもっとも経済的な輪送1二段であった。ところがアラスカの場合崎タンカー

ルートとなるべきベーリング海峡は一年のうち３ヵ月しか通航ができない。砕氷設備を装備したタン

カーで運ぶ実験も行なわれた。しかし採算的に到底引き合わない。結局、陸上にパイプラインを敷設

し、アラスカ南部のイ凍港まで運び出す以外ないことが分かった。ところが、ここでも難問にぶつ

かった。環境論者の反対に合ったのである。永久凍土の保存章あるいは北極動物の生活圏の維持など

課された条件によってパイプラインの建設予算はどんどん膨らんでいった。結局、世界石油産業では

レイトカマーの篭1960年代から70年代にかけて発見された三大油田地帯の開発コストは、いずれもた

いへん高いものと予想された。

第一次石油危機に伴う腺油価格の高騰は、これら高コストの油田地帯の開発にとって思わぬ神風と

なった。原油価格は、1973年末の数ケ月で、バレル当り３ドル程度から１２ドルへ高騰した。４倍に跳

ね上がったわけだが鑓６()年代末には１ドル50セント程度だったか駐それを』悲準とすると８倍に高騰

したことになる。当然、プライス・メカニズムの効果が）風待された。第一次石油危機が引き起こした

危機感はＪ攻治的にもｲ了油開発に』綿i巣をもたらした。1974年４月、ニクソン大統fiiiは漣アラスカ・

パイプライン建設にゴー・サインを出した。環境論者の)又対の声は、'１７束石iiillに依存することがアメ

リカの国締にならないと脅えた当時の国民的雰剛気の中では小さくならざるをえなかった。アラスカ

・パイプラインが完成するのは1977年だが、当初の見積り価格９億ドルに比べ最終的にかかった贄）Ｍ

は90億ドルに達した。北海油IIlが生産を開始するのは1975年からである。７０年代初めには40ﾉﾌb/d提

度にすぎなかったメキシコの石油生産麺は雷1970年代末には300ﾉﾌﾞb/dに跳ね1-Lがった。その他でも、

1930年代に入るとエジプト、シリア、オマンを初めとし、原油生産を増やした国が多かった。第一次

石油危機に伴う原油価格高騰が引金となったプライス・メカニズムの影響は５年ないし７，８年の夕
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イムラグがあったことになる。198(坪代に入ると、｜廿界的に原油#輪に過剰感が行き渡った。そのせ

いだろうか。北海、メキシコ、アラスカ規模の新しい産油地域は発兇されていない。プルドウペイ油

田も生産開lif\後2()年近く力過ぎ去り、その埋蔵昂の大半は回収されて無くなってしまった。北海の埋

蔵愚はもともとそれほど大きなものではないので、とくに早く生産開始したイギリス領での減産が子

jiMされていたが、199()年代に入り、三次７t］探鉱解析技術の進歩と水平蹴り技術の進歩によって子jlikl外

の増産が続いている。しかしその増産は、将来のポテンシャルを前倒しするものにすぎないという見

方が有力である。いずれにせよ、大勢としてK|:]東の石油資源を食いつぶしている傾向には変わりはな

い。

２地球物雌学と政治学の狭間

地球規模で石油資源について考えるとなると、どうしても、1960年以降我々の地球に対する概念を

革命的に変えたプレート・テクトニクス&'11論を脈視するわけにいかない。石油は炭素と水素の化合物

である。石油の起源については長い間有磯起源説と無機起源説があったが霊液体の石油に関するかぎ

り、もはや99％は有機起源説が勝利を収いたといって差し支えないであろう。ただ犬然ガスについて

は雌機起源調も十分蓄えられる。もう-|-数年前になるが、アメリカ。エール大学のゴールド教授が無

機起源説を説いて回っていた。しかし大きな影響力があったとは思えない。有機起源説の決め手に

なったポイントは、石IMIの中に含まれ潟ポルフィリンという複雑な有機化合物である。ポルフィリン

はクロロフィルあるいはヘモグロビンの誘導体の一つだが、そのような複雑な炭化ｽk素が生物の体内

以外でつくられる口j能性はとうてい考えられないというわけである。有機起臓説によれば霜海底また

は湖底に堆積したプランクトンなど生物の遺骸が、長い年月の間に熟成されて石油になったと考えら

れている。この石油の起源に関する旬幾起源説とプレート・テクトニクスを総合すると、地球的規模

で石油資源を考える場合の有力な判断蕊準が得られる。深海は生物に関するかぎり生産性が低い。石

油の原料となるプランクトンなど生物の遺骸が堆積するのは大陸周辺の浅海である。したがって石油

がもっとも生成されやすいのも大陣周辺.のr浅海といえる。そして平均的な石油熟成毛デルでは、以ﾄﾞ

のように考えられている。浅海に堆積した生物の遺骸は蓮そのｋにどんどん新しい堆積物が覆ってい

くうちにだんだんと深く埋もれていく。そうすると地温勾配というのがあい地「深魔が深くなるほ

ど温度が_上昇する。ＶＺ均的に1500メートル位の深臆に達すると温度が60℃にない有機物は熟成作蝋

を受け液体の石油が生じ袷める。しかし深度が5000メートルになり地温が150℃を超えると、せっか

くできた石油分は熱分解ざれガスになってしまう。この対平均的に150()メートルから50()(>メートルま

での深度をオイル・ウインドウと呼んでいる。石油は実に微妙なバランスの上で生成されるのである。

生成された石油が油田を形成するためには、もう一つ最後の条件を満たさなければならない。液体

の石油は移動性に富み、そのままではどんどん鯵勅して行って結局のところ地卜に達し蒸発してしま

う｡人間が今日石油を利蝋できるのは、石油が移動の途中でトラップされ閉じ込鐘られたお蔭である。

トラップつまり石油にとっての嵐は、石油を閉じ込必ることができる窄隙を持った岩囑の上部をlmi密

な岩層が覆った構造をしている。湾i亀そのような)'111造は背斜構造と呼ばれている。その他にも、特殊

な断層によって形成されるトラップもある。空隙を待った岩層としては|沙岩と石灰岩がある。（３）岩は

砂が固まった岩だから元々空隙を持っているが、石11ｋ岩はMll瑚礁起滅のものは別として破砕による空

隙に石油が溜る。以上のプロセスを踏み、石油が熟成され油田を形成するまでには数白ｿﾌ年あるいは

数千ﾉﾌﾞ年が経過する。我々が使う時までには、さらに数千〃年、あるいは数Ii3ii:flE力軽過するだろう。

そんなに長い年月の間には露大陸はマントル対流によって運ばれ互いに衝突し合う。最近ではブルー
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ム11辿論によって、地球のマントル以上の部分は数億年の周期で比絞的規ＭＩ止し<、引き裂きと反対側

での集合を繰り返してきたことがほぼ確かになった。大陸が衝突すれば、真っ先に破壊されるのは大

陸の周辺部である。かくて石油は、せっかく生成されたとしても、案外、生き延びるのが難しいので

ある。その確率は、石油が生成される年代が古くなるにつれ急速に低くなるだろう。

現在我々が消徽している石油の大部分は新生代の第三紀、そして｢１ｺ生代のジュラ紀と白,H1紀にでき

たものであるｏつまり２億年前以降にできた石油が大半なのである。例外的にアメリカの内陸部や、

アルジェリアやロシアのボルガ゛ウラル地方などでは、４億年以上前の古生代のデポン紀やそれ以上

古い地質年代の石油が生産されている。それらは、長い間、緬突を免れて生き延びた希有の例といえ

る。せいぜい数千か年前の第三紀の石油が残っているのはむしろ当然といえるが、それと並んで中生

代のジュラ紀と白亜紀の石油が結榊大壁に催産されている雌[{]は、－にかかって中東の存在にある。

中東は、石油に関する限り地球上の特異点である。中東の油田地帯のIiIi積は多めに見積もっても100

ﾉｺﾞ平方キロメートルにすぎない。地球の表mki積のたった0.2％である。その狭い地域に、これまで発

見された石油の確認口j孫埋蔵量の70％が集まっている。世界の他の有数の産油地帯、アメリカのテキ

サスからオクラホマにかけての産油地帯も、ロシアの酉シベリアも、また最近急激に産油量を増やし

た北海も、中東に比べれば赤子のようなものだ。地球物理学的知見によれば、今の中東の油l]]地帯は

数億年あるいはそれ以上昔からテチス海（古地中海）の沿岸に位置していた。変化極まり無い地球上

では、比較的長期に安定していた例外的地域だったらしい。その間ゆっくりと堆積が続いたが、有機

物リッチな地隅も含まれていたのだろう。堆積岩の厚みは１ノゴメートル以上に達した。オイル．ウィ

ンドウの条件は十分満たされた。厚い堆積岩の「には５億年以｣二昔に干上がった海の遺物、岩塩が堆

積していた。瀞;塩は比重が軽いからゆっくりと浮かび上がってくる。そのバランス如何によっては、

アメリカ南部などでみられる如く、浮かび上がってきた岩塩が上部の堆積岩を破壊する場合もある。

しかし中東の場合は、ごく緩やかな背斜構造をつくっただけであった。中東では石油の根源岩となっ

た有機物の盤はそれほど多くはなかったという説がある。そのかわり巨大なトラップが、生成された

石油を効率よく集めたというわけである。中東の油田はいくつもの好条件を前提としてのみ存在しえ

た！

それはともかく興味深い事態が進行中である。同じ中東湾岸の油田でも、南のサウジアラビアなど

では’億年以｣二前の油臆に同じ時代の石ﾉ'１１が詰まっている。しかし北のイランの油田では知比較的新

しい~F数白〃年前の油層に’’億年以上昔にできた石油が詰まっている。このイランの油田の、生成年

代に関するイ思議なミスマッチを説１１Mする唯一の合理的な理論は、－度できた油層がその後破壊され

逃げた石油がより新しい地層に再トラップされたというものである。その前提で中東油[１１地帯の地図

を広げてみると興味深い。南岸の油田はエンナラ系列といわれ南北に縦に並んでいる。それに対して

北岸のイランの油田は、ザグロスの山帷みに沿って酉北から東南の方向に規則止し<雁行している。

プレート・テクトニクスによれば、中東池田を乗せたアラビア．プレートは、紅海によってアフリカ

゛プレートから切り離されて巨大なユーラシア・プレートに衝突している。ザグロスはその衝突に

よって形成されつつある山脈である。このような地形が示す未来の婆は明白である。数}f1.ﾉﾌﾞ年、いや

数千ﾉﾌﾞ年後には、中東湾岸地帯は今のヒマラヤ山脈のように押し上げられ霊すべての油【１，は破壊され

ることが運命付けられているのである。ヒマラヤ地方では犬然ガスの存在が確認されつつあるが、も

しかすると、かっては遥か南にあったといわれるインド・プレートの北岸にも巨大な油田群があい

犬然ガスはその残骸の一部かもしれない。

石油も資源である以|弓有限である。地卜にどれだけの石iIiIが存在し、その内どれだけの石油を幽収
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することができるのかという問題は、石油産業にとって昔から関心の的であった。長年の間に多くの

地質学者がいろいろな意見を出した。194()年代には5()0()億バレル稗度と脅えられていた。その後50年

代には１兆バレルに引き上げられた。さらに6()年代以降は霊ほぼ２兆バレルということで多くの学者

の意見が一致している。最大の予測値でも２兆60()0億バレルである。その後8<)年代に入ると、むしろ

難題価はI〈方修止されるようになった。１兆4()()(j億バレル梶度という縦定価も出た,。しかし平均的な

見解としては２兆バレルであろう。２兆バレルといえば琵琶湖の水量の13倍電富十で山を逆さにして|上１

錐形の桝にしてiil-ると３分の１を満たすにすぎない。案外少ないというのが率直な印象である。我々

はすでに竜そのうち7()O()億バレル以ｋを消徴してしまった。

毎年蒲石油関係誌に発表される確認､j孫埋蔵量の信溌Iftについては慰問がある。1980年代半ばまで

は、だいたい65()()億バレル緯度でljiIiji蘆いであった。当時すでに鶴毎年15()ないし2()()億バレルの石油が

消費されて無くなっているのに確認可採埋蔵量の数字が減っていかないのはおかしいと思っていた｡

1970年代末認メキシコのカンペチェ沖合いで100億パレノ|綴模の油田が発見されて以来論ほとんどめ

ぼしい油田の発見がなかったからである。なのに1980年代半ば過謹驚怜すべきこと力漣きた。確認

,｡I孫埋蔵量の数字が7()()0億バレル梶度から一挙に１兆バレルへ引きＥげられたのである。ＯＰＥＣ加

盟国の一部力輔って理蔵騎の数字を引き|こげたた趣である。最;肌ベネズエラとクウェイトカ螺蔵覺

を突如倍増した。この時の理由ははっきりしていた。それまで加えていなかった超軍質原油の埋蔵量

を通常の石油埋蔵量に加えたのである。しかし、それまで商業的対象にならないという理由で統計に

加えていなかった趨輩質原油を増，なぜその時点，で突如埋蔵鑑Ｉこ加えたのかという理由ははっきり

しなかった。禦年電イラン、イラクそしてアラブ首長国連邦がそれぞれ埋蔵量を倍増して発表した。

理由は経験の蓄積と技術の進歩とされていたが､具体的な内雰は明かでなかった。２年置いて今度は

悩界最大の埋蔵篭を誇るサウジアラビアがその埋蔵量を倍近くに引き上げた.このようなＯＰＥＣ

６ヶ国による埋蔵量改定が続けられていた間、1986年には未曾有の原油価格暴落を経験した｡前年末、

サウジアラビアがそれまで務めていたスイング・プロデューサーの役割を放棄したのである。その結

果季1870年以降断絶することなく続いて来た「原油価格は誰かが管錘している」状況が突如消滅した。

原油価膳はバレル当り３０ドル近くから一挙に10ドルを割り込んだ。価絡が大暴落した上に澱埋蔵量が

7000億バレルから１兆バレルへ引き上げられたのである。石油供給の未来に対して魂すっかり安心感

が浸透した。

それ以降10年が過ぎた。その間2()()〔)億バレルの石illilが鱒賛されて無くなったことは確実である。に

もかかわらず､,－度１兆バレルへ引き上げられた埋蔵量はその後引き「げられることはなかったＱ発

表されている埋蔵量の数字は鞠かに政治的なものである。産油国にとって巨大な埋蔵量の数字は建そ

の国にとっての最大の力の根源である。1980年代にはＯＰＥＣ内部で国別生産枠を決める方式を相談

する会議が続けられていた。その方式では、埋蔵量がもっとも重要なファクターになることになって

いた。それ故どこかの国が埋蔵麓懇引き上げたとすると、そのまま放置しておいたのでは'二1国の生産

枠が減ってしまう。当時は、石油需要の減退、非ＯＰＥＣの増産、そして旧ソ連からの輸出の増大な

どによって生じた過剰#齢問題のしわ寄せがすべてＣＭＤにｉｌｉＬ付けられていた。すべての加盟国

は少しでも多くの割当枠を望んでいた。そんな状況では、相対的な埋蔵量が非常に重要な意味を持っ

ていた。埋蔵量の数字など元々イ確か。。。、という問題もあった。地「に存在する石油の量は餡油

田の開発が進めばある程度科学的に分かるが、存在する石油の`うちどれだけ回収できるかはやってみ

なければ分からない。回収率は油田によって数％から数十％まで様々である。この、確認則採埋蔵量

など限りなく本確かで誰にも分からないという事実が鋤産油国の埋蔵量発表の際に影響を与えていな
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いとはいえない。我々は石ﾌﾞ['１の未来を脅える際尋埋蔵量統計を信じてはいけないという、はなはだ厄

介な問題を抱えていることになる。

滴油はあとどれだけ残されているのだろうか。この問題を解こうとすると、なによりまず過去発見

されて、まだ生産しないで残っている埋蔵量つまり確認しり孫埋蔵量の真実のＩｌｌｌ〔を烟まなければならな

い。そして次に、今後どれだけ新規の埋蔵量が発見される回附触力鱗っているかという点を考えなけ

ればならない。とはいえ、いずれもすこぶる付きの難問である。とくに第一の問題は、発表されてい

るlwi:誌側操埋蔵量の数字が傭じられないのだから藍Ｆ１分で推理する他較い。埋蔵瞳に関するデータは

所有者の財産に関する大事な情報だから、やたらと公表されるはずもない。第一次石油危機以前はメ

ジャーズの社内秘密であった。第三次石油危機以後は産油国の国家機密となった。しかるに]974年か

ら78年にかけての期間は、油田の所有権がメジャーズの手から産油国へ移ったにもかかわらず覇その

管｣'１１はメジャーズに任されていた。そのせいか、その間にある程度真実に近い惰搬が外部に流れ出し

た風｣能性がある。当時の埋蔵壁は6500億バレルと推定されていた。他には方法がないということも

あって、この数字を出発点とする。その後約20年間で、350()ないし40()〔臆バレルの石油が消費されて

消えた。一方診その後どれだけの新規発見があったかは明かではないが、大雑把に言ってせいぜい

1000億バレル程度と考えられる。さらに、地質屋あるいは技術屋の保守性を脅えれば、当時の6500億

バレルという椎定値が過小評価されていた口J能性を肴慮しなければならない。それを20％ないし30％

とすれば、1300ないし2()()()億バレルである。以上を総合すると、今や残されている埋蔵趣は5000億バ

レル程度ということになる。発表されている１兆バレルの半分で衝撃的ともいえる数字である。極め

て暖昧な根拠に立った推定値にすぎないが、発表されているまったく非現実的な数字よりは多少は真

実に近寄っているだろう。

次に、今後どれだけ新しい石油資源が発見される創肯雛が残っているかという問題である。残念な

がら函この点について楽観的になることは難しい。まだまだ中/ＭｉＬ模の油Ｈ１地帯は発見されるだろう。

しかしそれでは、過去半世紀近くr1I東の石油資源を食いつぶしているという現在の基本的構図を変え

ることはできない。そこでポイントは、第三の中東規模の油田地帯を発見できるかという点に絞られ

るが、結論としてその剛脂性は限りなく低いと言わざるをえない。すでに述べたとおり中東の油田地

帯は、プレート・テクトニクス的に地球上では例外的な存在である。巨大油田は発見しやすいという

点も指摘しなければならない。巨大油田の面積は広大である。世界第一位のガワール油[｢lは富山県と

同じ面積を持つ。第三位のブルガン油田でも東願3匹位の面積がある。しかもオイル・ウィンドウの

理論から、油1冊が存在するのは地ﾄfせいぜい50()0メートルまでである。いわば巨大油田は、浅い海に

潜む鯨のようなもので発見されやすいのである。1920年代半ば以降、アメリカで地浅探鉱など石油探

鉱技術が急速に進歩した。それ以来アメリカのメジャーズは、その技術をもって世界的に探鉱活動を

繰り広げてきた。そのi乱巨大な鯨を見逃した可能性はむしろ低い。ただ例外は入ることができな

かった１日ソ連だけである。

３旧ソ連のポテンシャル

第一次大戦末期、ボルシェビキ政権が誕生するとレーニンは、それまで幽欧系の企業によって所有

されてきた自侭1内のすべてのｲ｢油資源を国有化してしまった。そのた酌|日ソ連は、第三次大戦後の世

界では唯一例外的に、アングロ・アメリカンに支配されない石油資源を保有することになった。共産

主義は資本家の名の卜、経済の原動力であるアントラプルヌール(起業家)を葬り去った。自ら、発展
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のエネルギーを去勢してしまったのである。そんな自滅的な経済体制が70年間も続いたこと自体驚く

べきことといわなければならないが、ましてや第~三次大戦後は、資本主義の盟主、アメリカに対抗し

て世界を＝分し、四つに紐んで譲らなかったのである。自滅的な経済体制が、なぜそんな巨大なエネ

ルギーを持ち得たのだろうか。結局のところ、その力の源泉は、１日ソ連だけが唯一|;iI外的にアングロ

・アメリカンに支配されない石油資源を保有していた点にのみ求められると思う。イデオロギーの対

立は夷のところ油１Ｍの対立であった。

ソ連は、節二次大戦前は国有化したバクー池田にのみ,依存していたが、戦後は、戦争し']に発見した

ボルガ・ウラル油田地帯に頼ることができた。フルシチョフの時代で、ソ連としてはもっともハッ

ピーな時代である。フルシチョフは、有り余る石油を当時の石油価格の70％程度の価格で西欧に戦略

的に輸出した。資本主義の衰退を早めるためには、その経済的基盤であるメジャーズの支配体制を切

り崩すことが必要だと考えたのである。ボルガ・ウラル油田は第三バクーと呼ばれた。ボルガ・ウラ

ルiM111[lは{95()年代と60年代、ソ連のﾆﾋｶﾉ[11田となった。ソ連はその麟四シベリアで最大の油'1]地帯を

発見し爾三バクーと名づけた。I』Mシベリア油田は1970年代急速に開発された。中東を除けばM1r界的に

みても最大級の油田地帯を次々に発見できたソ連は、有り余る石油をいわゆる衛星国に超恩恵的な条

件で輪出して、自分の陣営につなぎ止める切札とした。そんなソ連の運命が暗転したのは、第四バ

クーがあると期待した東シベリアで油田が発見できなかった時である。そのことは既に1970年代には

明かになっていた。その結果、もっとも新しい西シベリアオ｢l11nが酷使されることとなった。[lLlシベリ

ア最大のサモトロール油田など、生産開始直後から水攻法が孫)Mされたのである。しかし無理はいつ

か破綻する。1980年頃からソ連の石illl生産は伸び悩むようになった。

皮肉にも、ちょうどその頃からソ連は、酋側から穀物とハイテク製品を輸入しなければならない事

態に追い込まれていた。そのためには必要となるドルを稼がなければならない。そのドルをソ連は悪

石油と犬然ガスをljW側に輸出することによってのみ稼ぐことができた。｜日ソ連の酉Ｉ１１Ｉに対する石油輸

出は、最初はあくまでも緊急避難的な措置だったと思う。しかし旧ソ連の経済問題は解決されるより

はむしろ悪化していった。緊急避難的な措置はいつしか恒久化し、西側にとっても安定供給源となっ

ていった。それは、８０年代に－つの決定的な影響を世界石油産業に与えた。すでに旧自ltl主義圏の石

油需要は83年に底を打ち増え初めていたが、１日ソ連が西側への石油輸出を増やしたため、その分、効

果がoPIZCに及ぶのが遅れた。ＯＰＥＣの生産量は八五年まで減り続けた。そのタイムラク効果が

決定的蔵蛎態をもたらした。サウジアラビアの我慢が限界に達しスイング・プロデューサーの役割を

放棄した。その結果、１００年近く続いてきた「誰かが原油価格を管理している状態」が耀終的に崩壊

してしまった。すでに数年前から萌芽的に現れていた石油市場が急成長し、以後石油価格はその郁度

需給状態を反映して激しく揺れ動く状態になってしまった。

生産が停滞する中、四側への石油輸出を増大させなければならなかったソ連は、まず衛星国を犠牲

にした。しかしそれでも足りずＦ１国内の石油消費も抑え込んだ。ソ連経済がおかしくなり始めたのは

1980年頃からである。トラブルは輸送部門から始まったとされている。輸送部門はガソリンや軽油が

なければ!助けない。プライス・メカニズムを廃止したソ通は、すべての商品の需給のコントロールを

中央委員会の命令による割当で行なっていた。割当を受ける側は、とくに削減を受ける場合には必ず

多めの請求をしてくる傾向がある。国内の石油需要を抑え込む必要に迫られた時、如何に超秀才たち

の集合体だったとはいえ中央委員会が、広大なる国家に無数に存在する需要ポイントへ必要な量のガ

ソリンやi怪油を適切に割り当てることなどｲﾛﾘ能であったろう。東欧やその他の衛星国との絆もだん

だんとおかしくなっていった。石油の切れ目は縁の"切れ目であった。ソ連の石油生産は1983年にピー
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クを打ち減産に'|iiiじた。關年にゴルバチョフが蕎記長に就任するや、その直後に極めて異例のこと

だったが酉シベリアの油田の現場へ飛んだ。ゴルバチョフは7J油産業省首脳の首を大胆にすげ替えた。

その効果だったのだろうか、８６年以降ソ連の石油生産は再び増え始めた。しかし長くは続かなかった。

ソ連の石油生産は88年に再びピークを打ち、それ以後は釣瓶落で減っている。興味深いのは、ゴルバ

チョフのI11j側に対する態度が八九年を契磯として劇的に軟化したように思えることである。共産主義

という制度に最終的に見・切を付けたのもこれ以後である。

ゴルバチョフは知っていたのかもしれない。アントラプルヌールを否定し効率という概念を放棄し

た共産主義経済は、豊かな石油を前提としてのみなんとか維持できた。ゴルバチョフが、就任直後政

権がまだ安定したとは思えない時期に敢えて油田の現場び飛んだのは、石油こそ力敏権維持の決め手

と考えていた証拠だし、首脳の首をすげ替えた直後石油産業省には巨大な予算が優先的に与えられた

のである。しかしさすがのゴルバチョフも、その予算がやたらと井戸を乱掘するのに使われようとは

思ってはいなかったのではないか。興味深いのは、1970年代すでにアメリカのＣＩＡがソ連の石油生

産の減退を予測していたことである。またハーバード大学のロシアリ|究所のマーシャル・ゴールドマ

ン教授は、ソ連の中央委員会が油Ｈ１の回収率は80％に達すると信じていたと報告している。もちろん

西側の常識では2()ないし30％程度である。ゴルバチョフが巨大な予算を優先的に与えて実行した壮大

なる実験は、結局のところ事態を悪化させただけであった。もともと酷使されてきたIlljシベリアの油

田はかえって寿命を縮めてしまったのである。

このような}ロソ連石油産業の歴史をみると、一般的に信じられている「資源大国」というイメージ

は信じることができない。ソ連の石油技術が酉側に比べて20年ないし3()年は遅れていたことは確かで

ある。また老朽化した油田の機器は交換すればよい。またゴールドマン教授力潴摘していたように、

たとえば、年間の発見量ではなく鯛Wllした排Fiの深度の合計だけで評価されたソ連の探鉱技術者が電

浅い井戸のみを凝りたがったという制度上の問題は解決できるだろう。しかし問題の本質は第四バ

クーが発見できていないという点にある。それは上に、第三の中東を発見できずに中東のみに依存し

続けている地球全体のミニチュア版であるが、その問題が解決できないかぎり資源大国というイメー

ジは虚像でしかない。とはいえ、中小規模の油11】の発見は期待できるのではないか。事実いくつか発

見もされている。カスピ海周辺が期待できそうである。しかし開発の主体となることが期待されてい

るｌｌｌｊ側の企ﾂ膳にとっては難問も多い。第一はIBt治情勢である。共産主義崩域後の１日ソ連識国はあまり

にも大きな問題を抱えすぎている。職大の問題は「政府は給料を払ったふりをし、労働者は働いたふ

りをした」とljl鰍された共産主義時代の体質が、そう簡単仁は直らないと考えられる中、比較的イー

ジーに導入された自由競争原理である。権利意識だけが発達した人たちが、本気で働かなければ生き

ていけないという事態の方が昔に比べて価値があると認めるのは難事だと思う。

西側企業にとって第二の問題は、世界市場に対するアクセスの問題である。かってゲオポリティー

クで論じられたように、ユーラシア大陸奥深く広大な領土を保有したロシア帝国の南への進出は世界

政治でも第一級の問題であった。それだけ難しいということである。その点カスピ海沿岸はまだまし

といえるが、所栓はパイプラインに依存せざるをえない。そうだとすると、タップラインなど中東湾

岸の油田地帯から地中海の港へ敬かれたパイプラインが、如何にその土地の政治情勢に悩まされたか

という歴史を思い出さざるをえない。第三に、もっと重苦しい問題が１日ソ連量の石油開発を志す企業

を待ちかまえている。私有財産を否定した共産主義社会は、当然のことながら私有財産に関する法律

が存在しない。地トのミネラルが誰のものか分からないまま、開発に着手することは私企業にとって

危険極まりないことだろう。法律制度が存在しなかった中東への進出に当ってアメリカのメジャーズ
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は、1.-1らの横翻慈をそのまま持ち込んだ。しかしそれは、少人数の－１i族とＩ話をつければよい場合に限

られる方法だろう。離会が存在し、多数の利欝関係が入りＩＦしれている場合には側底適＃M|できない方注
である。

ところで旧ソ連が崩壊しその石油生産が急減する中で、四側への石！{'1輸出だけはほとんど減らな

かった。ソ連石油の輸出は、フルシチョフ時代の戦略的なものを除けば、197()年代後半に始まりB()年

代以降は１５(〕ﾉﾝb/dないし2(〕()ﾉﾌﾞb/dで安定してきた。もう2()年あまり西側にとって有力な石油安定供給

源となってきた。その蛎実を、幽側でどれだけの人が知っているのだろうか。この点は、般近ＮＹＭ

ＥＸ(ニューヨーク商[1,1,取引所)に上場されているＷＴ［原油の価格が/f《気味に高騰し始め、地球的規

模での石油供給余力の消滅を示唆し始めている現状を思えば、たいへん深刻な問題だと思う。１日ソ連

の四'1111への石油輸出は近い将来急減する':Ⅲ能性がある。それが、北海などの減産の時期に重なるとか

なり澱刻な事態も予想しなければならない。

４石油資源と地球システム

白数十年前、石＃11産業はアメリカで誕生した。その直後、一人の巨人が石iilil産業に参入した。ジョ

ン・])．ロックフェラーである。ロックフェラーが設立したスタンダード・オイルは、188()年頃まで

にアメリカの石油市場の85％を抑えていた。当時のアメリカの比重を考えると、事実上'11界の市場を

支配していた。スタンダードはビジネスにおける成功、換言すれば市場における占有率と比例して独

占に反対する連邦政府との敵対関係深めていった。結局スタンダード。オイルは1911年に政治の力に

よって34社に解体されてしまう。この間、インドネシアやメキシコ誌アメリカ国内ではテキサス州か

らスタンダードのライバルが成長する。第一次大戦後は、スタンダードに、イギリス系のロイヤル・

ダッチ・シェルとアングロ・ペルシアを加えたビッグ・スリーが、国際カルテルをつくり世界の石油

i二1鵡を支配した。やがて中東の油田開発を契機としセブン・シスターズの時代に入る。1950年代はセ

ブン・シスターズあるいはメジャーズの全盛時代である。この時代メジャーズは、バレル当りコスト

1()セントの原油を１ドル80セントで売っていた。その体ﾙﾘに挑戦したのがイタリアの国常石油会社Ｅ

ＮＩと組んだフルシチョフである。赤い原油の殴り込みは、メジャーズをして公示価格の引きドげに

追い込み、さらにはＯＰＥＣを誕生させる結果となった。

ＯＰＥＣの誕生は、１１ｺぐにはメジャーズを脅かすものではなかったが、固定化された公｣《価格と実

勢価格の乖離は徐々にメジャーズの財政緋樅を蚕食していった。５０年代と6()年代、世界の石iillil需要は

１０年毎に倍になった。193()年頃から続いていたアメリカの過燗生産設備も1970年頃には消滅した。早

くも現れていた原油供給余力の縮小は、メジャーズに対するＯＰＥＣの相対的力を増大した。そして

'973年の第４次中東戦争を契機に第一次石油危機が発生、メジャーズがＯＰＥＣ国内で持っていた油

Ⅱ1はすべて国有化されてしまった。しかしメジャーズのダウン・ストリームにおける市場支配力は変

わらなかった。そのため０１，ＥＣは、自分のものとなった原油をメジャーズにパイパックせざるをえ

なかった。メジャーズは原油部門の利益を失ったが、ダウン・ストリームに対する原油の供給者とし

ての立場は維持した。しかしそれは、あくまでも過渡期でしかなかった。197畔のイラン革命が引金

となった第三次石油危機の混乱の最に'.、消費国の買い手はＯＰＥＣの国営石油会社に殺到した。ＯＰ

ＥＣは押し寄せた買い手に得意の入札で原油を売った。原油取引の流れは急激に変化し、メジャーズ

もまた原油の買い手の－人にすぎなくなった。

これ以降、もはやメジャーズと呼ぶに値するi字在はいなくなってしまった。石油取引所は、スタン
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ダード・オイルが公水価幡制度をつくった1895年以来消滅していたが、１９８１年頃自然発生的にロンド

ンに業菅間のフォワード。マーケットが現れ姶嶮、l9jl2年にはＮｙＭｌｊＸ（ニューヨーク商品取引所）

にＷ'「１（ウェスト・テキサス・インターメディエイト）原油のフューチヤー・マーケットが設立さ

れた。しかしその後も、サウジアラビアがスイング・プロデューサーとして頑張っていた1985年まで

は、ＯＰＥＣの膜油価柊に対する影響力はかなりな程度残っており石油取引所の成長は抑えられてい

た。しかし1985年]２月、サウジアラどアその役割を放棄すると、石油取引所が原油価絡を支蝿するよ

うにないＯＰＥＣも、強力とはいえ－つの参加者にすぎなくなった。

メジャーズの衰退は、政治の上ではどんな意味を持っていたのだろうか。1950年代のメジャーズの

力は産油国の政治権力を上191っていた。当時のメジャーズは、とくにアメリカ政府の介入を嫌ってい

た。1970年頃までは、中東湾岸の治安はイギリス軍が担当していた。しかし財政姻難に陥ったイギリ

スが軍隊を引き上げると、縦はキッシンジャーの才覚でイランのシャーを湾岸の警察官として秩序を

維持した｡アメリカは、この地域ではイランにだけ最新式の兵器を売ったのである。しかし'978年か

ら79年にかけてホメイニ革命が起きると、【１１束湾岸に力の真空地帯が生じてしまった。それ以後はイ

ラン・イラク戦争、湾岸戦争と砲火が絶え１１Mなく続いた。興味深いのは、アメリカが国家としてこの

地域に武力を侍って進出して来たのは、ようやくイラン・イラク戦争の最終段階だったという点であ

る。そして湾岸戦争では、アメリカは決定的なプレゼンスを示し、中東湾岸をパックス。アメリカー

ナの空113に取り組んだ。

かって「戦略的思考とはなにか」（岡崎久彦著中公新書）という本が出て、叫治以降の｢1本はア

ングロ・サクソンと仲良くしていた時期だけが幸せだったと冷厳に喝破した。当然のことである。ア

ングロ・サクソンは石iiIllの支配者。それを敵に凶したら/:腹きていけない。昭和25年、アメリカの対日

占領政策が劇的に転換した。それまで敵性国家と見倣していた[1本に、一転してアメリカは、ドルや

最新の石油精製技術を惜しみなく与えてくれた。まったくもって共産主義膨張をllllえ込むグローバル

戦略のお蔭だった。たなぽた的幸運はそれだけではなかった。194(陣に|吐界の石油価格体系が激変し

て、ｎ本は、戦萠の世界でもっともjIg1r油価格力塙い地域からアメリカやヨーロッパより安く石油を買

える地域に変わったのである。しかも日本の戦後は、「『１束における油胴の大発見時代に当っていた。

日本は地形の上でも恩恵を受けた。1960年代、タンカーが急速に大型化して輸送コストを劇的に引き

ドげたが、犬然の水深が深い港がないアメリカやヨーロッパでは、そのメリットを日本ほどには享受

できなかったからである。昭和25年以降、［1本の石油消費は1()年で10倍になり、２０年で100倍になっ

た。人類史上希有のことである。

グローバル・インダストリーとしての石油の#鵜ネットワークは、地球システムとならざるをえな

い。もちろん、すべてのシステムのメンテナンスにはコストがかかる。その点、石油の地球システム

も例外たりえない。日本は第三次大戦後、石油の地球システムを前提としてのみ繁栄し生存すること

ができた。では誰が地球システムのコストを負担してきたのだろうか。石油の地球システムの別名は

パックス・アメリカーナである。全部ではないにせよ、その圧囮倒的部分を負担してきたのはアメリカ

国民である。アメリカの力が相対的に衰退しつつある現在、そのことを認識することが遜要なのでは

ないか。たとえばオイル・ルートの問題がある。日本の生存は中東油田地帯の政治的秩序の維持と、

そこからの安全な輸送ルートの確保することにかかっている。日本自身が、中東は無理にしるオイル

・ルート位の安全確保を分担しなければならない時期はいずれやってくると思う。少しでも多くの日

本人が、石油の地球システムが置かれている現状を認識することが４必要である。
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２１世紀の非在来型天然ガス資源「メタンハイドレート」

東京大学工学系研究科

増田昌敬

世界各地の海洋底下や永久凍土地域にはメタンハイドレートが膨大に存在すると

推定され、ハイドレートに含まれる天然ガスは２１世紀のエネルギー供給に寄与する

非在来型天然ガス資源として期待される。本講演では、メタンハイドレートとは何

か、天然の地層中にハイドレートが何故形成されるのかを解説後、そのエネルギー

資源としての可能性と展望を述べる。

１．メタンハイドレートとは

物質は与えられた圧力・温度条件下で、最も安定な相状態で存在する。例えば、大

気圧下におかれた純水（液相）は、０°Ｃ以下では氷（園相）になり、１００°Ｃで沸騰し

て水蒸気（気相）に変わる。同様に、メタンや二酸化炭素等の分子径の小さいガス

と水の混合物は、大気温度・大気圧力下では気液Ｚ相の平衡状態（ガスの一部が水に

溶解して、ガスと水に分離した状態）で存在するが、図･Ｉに示すように、この混合物

を加圧・冷却していくとガスの包接化合物（固体結晶）ができる。この包接化合物

をハイドレートと呼び、包接されるガスがメタンを主成分とするハイドレートがメ

タンハイドレートである。

メタンガスと水を高圧容器に仕込み、撹枠しながら加圧・冷却していくとメタンハ

イドレートは容易に生成する。ハイドレートの外観はシャーベット状の氷と似てい

るが、その構造は、水分子が水素結合でクラスター化（集合化）した立体ケージ内

の空孔にガス分子が分子間力で捕.獲された結晶状態となっている（図１）。合成した

メタンハイドレートを大気圧下に取り出してマッチの炎を近づけると、勢いよく燃

える。減圧と昇温より、ハイドレート織造内のガス分子の熱運動が活発になり、ケ

ージ榊遭が崩れてメタンガスが分解するからである。その様子は氷が燃えているよ

うな印象であり、メタンハイドレートは「ガスを濃縮した固体燃料」である。

理論的に計算すると、メタンハイドレート１万z3の塊にはメタンガス約１８０㎡

（１５．６°Ｃ、大気圧における基準状態での容積）が含まれる。天然のハイドレートに

はメタン以外の不純成分も含まれること、結晶構造の空孔占有率が７０～８０％と考え

られること等から、実際のガス含有量はこの理論値より３割程度小さいと考えられて

いる。つまり、地下に存在する天然のメタンハイドレート１，３には約１２６沈3のメタン

ガスが含まれていることになり、メタンハイドレートを多量に包有する地層はメタ

ンガスの宝庫である。世界及び日本周辺海域に多量に賦存する天然のメタンハイド

レートからガスを抽出する技術が確立されれば、２１世紀のエネルギー供給不足の問

題はかなり綴和する。
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２．ハイドレートに関する工学的研究

石油高圧ガス輸送パイプラインのハイドレートによる閉塞醐故の報告が出された

（Hammerschmidt，１９３４）のをきっかけに、ハイドレートに関しては現在でも多く

の研究が行われている。原油・天然ガスの海洋生産システムの一例を図２に示すが、

サテライト坑井から産出する流体はフローラインと海底マニホールドを通り、その

後ライザーパイプを経由して海上の生産施設に送られる。海底フローラインとライ

ザーパイプ内は低温・高圧であるために、水分を含む天然ガスまたは原油が流れる

とハイドレートが生成してフローラインを閉塞する事故を起こす。北海やメキシコ

湾等の海底油田では、この事故を防止するために、坑井元からフローライン中にメ

タノールを注入している。北海油田の操業費の約１０％はハイドレート生成防止のた

めのメタノール注入コストであると言われ、操業コストを削減するために、メタノ

ールに替わるインヒピター（ハイドレート生成抑制剤）の開発研究が行なわれてい

る。また、寒冷地のパイプラインで高圧ガスを輸送する場合は、事前に脱湿したガ

スを送るのが常識である。

魎工且

,,蓬」

TREE’

曇

号

、

図２原油・天然ガスの海洋生産システムの－．例
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ハイドレートに関する工学的な研究は、大きく分けて次の３つの範|聯に分れる。

(1)天然ガスパイプライン輸送中のハイドレート生成抑制対策に関する石油工学的

研究、（２）人工的にハイドレートを作り、それを工学的に利用するための研究（例え

ば、大気中の二酸化炭素排出削減技術の一つとして、二酸化炭素をハイドレートの

形で低温・高圧下の深海中へ固定する方法、ガスをハイドレート化して海上輸送す

る手段に関する研究等）、（３）天然メタンハイドレートからのガス開発に関する研究、

である。

本講演で紹介するのは（３）の項目である。京都で開催された万国地質学会で、日本

近海に４，２００億～４兆2,000億〃zJの天然ガスがハイドレートとして存在するとの研究

発表（Ｋｒａｓｏｎ，１９９２）があったのを緒として、国内でもハイドレートから天然ガス

を開発しようという動きが活発化した。「国内の石油及び可燃性天然ガス資源開発

５カ年計画」のポスト７次案についての通産省石油審議会の答申において、日本周辺

海域のメタンハイドレートの資源量の把握と将来の商業化の可能性の検討を行う基

礎調査の必要性が指摘された。この答申を受けて、平成１１年度には日本近海のハイ

ドレート層掘削とハイドレートコア採取を目的とした石油公団による基礎試錐が実

施されることが決定した。平成７年度からは、石油公団石油開発技術センターは特別

研究「メタンハイドレート開発技術」を民間各社との共同で始めている。その他に

も、大学研究機関、工業技術院（地質調査所、資源環境技術総合研究所、北海道工

業技術研究所）、東京ガス株式会社、大阪ガス株式会社等で独自の研究開発を進め

ている。

３．天然メタンハイドレートの生成環境とその賦存分布

地層が次の２つの条件を満たす環境下にある場合、天然のメタンハイドレートは生

成する。

（１）ハイドレートを生成するために必要なメタンガスと水が豊富に存在する

（２）地下の温度・圧力条件がハイドレート安定領域にある

図３の色付けされた部分は、永久凍土地域と海域におけるメタンハイドレートの安定

存在領域を示す。図中の破線は地層内及び海水中の温度勾配である。温度勾配は、

永久凍土の基盤及び海底面で不連続になる。実線は、図１の圧力一温度図における圧

力を深度に換算したメタンハイドレートの平衡圧力曲線である。ハイドレート平衡

圧力曲線より低温・高圧側の領域でハイドレートは安定に存在するので、地下また

は海水の温度勾配と平衡圧力曲線に囲まれた深度臆囲で（１）の条・件が満たされるなら

ば、天然のメタンハイドレートが賦存する。但し、海域の場合は、海水中ではハイ

ドレートが生成しても次第に分解してしまうので、安定領域は海底面下に限られる。

世界各地の海洋底下や永久凍土地域の地層内は,低温・商圧であり、ハイドレート

の生成環境にある。これらの地層中にメタンガスと水が遇富に存在すれば、天然ハ

イドレートが多量に賦存することが予想される。現に、国際的に行われている深海

掘削計画（ＤＳＤＰ）や国際深海掘削計画（ＯＤＰ）の海洋掘削で採取したコアからは、

原位置でのハイドレートの存在が確認されている。メタン以外の比較的小さな分子
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（Ａｒ，CO2，chHb，qHb等）と水からもハイドレートが生成するため、天然ハイドレ

ートにはメタン以外のガス成分も含まれるはずであるが、現在までに報告されたハ

イドレートコアのガス分析結果では、ガスの主成分はメタンであることが多い。
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図３ハイドレートの安定領域（Ｓ[Ｃａｎ，１９９０）

左図は永久凍土地域、右図は海域の場合

北極海

図４メタンハイドレートの分布（松本，１１９５）

－５８－



天然メタンハイドレートは、図４に示すような大陸縁辺の海底下と永久凍土地域に

存在することが確認されている。これらの地域の大半は、弾性波を利用した地震探

査記録の解析により確認されたものであるが、掘削によりハイドレートのサンプル

を採取した地点も多い。日本周辺でも、南西諸島海溝、南海トラフ（四国沖、室戸

舟状海盆、東海沖等）、房総半島東方、日本海東縁（西津軽海盆、奥尻海盆、奥尻

海嶺等）、千鳥悔満（十勝～日高沖）、オホーツク海（網走沖）の各海域にハイド

レートの存在が報告されている。日本周辺海域のメタンハイドレート分布の詳細に

ついては、文献（地質調査所、１９９６）を参照されたい。

世界の海域に分布するハイドレートIと含まれるメタンガスの資源量については、

諸々の研究者.研究機関により試算されているが､1014~１０１８㎡の範囲である（松本､

'９９５）。これらの試算量は、ハイドレート中にトラップされているメタンガスを標

準状態（０°Ｃ、１気圧）に換算したガス容積である。この他にも、地下のハイドレー

ト層はフリーガスを多量に含む地層を随伴すると考えられている。日本周辺海域に

おいては、ハイドレートに含まれるガスの４０％に相当する量がフリーガスとして随

伴すると仮定して、ガス資源量は約８．７兆加3と推定されている（エネルギー総合工学

研究所、１９９２）。なお、現在公表されているガス資源量の評価値は地震探査記録か

ら容積法で計算された推定資源量である。

４．メタンハイドレート掴からのガス生産技術の現状

天然メタンハイドレートからガスを地上に生産するためには、地下の原位置にお

いてハイドレートを分解してガス化させる必要がある。ガス生産方法の概念モデル

としては、以下の３つ、及びそれらを組み合わせたモデルが提I1E1されている（図５）。

（１）熱刺激法（水蒸気や熱水の圧入及び地下ヒーターによる加熱によりハイドレー

トの温度を上昇させ、ハイドレートを分解させる方法）

（２）減圧法（減圧によりハイドレートを分解してガスを採収する方法。ハイドレー

ト層自体の直接減圧と、その下部に随･伴するフリーガス厨からのガス生産によ

り間接的に減圧する方法がある）

（３）インヒビター注入法（塩類、メタノール、グリコール等の溶剤をハイドレート

層に注入することにより、ハイドレートの平衡圧力曲線を低温・高圧側にシフ

トさせて、ハイドレートを分解する方法）

西シベリアのメソヤハガス田における減圧法によるガス生産の例を除いては、これ

らのガス生産方法は単純化された概念モデルであり、実フィールドで検証された例

はない。

現在までにメタンハイドレート風から商業的にガスを生産した例は西シベリアの

メソヤハガス田のみである。西シベリア北部に位置するメソヤハガス田は１９６８年に

発見された。開発前段階の評価では、ガスの原始埋蔵量８００億ｍ3で、その約１/３はメ

タンハイドレート層に存在するとされたが、その後の資料で報告された埋蔵量は３７０

億~4,000億J7z3の範囲でばらついている｡１９８７年までに累計144億㎡のガスが生産

された。メタンハイドレートの安定領域下限深度は７２０～８２０ｍの間にあり、その安
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定領域の直下と下位に数層のフリーガス層が随伴する。ガスを含む砂岩の孔隙率は

１６～３８％、浸透率は約１２５ｍ。、水飽和率は平均約４０％、地層水の塩分濃度は約１．５％

である。フローテストの結果では、貯留層上部のハイドレートからのガスの生産性

は１０~100㎡/Dと非常に悪い｡ｲﾝﾋﾋﾟﾀｰ(ﾒﾀﾉｰﾙと塩化ｶﾙｼｳﾑ)をハ

イドレート層に注入したテストでは、ガス生産レートの急激な増加が得られている。

ill ｉ
地層中に掘削した坑訶：
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その他のガス生産の実績としては、アラスカの例がある。アラスカのノーススロ

ープ地域では、プルドーベイからクパルクリバーにかけてメタンハイドレートの存

在が推定されている。この地域では、プルドーベイ油田の油ガス層からガスが断層

を!伝わって上部に移動集積して天然のハイドレートを生成したと解釈されているが、

商業化には至っていない。１９７２年にＡＲＣＯ社とＥＸＸＯＮ社が掘削した油井

ＮｏｒｔｈｗｅｓｔＥｉｌｅｅｎＳｔａｔｅ－２号井では、深度６６６ｍでハイドレートを含むコアを採取し

た。ハイドレートを含む区間６６３～６７１ｍのドリルステムテストでは、スワピングの

結果、最大１１２F7Z3/、のガスを産出した。産出ガスの組成は殆どがメタンであり、他

に窒素等を含む。ガスの資源量は１兆～１．２兆ｍ3と推定されている。

以上のように、メタンハイドレート層からガスを生産した例は世界的に稀であり、

通常の減圧法によるガスの産出能力は非常に,低いために商業化されていない。今後

は、ハイドレート層下部に存在するフリーガスの生産も考慮した上で、経済的に採

算の取れる新しいガス生産プロセスの検討が必要である。

５．エネルギー資源としての可能'性と展望

天然のメタンハイドレートを資源として開発するためには、次の３つの条件が満た

されなくてはいけない。

（１）生産されるガスから得られるエネルギーがハイドレート分解に要するエネル

ギーよりも大きい（正のエネルギー収支が得られる）

（２）プロジェクトが経済性をもつ

（３）周囲の環境を破壊しない

前項で述べたいずれのガス生産方法においても、ハイドレート分解のためにエネル

ギーが投入される。各生産方法に婚いて、（分解ガスから得られる燃焼エネルギー）

から（ハイドレート分解のために投入されるエネルギー）を差し引いたものがエネ

ルギー収支である。圧力ゼロ、氷点温度においてメタンハイドレート分解に要する

エネルギーは５４ｋﾉW7zojであり、メタンに若干の他成分ガスを含むハイドレートから

ガスを生産する場合には、５０～１３０〃/7"０Jのエネルギー供給が必要である。一方、生

産ガスの燃焼で得られるエネルギーは８３０～，６０ｋ//ｍｏｌｌであるから、生産プロセスと

しては十分な正のエネルギー収支が得られる。Ｈｏｌｄｅｒら（１９８０）は、水蒸気圧入に

よるガス生産プロセスで、ハイドレート１ｍo/からのガス生産につき７１１～ｇ００ｋｊｒの正

のエネルギー収支が得られることを報･告している。減圧法の場合は、ハイドレート

の分解に要するエネルギーは地殻下部からの熱伝達により自然に供給される。上述

した（１）の条件は満たされている。

メタンハイドレートからのガス開発で大きな問題になるのは、プロジェクトの経

済性である。在来型油田の石油開発においても、海洋開発は陸上開発の場合の１０倍

～１００倍の初期資本投資額と操業コストがかかるので、それに見合った大きな埋蔵量

と高い坑井生産能力（埋蔵量の早期回収）が要求される。北海油田やメキシコ湾の

ように在来型油田に対するインフラが既に整っている海域では、小規模なガス層か

らの生産もフローラインを延長敷設することにより可能であるが、日本の場合のよ
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うにインフラのない海域でメタンハイドレート1櫛からのガス開発プロジェクトを経

済的に可能にするには、大きなガス埋蔵量【と－坑井からの高いガス生産レートが必

要である。パイプライン等の生産施設を完成直後にはガス販売レートを上げて、初

期資本投資額を早期に回収してプロジェクトのＮＰＶ（ＮｅｔＰｒｅｓｅｎｔＶａｌｕｅ）を正に

しなくてはいけない。先に述べたように、日本近海のハイドレートに含まれるガス

資源鑓は約８．７兆ｍ3と膨大であるが、現状技術では坑井のガス生産能力（ガス生産レ

ート）は非常に小さいと思われる。経済性を生み出すような生産技術の開発が今後

の研究課題である。

確認された資源量のうちで、現状技術で経済的に生産できる資源量が「埋蔵量」

と定義される｡現段階では、メタンハイドレートの資源量自体も推定の域にあり、

ハイドレートからのガス採収率がどの程度になるかがわかっていない。従って、天

然メタンハイドレートのガス埋蔵避について議論するのはあまり適切でないが、世

界海域に存在する資源量が10157723であり、将来的にその１０％を生産できると仮定すれ

ば’014㎡のガス埋蔵量になる。現在の世界の年間ガス消費量は約２２兆'7T3であるから、

ハイドレートから生産される天然ガスにより５０年弱のＲ/Ｐ（可採年数）を我々は確

保できる。メタンハイドレートは、膨大なポテンシャルをもつ魅力的な非在来型天

然ガス資源である。

６－まとめ

世界の海域と永久凍土地域に賦存するメタンハイドレートに含まれるガス資源量

は莫大で、２１世紀の非在来型天然ガス資源としての期待は大きい。しかし、現在ま

でに西シベリアのメソヤハガス田がハイドレートからガスを商業生産した唯一の例

であり、ガス開発にあたっては、経済性を生み出すような生産技術の開発が不可欠

である。

日本近海にも、多量のメタンハイドレートの存在が推定されている。昨年度より

通産省では、日本近海のハイドレートの資源量評価と開発可能性調査を開始した。

２１世紀には世界的なエネルギー供給不足が予測されている現在、国内エネルギー資

源に乏しい日本にとって自前のエネルギー源の確保は重要問題である。平成１１年度

には、日本近海でハイドレート調査のための掘削が予定されているが、これが２１世

紀の醤蔽色の日本を象徴する出来頚になることを期待する。
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鰹討論２

●司会（原田）午後の部の２番目の司会を承っております、土木学会の原田です。運

営委員会の委員をしております。

関岡先生と増田先生へのご質問以外にも、吉田、新美諭中村先生への質問がありまし

たらお願いします。

●小林（ＩＨＩ）増田先生のハイドレートにつきまして、討論にならなくて質問で申

し訳ないのですが、３つほど教えていただきたいことがございます。水とメタン分子の

比率が決まっていると思うのですが、何モル対何モルであの結晶構造をつくるのかいう

のが第一点です。それから、日本近海で発見されたハイドレートはほとんどメタンだっ

たのか、二酸化炭素も相当にあるのかというのが第二点です。それから、南海トラフの

ＢＳＲで反射波の時間でだいたい0.5秒ぐらいがハイドレートの層であるとみたのです

が、その確認と、そうしますと、層の厚さは500メートルぐらいになるのか、ハイド

レートの中の音のスピードがわかりませんので。そうなりますと、ちょっと関連してく

るのが､1,200メートルから下だいたい1,500メートルまで、厚さにして300メートルぐ

らいが存在しうる範囲という図を示されたと思うのですが、そのへんを教えていただき

たいと思います。

●増田（東京大学）順番にお答えしたいと思います。まず、メタンのモル数ですが、

理論的にはメタン分子が１に対して水が5.75です。分子式でいうと、６個のメタン分子

に対して、それの5.75倍の水です｡.だから比率は5.75というふうに思っていただいて結

構です。ただし薄実際に計算しますと、圧力によって多少比率が変わりますので、最大

メタンが含まれている場合で、比率が5.75ということです。水とガスの割合に直します

と、だいたい227㎡のガスが１㎡の水にあると。要するに、水とガスの比率に基準状態

の圧力温度で換算しますと、１㎡の水に227㎡のガスがある。そうすると、水溶性ガス

ですと10とか30というオーダーですから、水溶性ガスのようなガスが水に溶けるよりは

10倍ぐらい多い量のメタンをそこに保持することができるということです。

次の質問につきましては、実際にサンプルによってばらつきがありまして、二酸化炭

素がＯＤＰの掘削をみると、サンプルによって20％ぐらい入っているのもあります。た

だし平均的にみると、メタンがほとんどで、エタンやプロパンが数％です。つまりメ

タンが96％ぐらいで、プロパン、エタンが入って、二酸化炭素は0.5とか１％ぐらいの

オーダーだと思います。ただし、ＯＤＰの掘削はライザレス掘削でして、ライザを使わ

ないで、掘った屑を海洋にそのまま放出させるような掘り方ですからサンプルする最
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中に海水の中を通ってきます。だから、かなり海水の状況に影響を受けていますから、

正確にはわかりませんというのが正しいところです。それも平成11年度の掘削では、加

圧式のコアサンプラーを今つくっていまして、それで加圧状態のまま持ってきてガスを

分析してやろうという計画をしています。

ＢＳＲについては、私もちょっと専門ではないのですが、秒数はだいたい５秒ぐらい

のところです。実際には、これは秒数で書いているのですが、250メートルというふう

に一般には解釈されているようです。私はその根拠が、ＢＳＲというのは結局反射面な

ので、先ほど層を図で説明したように、下にたぶんガスがあるだろう。そうすると、ガ

スの密度は地層の密度よりも急激に密度が違いますから、そこで大きな反射が起こる。

そうすると、ＢＳＲのところの下にガスがあって、ＢＳＲより上にハイドレートがある。

その上の高さをどこまで評価するかというのは私は専門ではないのでわからないのです

が、見る人が見るとわかると思います。

●小林（大成建設）討議でなくて質問ですが、一つは、中村先生から大気中では炭酸

ガスが不足気味で、水の中は多めだというお話がありましたが、そのへんの意味あいを

ご説明していただきたいと思います。

もう一つは、関岡さんへの質問です。１兆バレルという可採埋蔵鼠があるのだそうで

すが、今盛んに人口問題とか、２１世紀はどうなるかといっていて、今現在のエネルギー

というのは石油だけではないでしょうけれども、２１世紀の半ばになると、石油は今の予

想だとピタリと終わってしまう、数字合わせではそうなるのです。そうなると、石油に

よって二酸化炭素が増えるとか増えないという議論はどうなってしまうのか、そのへん

をよろしくお願いします。

●中村（福井県立大学）二酸化炭素というのは、地球の創生のときには水素とヘリウ

ムが莫大にあったわけですが、これが太陽風という、太陽の表面から出てきたアルフ

ァー線とか、そういう高粒子線で、水素の原子核、あるいはヘリウムの原子核相当のも

ので、これがみな吹き飛ばされて重いものだけが残ったのです。最初の創生からいうと、

二酸化炭素は95％ぐらいあったということになっているようです。それがだんだん海中

に溶け込み、２０億年ぐらい前に出てきた海藻によってどんどん二酸化炭素が分解されて

いって、今は非常に少なくて、先ほどいいましたように、300ppmぐらいしかありません。

植物にとって二酸化炭素は有機物をつくる原料であって、300ppmというのは植物が生息

していくに必要な最低限度に近い量だといわれています。結局、植物の立場からいけば、

もう少し二酸化炭素の濃度は多いほうがいいということです。

－６５－



結局、９５％もあった二酸化炭素が、つまり炭素が石油になったりメタンになったり、

その他の形で全部地中に閉じ込められているわけです。これを掘り起こして出すのです

から、増えてくるのは当たり前です。絶対に増えていきます。ですから、それをもう一

度どこかにストックしなければいけないということで、海底にゼリー状にして閉じ込め

てしまえとか、いろいろ研究がされているわけです。

結局、地球の温暖化ということだけを考えるならば、海水を全部ひっかきまわした平

均温度は何度になるかといったら４度ちょっとです。海中に冷熱エネルギーがあるのだ

というふうに理解すれば、深層大循環のスピードを人工的に少し上げてやると、地球の

温暖化は起こらないし、植物にとってみれば、二酸化炭素が増えて光合成がしやすくな

る、こういうことでございます。

●関岡（東京国際大学）現在、確認可採埋蔵量は１兆バレルあるといわれています。

これは今の生産量で計算しますと、４０年ぐらいか、あるいは50年ぐらいあるということ

ですが、先ほど申しましたように、１兆バレルという埋蔵量は毎年全然減らない数字な

んです。いくら使おうが数字だけは全然減っていかない。ということで、この数字を一

般的に信じている人たちは、石油はまだまだある、少なくとも２１世紀の半ば、あるいは

２１世紀中はあるんだ、そういうことをいっている人も実際にいます。しかし私は、２０年

ぐらいのスパンで見ていると、この埋蔵量の数字は科学的なものというよりは政治的な

ものというふうに考えざるをえない。そうなると、埋蔵量の数字というのはまったく信

用できない。いったいいくら残っているのかというのが全然わからない状況だと思いま

す。

エネルギー問題というのはきわめて重要な問題ですから、２１世紀の問題を考える場合

には非常に困るわけですが、だからといって、私もどういう対策を打てばいいかという

ことは実はわからないのですけれど、とにかく今発表されている埋蔵量を信じるという

ことはきわめて危険ではないか、そういう問題提起しか今の段階ではできないと考えて

います。お答えになったかどうかわかりませんが。

●前田（東大生産技術研究所）吉田先生と中村先生におたずねしたいのですが、水産

資源をこれから大いに活用すべきであるというお話で、私もお話を拝聴しまして大変元

気づけられました。最大持続漁獲量１億トンを何も守る必要はない、何十億トンでも獲

れるものであれば狸ったらよるしいというお話だったと思います。

例えば、深層水を利用するお話でも、私もたまたま富山県で実験をやりましたときに

参加していたのですが、簡単な実験をやろうと思いましても、富山湾は定置網とか網だ
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らけで輪いちばんいいテストサイトをとろうと思っても、ほとんど実験できないとか、

そういうのが実情でして、養殖の問題にしましても、実際には漁業組合の方と現地の方

と相談しなければならないなど、日本の場合は漁業権が大変な問題だと思います。それ

からクジラの問題をとりましても、クジラを食べる話をするとグリーンピースが怒りだ

すとか、そういう問題がありまして、実際にこういう大きなプロジェクトを世界のため

に起こそうと思っても、実|祭にはややこしい話があって、白紙にきれいに新たに絵を描

くというわけにはいかないと思います。

それをつらつら考えてみますと、もちろん経済性の問題が海洋開発では重視されます

が、それ以外にも食料ですと健康の問題になりますし、安全の問題になります。環境の

問題も非常に重要です。そしてグリーンピースとか漁業権を主張される方のご意見もも

っともなものがありまして、今日ご紹介がありました「オーシャノロジ－.インターナ

ショナル」とか「ＰＡＣＯＮ」とか「ＯＣＥＡＮ，Ｓ」とか、そういう関連のセッション

に出てみますと、倫理といいますかエシィックスという言い方をして、経済・倫理・安

全・環境・健康といった内部で対立し矛盾するようなものを総合的にうまくやらないと

海洋開発は絶対にうまくいかないのではないかといわれています。実際にこういう海洋

開発をやって食料問題を新たに思考していこうという場合は、ここはどうしても避けて

通れないところだと思いますので、このあたりのことはどういうふうにお考えなのかお

聞かせいただけたら幸いに思います。

●吉田（産業能率短期大学）エネルギーの話でもありましたように、食料の問題もど

の程度増産できるかどうかというのがなかなかわからないのです。例えば、アメリカは

たしかに在庫がない。今年はアメリカは穀物法の問題が変わりまして、政府がはっきり

買い上げるという形でなくて、農家が価格の安い高いによって作付けし、それに対する

ストックは業者に任せていく、こういう方向に向いているわけです。

実は、先ほど先生方がお話されたように、第二次･世界大戦以降は食料の体庫渦剰でき

ました。先進国はやはり自分が大切だということと余裕をもつという意味から、まずエ

ネルギーと食料を確保するということで、日本を除いてその他の先進国は最高の技術力

をもって食料の確保に動いたわけです。ですから、先進国のなかでは食料の自給が成り

立っていない国はないのです。あるというならば、事実上では違うのですが、イタリア

が70％、オランダとかスイスも自給率は低いのですが、実質上はＥＵの中ということで

あって問題はない。それ以外の先進国は食料を確保するために猛烈に動いたために実は

雄瀧澗剰になってしまっていたわけです。

ということで、長い間生産の問題はどこまでいくかという問題が出なくて、とくに
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1980年代の半ばまでは、今日の状況が来ることまで誰も予測しなかったのです。そこで

1988年にアメリカで大旱魅が起き、アメリカ自身も供給できなかったのですが、ストッ

クが空前の量であったがためにしのぐことができた。その頃ぐらいからアジアの消費量

がじわじわと増えてきてのだけどれども、アメリカのほうも過剰ストックをいやがって

ストックしていなかったので、需要が徐々に増えてくるわりにはストックが溜まらない

ということで、ストックがなくなってきた。

実際にはそのなかでもアメリカは10％ほどを環境保全、エロージョン、表土の流出と

いうことを楯にとって休耕しております。問題は、価格が高騰してきた場合にそれを解

除するしかしないかということがあります。さらにアメリカの場合は、その10％以上に、

価格が上がってきた場合はさらに牧草地をも農耕のほうに切り換えるということがあり

まして、どの程度まで増産が可能なのかということが明確になりません。

そこで、需要の増加という問題に対して,供給側がどこまでやっていくか。南米は現実

には価格が上がれば猛烈に環境破壊が生じます。これは事実です。アメリカはそんなに

環境破壊は起きていきませんけれども、いずれにしろ今は価格によって生産量が決定さ

れてきますから例えば、今トウモロコシがだいぶん上がって４ドル70セントで、この

２週間で13％ぐらい落ちたのですが、いちばん高いときは史上最高値で先々週に５．４ド

ルぐらいまで上がりました。５．４ドルぐらいでしたら、たぶん来年度は３割ぐらい作付

けが増えてしまうと思います。そうしますと、来年度は少なくともそのぐらい増産でき

れば、逼迫は起きてこないということは出てきますが、ところが実は、価格との問題が

明確になっていないわけです。もう一つは、発展途上国というところで８億とか10億の

餓死者をこのままずっと恒久的に認めていくのか。基本的には今世界的に大きな難民が

起きているわけですが、それもだいたいそういうところであるということになっている

のであって、実は食料の問題も明確にわかっていないのです。

昨年度、ＯＢサミットというのが開かれました。これは福田趣夫さんが最後に東京で

やるということで、彼は政治家として実は食料の安全保障の問題を取り出したいのです

が、その前に人口の問題があって、人口の問題を止めなければいけない、それには食料

の安全保障を出せということで、人口と食料の問題をＯＢサミットの議題にしたわけで

す。その主題の論文を私がつくる形になったのですが、最終的にはアメリカのマクナマ

ラさんと私がものすごい論争になって、３時間やったのですが、結局、先進国はデリバ

リー、分配の問題で灘価格が上がれば増産できるということを強くいって、折れなかっ

たのです。ところが、われわれアジアというのは作付け面積も小さくて、価格が上がっ

ても増産はできないのですよといっても、彼らにはなかなかわかっていただけなかったｃ

結局、何がいいたいかといいますと、今食料の増産がどこまでかということは明確に
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}よわかりません。したがって、いえることは、間接消費の需要が急増していて毎年価格

と需要との問題で逼迫している、そこにもし88年のような旱魅がきたら、えらいパニッ

クが起こるということです。食料需要の問題がこの５年より前のような状況からまった

く変わって、そして価格が上昇しはじめた、そういうフェーズのチェンジの問題が私の

いいたいことでございます。価格が上がれば増産はできてパニックは起きない、そうい

う逼迫した状態がこれから続くのですけれど、そこで天候の状態がよくなかったら、ス

トックが全然ございませんから、えらいことになる。そういうことに対して、水産タン

パク源の増産を進めるべきだと。陸上タンパク源に依存したところが諭実はこういうよ

うな長期的な需要が逼迫する原因を招いたということで、今日私はそういう提言をして、

もうその時間がないというお話をさせていただいたわけです。

ですから、１１月にＦＡＯが主↓体となって食料サミットが開かれますが、そういう場で

われわれ供給される人間が、現状のところで需要側はいったいどこまで増産できるのか、

価格がどのぐらいになったら、どうなるかという事実が明確に出ないとだめです。

最後になりますが、エネルギーと食料の違いは何かというと、エネルギーは地下にあ

るわけです。何十年という形のなかであって通掘り出せるか否かということです。それ

に省エネルギーということができますが、食べ物の場合には少食というのがなかなか難

しいということ。そして、毎年つくりだすものであって穂一方で需要が高まっているの

で、一度逼迫した状態が起きますと、それは解決できない。今までは、日本だけが多く

のシンカーといいますかアブソーパーという形であったのですが、実は今はアジアでは

日本、韓国、中国という形になって、少ないときにはそれの取り合いになるのです。そ

のときの状況の問題が出てくる。ですから、ニクソンの時代に田中角栄とニクソンで大

豆の問題は終わったのですが、今度それを調整する場合には、韓国、日本、中国という

ところでやりながらアメリカと交渉しなければいけない、こういう問題が出てくるとい

うことを頭の中に入れておかなければいけないということが、私がいいたいところです。

当面５年ぐらいの間で急速にlこっちもさつちもいかなくなるということは、天候がよ

ければそういうことはありえない、価格との問題だということをいっておきたいと思い

ます。そういうところで、実ははっきりわからないのです。

最後にお話しますが、これをいうとクピを切られるかもしれませんけれども、世界で

もっとも穀物を牛耳っているところはどこかというと、カーギル社なんですが、カーギ

ルは会社を上場していないのです。そういう意味でも、エッソというスタンダードオイ

ル系のところは一部上場していますから、ディスクロージャーしているわけです。とこ

ろが、食料を世界最大で握っているところは企業としてオープンされていないですから、

何をいっているかわからない。こういう時点があるということを認識したうえで食料間
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題を考える必要がある。こういうところが食料とエネルギーの大きな違いで、アンフェ

アな状態になっているということを認識しなければいけないというのが私の強い主張で

ございます。ちょっと長くなりましてすみませんでした｡

●中村（福井県立大学）今の前田先生のご質問は、漁業権とかグリーンピースは海洋

開発のブレーキになるのではないか、そういうご質問かitRと思いますが、漁業法とグ

リーンピースはちょっと視点が違いますが、漁業権の場合はたしかにおっしゃるように、

日本の沿岸全部に漁業権が張りめぐらされていますから、何かやろうと思えば、漁業補

償問題が必ず出てまいります。この補償の問題は漁業法で守られた漁民の一つの権利で

すから、漁業協同組合長の判がなければできないというシステムになっています。それ

が開発側にとっては非常にブレーキで、けしからんということが開発が始まって以来ず

っと何十年、ここ20～30年そういう議論が大部分だったと思います。

しかし、漁業補償というのは一つの生活保障でありますので、その額が高いか安いか

ということはむしろ交渉する側が、日本が経済大国ということでとにかく金で解決しろ

ということで勝手につりあげてきたきらいもあるわけです。ですから、良識のある組合

長はむしろだめになってしまって、非常にごねる組合長がだんだん多くなってきてしま

っているという実態もあるわけです。

それと同時に、逆に、1970年以降アメリカあたりで、いわゆるミティゲーションとい

う思想がだんだん発達してまいりまして、環境に対する代償措置ということが非常に強

くなってまいりました。最近はアメリカでミティゲーションのために投資する額は、日

本の補償金にほぼ近い状態になっています。しかもなおかつ生態環境を代償してつくる

ということについては技術的にまだ未熟な点があります。したがって、それができない

ために開発が抑えられるということが非常に多くなっています。それを実際にやったと

しても、それが本当に成功したかどうかということをモニタリングしなさいということ

になりまして、モニタリングを10年間やっても、１０年では足りないから15年にしなさい

というようなことになってしまい、今はアメリカの開発側から、「日本はいいね。漁業

は補償だけやれば工事ができるのだから、日本はいいな」と逆にそういう声がアメリカ

からも聞かれるようになってきています。

そういう意味では日本の場合には、環境庁ができまして、公害的な環境基準が、要す

るに、何ppmという形での排出基準とかいろいろできましたけれど、つぶした場所の代

償については日本ではゼロです。ありません。逆に、もし漁業補償さえもなかったら、

まとまった土地を得ようと思ったらどんどん埋め立てていって、今どころじゃなかった

のではないでしょうか。ですから、個々の事例を考えれば、観測塔を－つ建てるのに何

￣
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千万も取られたとか、本当にわからずやだと思うところがあったかもしれませんが、日

本の国の海の環境ということを考えた場合には、それが非常に大きな環境法になってい

たと思います。今は漁業に従事する人口も減っていますし、良識ある漁民は補償金を再

生産にまわすという方向にだんだんなってきておりまして、補償金で家を建てたり、豪

遊したりというようなことはだんだんなくなってきております。そういう意味で、漁業

法と開発との調和ということはこれからも続けていかなければならないことだと思いま

す。

グリーンピースについては、非科学的なんです。いいこともやっていますけれども、

クジラの問題なんかはその最たる例で、これは全然科学的根拠がありません。ですから、

最初の捕鯨国の会議のチェアマンのイギリス人は途中でこんな非科学的なということで

逆に怒ってやめてしまいました。それで今はどうかといったら、資源の問題ではなくて、

クジラはかわいそうだからという動物保護の問題になってしまいました。ですから、や

はり環境問題はすべて科学的でなければいけないのだということが原点になければいけ

ないと思います。

それと、動物保護と、環境問題で人間も含む生態系がだめになってしまう問題と、こ

の２つを区別しなければいけないのです。生物多様性の条約ということも出ましたが、

あれも非常に問題があると思います。人間が強くなりすぎたから動物がかわいそうだ、

絶滅から保護しましょう、それはそれで大切です。しかし、オゾンホールのようなもの

は、紫外線とかガンマ線といった有害な高エネルギー線が地表に到達するようになりま

すと、進化の歴史を逆まわりさせるわけで、これには生物が順応できません。要するに、

オゾン層ができて、海の生物がはじめて陸にあがってこられたわけですから、オゾン層

を取り払ってしまえば、陸の生物が全部消えてしまうということです。これはとくに寿

命の長いものから先に消えていくわけですけれど、そういう生態系全体を破壊してしま

うような問題、例えば酸性雨とか、ある意味では二酸化炭素の問題もあるいはそうかも

しれませんが、そういう問題と、人間がほかの動物の環境を奪ってかわいそうだ、保護

しなければということとはまったく別の次元の問題です。動物が生きるようにするのか、

人間が死ねばいいのかという問題になってくれば、グリーンピースはどうするのか。

最近、グリーンピースを批判する人が非'常に多いのです。あれは全然科学的ではなく

て、しかも情報操作が大変うまい。日本海でロシアが放射性廃液を捨てたのを体を張っ

て発見したとか、大変いいこともやってくれていますが、総体的にいうと、非科学的な

情報操作と資金集めということにちょっと凝りすぎているという点で、グリーンピース

への批判が結構多いと思います。

●国富（日本鋼管ＯＢ）私は海洋法はあまり細かいところを知らないのですが、新美
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さんにおたずねします。先ほど非常に面白いと思ったのは、ストレートベースラインに

ついてご説明がありましたけれど殉あれは国によって勝手に引いていいのかどうか、そ

れから引き方によって将来は200カイリの関係も場所によっては出てくると思うのです

が、111Wと'''111を結ぶのか、あるいは島のいちばん外側を結ぶのか、あるいは直線の距離に

制限があるのか、それらの引き方によってだいぶ形状が違ってくると思いまして、その

へんをちょっとお聞きしたいのですが。

●新美（外務省）国によって勝手に引いていいのかという問題につきましては、海洋

法条約に規定がございまして、その規定の解釈についてはこれからの各国の積み重ねに

なっていくと思うのですが、とんでもない線を引くと各国からクレームがついて、場合

によっては、海洋法裁判所という裁判所が今度できたので、その裁判所にもっていって、

これでいいのかということを争うことになると思います。

今、ある意味でトピカルなご質問をしていただいたわけです。実は２～３カ月前に中

国が領海基線の直線基線を発表しました。これは日本と同じで数字で緯度と経度をプロ

ットして書いたのですが、どうもそれを地図にしてみると、ちょっとおかしい。つまり、

われわれとして納得できないような基準があるおそれがございまして、そこをいろいろ

中国に聞いているところでございます。そういう意味もあって、条約に細かく長さが何

カイリで、角度がどこまでということが書いてあればいいのですが、そこまでは条約に

書いてないものですから、本当にその線でいいのかどうかというのをまたみんなで議論

していかなければいけないというふうになっています。

ちなみに、アメリカはさすがアメリカでございまして、ずっと昔から海洋法の研究を

しておりまして、アメリカ自身は、私は手元に資料を持っていないのですが、例えば湾

だったら、これぐらいの湾で二つの湾があればだめだけれど三つの湾があればいいとか、

島であれば、島の連なっている方向が海岸線の方向と比べて角度が何度以上違ってはい

けないとか、そういう基準をアメリカ自身はもっています。したがって、まだこれか

らだと思いますが、非常に時宜を得たご指摘、ご質問だと思いました。

●司会（原田）他にご質問はございませんか。予定の時間にそろそろまいっておりま

すので、まずはこの討論会は中締めといたしまして、これから６時から懇親会がござい

ますので、引き続きその場にまいりたいと思います。講師の先生方に拍手をお願いいた

します。どうもありがとうございました。
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会 の辞1龍

海洋工学連絡会運営委員会副委員長原田宏

今日は大変インパクトの強いご講演で、わが国はいったいどうなるのだろうか、食料

自給率は20％しかない、もしアメリカが飢餓になったらわが国はいったいどうなるのだ

ろうか、吉田先生のご指摘のとおりに10年以内に何らかの手当てをしないと大変なこと

が起きるのではないか、そんな危機感を覚える次第でございます。

また、最近建設省は黙っているのですが、昭和42年までの70年間のわが国の国士の変

化を捉えたのがございます。それを見ますと、およそ毎年200ヘクタールほど浸食して

なくなっています。海洋に携わるものとしては、これは昭和42年までの統計でございま

すから、その後の20数年間で相当量の浸食を受けているのではないかと思います。した

がいまして、海の今後の利用活用は本来だったら積極的に行わなければならないと思う

のですが、わが国はなぜか環境が優先化されてしまって、まるで沖合人工島が悪の子、

悪ばかりというような感じになってきているのは問題であります。個人的な見解ですが、

そんなような気がいたします。

今回で第14回のパネルを開催することができまして雨まことにありがとうございまし

た。来年も１月の末あるいは２月の初めに第15回を予定しておりますので、そのときに

またお会いできればと思います。本日はどうもありがとうございました。
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